
海老名市教育委員会

（令和６年 4月 定例会議事日程）

日時 令和６年４月19日（金)

午後３時30分

場所 えびなこどもセンター　301会議室

【教育長報告】

【報告事項】

１ 報告第 ５ 号

２ 報告第 ６ 号

３ 報告第 ７ 号

４ 報告第 ８ 号

５ 報告第 ９ 号

６ 報告第 10 号

７ 報告第 11 号

８ 報告第 12 号

９ 報告第 13 号

10 報告第 14 号

11 報告第 15 号

12 報告第 16 号

13 報告第 17 号

　日程第 海老名市教育委員会関係職員の人事異動について

　日程第 海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱の一部改正
について

　日程第 海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金要
綱の一部改正について

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱の一部改正につ
いて

　日程第 海老名市教育委員会非常勤特別職（奨学生選考委員会委員）の
委嘱について

　日程第 海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱の一部改正につ
いて

　日程第 海老名市教育委員会非常勤特別職（学校運営協議会委員）の委
嘱について

海老名市スクールライフサポート実施要綱の一部改正について

　日程第 海老名市立小中学校教職員等の学校給食費に関する要綱の一部
改正について

　日程第

　日程第 海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中
学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱の一
部改正について

　日程第

令和５年度海老名市一般会計補正予算（第14号）のうち教育に
関する部分に係る意見の申出について

　日程第 令和６年度海老名市一般会計補正予算（第１号）のうち教育に
関する部分に係る意見の申出について

　日程第 海老名市教育委員会非常勤特別職（文化財保護審議会委員）の
委嘱について

　日程第



14 議案第 11 号

15 議案第 12 号

16 議案第 13 号

17 報告第 18 号

【審議事項】

【報告事項（非公開予定）】

令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価実
施方針及び評価対象について

　日程第

　日程第 いじめ等に関する「重大事態事案」の調査結果の報告について

　日程第

海老名市登録文化財の登録について

　日程第 教育委員会所管施設の個別施設計画の改定について



海老名市教育委員会 

４月定例会 
 

【教育長報告】 

１ 主な事業報告 

 令和５年度 

３月 ５日（火） 教育委員会３月定例会 

教育課題研究会 

    ６日（水） ３月教頭会議 

          鈴木幸雄先生高齢者叙勲伝達式 

          一般質問市長ヒアリング 

    ７日（木） 現職教育運営協議会 

            初任者授業参観（杉本小） 

     ８日（金） スマホスタンド寄贈セレモニー（有馬中） 

     ９日（土） 学校管理職・行政職等人事異動内示 

    １１日（月） 市議会第１回定例会一般質問（第１日目） 

           県央交流教職員面談 

    １２日（火） 中学校卒業式 

           えびな支援学校高等部卒業式 

    １３日（水） 市議会第１回定例会一般質問（第２日目） 

           臨時校長会議 

    １４日（木） 市議会第１回定例会一般質問（第３日目） 

    １５日（金） 台湾とのオンライン交流授業参観（海西中） 

    １６日（土） 海老名市少年消防クラブ修了式 

           総合教育会議（有馬高校） 

           青少年指導員連絡協議会定期総会 

    １８日（月） 文化財保護審議会 

    １９日（火） 小学校卒業式 

           えびな支援学校中等部卒業式 

    ２１日（木） 予算決算常任委員会文教社会分科会（予算審査） 

           海老名市交通安全対策協議会役員会 

            

 
 

令和６年度 
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    ２２日（金） 金山恭子先生高齢者叙勲伝達式 

           不登校支援団体連絡会 

    ２４日（日） 吹奏楽部コカ・コーラさわやかコンサート 

    ２５日（月） 第三学期修了式 

           朝のあいさつ運動（杉久保小・大谷中） 

中学校給食弁当調理業者へのあいさつ 

    ２６日（火） 新採用教職員採用前研修 

           新聞販売業者からのハンドソープの寄贈 

           学校地域ネットワークづくり運営委員会 

           最高経営会議 

           教頭人事交流者面接 

    ２７日（水） 市議会第１回定例会本会議（閉会） 

           スタートカリキュラム実施説明会 

           県行政職等交流者面接 

    ２８日（木） 学校委託金に係るマニュアル説明会 

           ユースサポート事業報告会 

    ２９日（金） 教育委員会辞令交付（退職・異動） 

           教職員辞令交付式（退職等） 

           職員退任式（教職員への感謝状） 

           フルインクルーシブ教育県との協定締結式 

           給食関連業者創立１００周年記念祝賀会 

    ３０日（土） 食の創造館別館開館記念式典 

           EBINAPrixShimizu2023 記念コンサート 

 

 令和６年度 

  ４月 １日（月） 教職員辞令交付式  

           新採用教職員採用時研修会 

           教育委員会辞令交付式 

     ２日（火） 教育委員会関連施設年度始めのあいさつ巡視 

           県央教育事務所所長年度始めのあいさつ来館 

            指導主事会議 

            全国道路標識標示業協会 

「子どもを守ろうプロジェクト」出陣式 

      ３日（水） 臨時最高経営会議 

            教育長辞令交付式 

      ４日（木） 青色防犯パトロール講習会 
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      ５日（金） 第一学期始業式 

中学校入学式（海老名中） 

県インクルーシブ教育推進課あいさつ来館 

      ６日（土） 中央農高入学式 

      ８日（月） 小学校入学式（有鹿小） 

            小学校野外教育活動東山荘説明会 

      ９日（火） 初任者研修拠点校指導員連絡会 

            スペシャルサポートルーム支援員辞令交付 

            中学校給食開始日報道機関取材（柏ケ谷中） 

            不登校支援団体ぼちぼち面会 

            湘北教職員組合あいさつ来館 

            海老名青年会議所あいさつ来館 

     １０日（水） 4 月校長会議① 

            補助指導員辞令交付 

            七尾市派遣職員（鈴木真さん）激励会 

県インクルーシブ教育推進課打合せ 

     １１日（木） 学校応援団連絡会 

            全国都市教育長協議会理事会 

１２日（金） 学校委託金事務等説明会 

            フルインクルーシブ教育有識者面談 

            教育委員会歓送迎会 

     １３日（土） 単Ｐ会長予定者会議 

     １４日（日） 大谷神明社大谷歌舞伎見学 

            青少年指導員連絡協議会総会（委嘱状交付） 

     １６日（火） 介助員・看護介助員打合せ（辞令交付） 

            おやこ劇場関係者面会 

     １７日（水） ４月教頭会議 

自治会連合会総会 

児童指導担当者会 

昔かたりの会関係者面会 

     １８日（木） 海老名ガイド協会創立２０周年「歴史講演会」 

     １９日（金） 教育委員会４月定例会 

            教育課題研究会 

            海老名市はやし保存連絡協議会総会 
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２ 「勉強する」ことについて 

  このことについては、以前にも、私の思いと考えをお伝えしたかもし

れませんが、この前のマスコミに大きく取り上げられた、ある県の知事

さんの新採用職員へのあいさつから、あらためて、「勉強する」ことに

ついて、思い返したところです。 

  私は、正直、いい加減な小学校教員でしたが、東北生まれということ

で、宮沢賢治の詩をよく読んでいました。 

  夕方、教室を掃除、こどもたちの机を整理整頓して、黒板に詩を書い

ておくことがよくありました。 

  １時間目がその詩の授業で終えてしまうこともありました。 

  そんなこどもたちに紹介した詩の中に宮沢賢治の「あすこの田はねえ」 

という作品がありました。 

 

  一〇八二   「あすこの田はねえ」   

一九二七，七，一〇 

  あすこの田はねえ 

  あの種類では窒素があんまり多過ぎるから 

  もうきっぱりと潅水（みづ）を切ってね 

  三番除草はしないんだ 

   ･･････一しんに畔を走ってきて 

      青田のなかに汗拭くその子･･････ 

 

     ＜中略＞ 

 

  これからの本統の勉強はねえ 

  テニスをしながら商売の先生から 

  義理で教はることではないんだ 

  きみのやうにさ 

  吹雪やわづかの仕事のひまで 

  泣きながら 

  からだに刻んで行く勉強が 

  まもなくぐんぐん強い芽を噴いて 

  どこまでのびるかわからない 

 それがこれからの新しい学問のはじまりなんだ 

 ではさようなら 
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  ･･････雲からも風からも 

     透明な力が 

     そのこどもに 

     うつれ･･････ 

 

  もちろん、こどもたちとの毎日の授業、こどもたちの学習活動は、

ナショナルスタンダートして、日本の義務教育として、法的に学習指

導要領に示された学習内容を履修することが求められるところです

が、私には、この詩が、心にひっかかりました。 

  自分の毎日の授業は、こどもたちにとって「本統の勉強」なのだろ

うか。 

  こどもたちひとりひとりにとって、毎日の学習活動はどんな意味が

あるのだろうか。 

  ２０代の青臭い教員の導き出した答えは、こどもたちが勉強を好き

になるような授業をすること、嫌いにさせないこと、将来そのこども

が勉強したい、勉強せねばと決めたときに、それができる基礎的な力

を身につけること、ということでした。 

  今は、学習評価もだいぶ変わりましたが、今から４０年ほど前の学

校では、学習成果を総括的に比べられ、それが学期ごとに評定として

示されることから、その時間その時間は、前向きに学習活動に取り組

んでいても、高学年にもなると、「頭がよくないから」「勉強苦手だか

ら」などというネガティブな声も聞かれたところです。 

  しかしながら、長く仕事して生活してきた大人たちは、学校での成

績は成績で、進路選択には有効であるが、限られた学校という枠のも

ので、必ずしも社会でも同様ではないということを知っているのです。 

  「勉強する」ということは、自分を、自分の生活を、社会をよりよ

くするために、やらされるのではなく、主体的に取り組むことです。 

  だから、学校だけでなく、大人になっても、いくつになっても、ひ

たむきに学び続けることが「勉強する」ことだと、それが、今の私の

答えなのです。 

以上です。 

 

※別紙資料 教職員への便り 令和５年度「いがすたいがすた」第１２号 

令和６年度「いがすたいがすた」 第 1 号                 

 
 

〔 5 〕



いがすた いがすた 

伊藤 文康

 来週の月曜日、２５日が、修了式となります。 

 学級を閉じて、こどもたちを次へと送り出す準備は整ったでしょうか。 

 ９日に中学校の卒業式があり、私は、大谷中学校に行きました。 

 １９日は、小学校の卒業式で、社家小学校に行きました。 

 どちらの学校でも、卒業生への、校長先生はじめ教職員の深い思いが伝わってきま

した。そして、それに応える卒業生の姿に、感動しました。 

 修了式の日もそれぞれの教室で、同じようなプライスレスの感動の場面があること

でしょう。私としては、こどもたちひとりひとりの心に、一年の思い出が残り、別れ

をかみしめながらも、その思いが、次の学校、次の学年への意欲につながるような、

修了式の一日を過ごしてほしいと思うところです。よろしくお願いします。 

 そして、みなさんには、何より、一年間、目の前のこどもたちのために、学校のた

めに、力を尽くしていただき、本当に、ありがとうございます。 

 また、今年度をもって、ご退職の方々には、みなさんの人生の多くの時間を費やし

た教職員生活をふり返って、今、どのような思いでしょうか。 

 長い間、お疲れさまでした。ありがとうございました。 

ますます、お元気でお過ごしください。 

『先生であること』 

 私の勝手な考え方ですが、「先生である」ということは、こどもたちより「先に生

まれた」「先に生きている」ということで、そこから、こどもたちに、今の自分の思

いや考えを伝えることだと思っています。 

ひとつは、自分のこどもの頃の経験から、こどもたちの思いに寄り添い、こどもた

ちが自分に何を望んでいるかをイメージして、こどもたちとともに過ごす時間をたい

せつにしてほしいということです。それは、うまくできない・わからない・失敗した

こどもの心持ちを酌んで、指導・支援、声かけをしてほしいということです。 

 もうひとつは，みなさんが、こどもたちより先に生きてきて、これまでの自分の経

験から、こどもたちに、自分が正しいと思う、自分がこうあるべきだと思う生き方を

伝えてほしいということです。もちろん、それを強要するということではなく、先生

から伝えられたことを、こどもたちがどう受けとめるかは、こどもたちが判断するこ

とです。でも、確かに、こどもたちの心の中には、みなさんの伝えた言葉が残ってい

ることでしょう。 

 この一年、こどもたちは、みなさんに「先生！」と、素直に、声をかけてきたこと

でしょう。そんな中で、みなさんが「先生」として、こどもたちとともに、この一年

過ごしたことに、私は、ただただ、感謝するのです。「先生」ありがとう。  

教育長だより 第 12 号 

2024.3.22   
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いがすた いがすた 
 

 今年は、桜の花が、こどもたちとみなさんの新学期のはじまりと入学を

待ってくれました。あとは、よい天気で！と願うところです。 

 さて、いよいよ明日から、令和 6 年度新学期、第一学期がはじまります。 

 新学期をはじめる準備、こどもたちを迎える準備の具合はいかがでしょ

うか。何より、みなさんひとりひとりの心の準備は、いかがでしょうか。 

 そして、体調はいかがでしょうか。 

 一年間、目の前のこどもたちのために、学校のために、職員室の仲間と

助け合って、支え合って、それぞれの学校の学校教育活動を進めてほしい

ものです。 

 それでは、みなさん、令和 6 年度、次の春がやってくるまでの一年間と

なります。 

健康第一で、元気に、笑顔で、よろしくお願いします。 

 『はじまりは』 

 「はじまりは」、ボチボチいきたいところですが、学校の新学期のはじま

りは、そうはいかず、一日が終わると、こどもたちの机を眺めながら、教

室で、「今日も何事もなく無事に終わった。」と、フーッと息を吐く感じを

記憶しているところです。 

 新学期準備の事務では、私は、氏名のゴム印押しが苦手でした。先輩方

は、まるで職人のように、ポンポン押しているのですが、曲がったり、字

がつぶれたり、学級名簿や保健の名簿、下駄箱やロッカーなど、いっぱい

押す場面があり、私は、うまくいかず、何回もやり直しすることがあり、

けっこうストレスでした。（今は、使ってないのでしょうか。） 

 「はじまりは」そんな忙しい毎日を過ごすことになりますが、私として

は、ひとりひとりのこどもたちの様子をよく見てほしい、ひとりひとりの

こどもに声をかけてほしいとお願いするところです。 

 4 月 1 日に、異動や採用により、同じ学校組織ではありますが、新しい

環境で仕事することになった方々は、実感していることでしょうが、新た

な集団の中で、人とのかかわりながら過ごすことは、多くの経験を積んだ

大人でも容易なことではありません。 

そして、それは、もちろん、こどもたちも同じです。 

 「はじまりは」こどもたちひとりひとりが、新しい学校で、学級で、安

心して過ごせるように、みなさんには、ていねいに見守って、支えてほし

いものです。くれぐれも、自分をたいせつに、よろしくお願いします。 

教育長だより 第１号 

2024.4.4 伊藤 文康 
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報告第 ５ 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　報告理由

　令和６年３月31日付け及び令和６年４月１日付けで人事異動を発令したため

海老名市教育委員会関係職員の人事異動について

海老名市教育委員会関係職員の人事異動について、海老名市教育委員会教育長に対

する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第３条第１項の規定によ

り臨時に代理し発令したので、同条第２項の規定により報告する。

令和６年４月19日提出
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人　数 小　計 合　計

6 人 6 人 6 人

人　数 小　計 合　計

2 人

1 人

2 人

5 人

4 人

2 人

3 人

1 人

2 人

1 人

1 人

1 人

4 人

人　数 小　計 合　計

1 人

1 人

2 人

1 人

2 人

人　数 小　計 合　計

3 人

2 人

1 人

3 人

1 人

2 人

1 人

主事級

7 人

主任主事級

主任主事級

主事級

技能労務職

係長級

主査級

指導主事

課長級

人　事　異　動　内　訳

 令和６年３月３１日付け

区　分

 令和６年４月１日付け（昇格・昇任・転入者等）

区　分

部長級

参事級

次長・専任参事級

課長級

主任主事級

主事補級

13 人

令和６年４月19日

定例教育委員会資料

教育総務課総務係

区　分

課長級

新採用職員 主事補級

再任用職員

主査級

技能労務職

部長級

 令和６年４月１日付け（転出者）

29 人 29 人

主任主事級

係長級

13 人

主事級再任用職員

係長級

7 人

主査級

主事級

 令和６年４月１日付け（併任者）

区　分

新採用職員

- 2 -



報告第 ６ 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　令和５年度海老名市一般会計補正予算（第14号）のうち教育に関する部分に係る意

見の申出を行ったため

令和５年度海老名市一般会計補正予算（第14号）のうち教育に関する部

分に係る意見の申出について

令和５年度海老名市一般会計補正予算（第14号）のうち教育に関する部分に係る意

見の申出について、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則

（昭和49年教委規則第２号）第３条第１項の規定により臨時に代理し申出したので、

同条第２項の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由

- 3 -



 

令和５年度海老名市一般会計補正予算（第14号）のうち教育に関する部分

に係る意見の申出について 

 
 
１ 概要  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づき、海老名市

長から意見を求められたため、異論なしとして申出を行った。 

 

２ 教育長の臨時代理 

令和６年第１回海老名市議会定例会に３月27日に追加上程する補正予算案

について、３月21日付けで市長から意見を求められたが、その対応に急施を要

したことから、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則

第３条第１項の規定に基づき、教育長が臨時に代理し、申出を行った。 

 

３ 意見を求められた議会の議決を経るべき案件 

令和５年度海老名市一般会計補正予算（第14号）のうち教育に関する部分 
 
４ 海老名市長からの文書 

  別紙のとおり 
 
５ 教育委員会からの申出文書 

  別紙のとおり 
 
６ 根拠法令（抜粋） 

 
 ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

  第２９条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に

係る部分その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経る

べき事件の議案を作成する場合においては、教育委員会の意見をきかな

ければならない。 

令和６年４月 19 日 

定例教育委員会資料 

教育 総務課総 務係 

- 4 -
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報告第 ７ 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　令和６年度海老名市一般会計補正予算（第１号）のうち教育に関する部分に係る意

見の申出を行ったため

令和６年度海老名市一般会計補正予算（第１号）のうち教育に関する部

分に係る意見の申出について

令和６年度海老名市一般会計補正予算（第１号）のうち教育に関する部分に係る意

見の申出について、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則

（昭和49年教委規則第２号）第３条第１項の規定により臨時に代理し申出したので、

同条第２項の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由

- 8 -



 

令和６年度海老名市一般会計補正予算（第１号）のうち教育に関する部分

に係る意見の申出について 

 
 
１ 概要  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づき、海老名市

長から意見を求められたため、異論なしとして申出を行った。 

 

２ 教育長の臨時代理 

令和６年第１回海老名市議会定例会に３月27日に追加上程する補正予算案

について、３月21日付けで市長から意見を求められたが、その対応に急施を要

したことから、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則

第３条第１項の規定に基づき、教育長が臨時に代理し、申出を行った。 

 

３ 意見を求められた議会の議決を経るべき案件 

令和６年度海老名市一般会計補正予算（第１号）のうち教育に関する部分 
 
４ 海老名市長からの文書 

  別紙のとおり 
 
５ 教育委員会からの申出文書 

  別紙のとおり 
 
６ 根拠法令（抜粋） 

 
 ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

  第２９条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に

係る部分その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経る

べき事件の議案を作成する場合においては、教育委員会の意見をきかな

ければならない。 

令和６年４月 19 日 

定例教育委員会資料 

教育 総務課総 務係 
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報告第 ８ 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　新たに非常勤特別職を委嘱したため

海老名市教育委員会非常勤特別職（文化財保護審議会委員）の委嘱につ

いて

海老名市教育委員会非常勤特別職（文化財保護審議会委員）の委嘱について、海老

名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２

号）第３条第１項の規定により臨時に代理し委嘱したので、同条第２項の規定により

報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由

- 13 -



 

 

海老名市教育委員会非常勤特別職（文化財保護審議会委員及び専門委員）の 

委嘱について 

 
１ 概要 

  海老名市文化財保護審議会委員の任期満了に伴い、委嘱を行ったため、報告す

る。 

 

２ 文化財保護審議会委員及び専門委員について 

 (１) 文化財保護審議会委員 

市内文化財の保存及び活用に関する重要事項について調査審議等を行う

ため、文化財に関し識見を有するものとして教育委員会が委嘱する者 
(２) 文化財保護審議会専門委員 

専門的事項を調査研究するため設置する部会に関し、文化財の専門的事項

に識見を有するものとして教育委員会が委嘱する者 
 
３ 委嘱期間 

  令和６年４月１日から令和８年３月31日まで 

 
４ 委嘱した者 

  別紙「海老名市文化財保護審議会委員名簿」のとおり 

 

 

令和６年４月 1 9 日 

定例教育委員会資料 

教育総務課文化財係 
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報告第 ９ 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　新たに非常勤特別職を委嘱したため

海老名市教育委員会非常勤特別職（奨学生選考委員会委員）の委嘱につ

いて

海老名市教育委員会非常勤特別職（奨学生選考委員会委員）の委嘱について、海老

名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２

号）第３条第１項の規定により臨時に代理し委嘱したので、同条第２項の規定により

報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由

- 16 -



海老名市教育委員会非常勤特別職（奨学生選考委員会委員）の委嘱について 
 
 
１ 概要 

  人事異動に伴い、新たに非常勤特別職を委嘱したため、報告する。 

 

２ 海老名市奨学生選考委員会委員について 

  海老名市奨学生としての適否及び理由、その他必要な事項に係る協議を行う。 
   
３ 委嘱期間 

  令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで（前任者の残任期間） 

 
４ 委嘱した者 

  別紙名簿のとおり 

令 和 ６ 年 ４ 月 1 9 日 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

就学支援課就学支援係 
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別紙

令和６年度

委嘱期間　：　令和５年４月１日～令和７年３月31日

 № 氏　　名 所　　属 備　考

1 平井
ひらい

　敦子
あつこ

民生委員児童委員

2 和田
ワダ

　修二
シュウジ

今泉小学校長
校長会長

【Ｒ５年度】奥泉
憲

3 椙山
すぎやま　

　博考
ひろたか

海老名中学校長

4 久保谷
くぼたに

　由美子
ゆみこ

有馬中学校長

5 遠藤
えんどう

　一義
かずよし

海西中学校長

6 小宮
こみや

　洋子
ようこ

柏ケ谷中学校長
Ｒ５年度
霜島　恵

7 小林
こばやし

　丈
たけ

記
のり

大谷中学校長
Ｒ５年度

村松　かおり

8 山川
やまかわ

　勇
いさむ

今泉中学校長

9 七海
ななうみ

　勝浩
かつひろ 神奈川県立

海老名高等学校長
高校代表

海老名市奨学生選考委員会委員名簿
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報告第 10 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　新たに非常勤特別職を委嘱したため

海老名市教育委員会非常勤特別職（学校運営協議会委員）の委嘱につい

て

海老名市教育委員会非常勤特別職（学校運営協議会委員）の委嘱について、海老名

市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）

第３条第１項の規定により臨時に代理し委嘱したので、同条第２項の規定により報告

する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市教育委員会非常勤特別職（学校運営協議会委員）の委嘱について 
 
 
１ 概要 

  海老名市立小中学校より変更の申し出があり、新たに非常勤特別職を委嘱した

ため、報告する。 

 

 

２ 学校運営協議会委員について 

  学校運営への必要な支援及び協力を行う。 
  
  
３ 委嘱期間 

  令和６年４月１日から令和８年３月31日まで 

 
 
４ 委嘱した者 

    別紙名簿のとおり 

 

 

令 和 ６ 年 ４ 月 1 9 日 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

教 育 支 援 課 指 導 係 
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海老名市立 海老名小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 小田島
お だ じ ま

　恵子
け い こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 赤塚
あかつか

　誠
まこと

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 三部
さ ん べ

　紹
しょう

一
いち

R6.4.1 新規 地域住民

4 生駒
い こ ま

　晶
あきら

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 山田
や ま だ

　圭
けい

一郎
い ち ろ う

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

6 椙山
すぎやま

　博
ひろ

考
たか

R6.4.1 新規 学識経験者

7 奥泉
おくいずみ

　憲
けん

R6.4.1 新規 校長

8 楠
くすのき

　祐
ゆう

子
こ

R6.4.1 新規 教頭

9 風間
か ざ ま

　大輔
だいすけ

R6.4.1 新規 教職員

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 柏ケ谷小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 山﨑
やまざき

　久男
ひ さ お

R6.4.1 新規 学識経験者

2 大矢
お お や

　和正
かずまさ

R6.4.1 新規 地域住民

3 森山
もり やま

　輝男
て る お

R6.4.1 新規 地域住民

4 森田
も り た

　博
ひろ

明
あき

R6.4.1 新規 地域住民

5 中垣
なかがき

　洋
ひろし

R6.4.1 新規 地域住民

6 羽
は

太
ぶと

　勇
いさむ

R6.4.1 新規 地域住民

7 松本
ま つ もと

　孝夫
た か お

R6.4.1 新規 地域住民

8 齊藤
さ い と う

　裕子
ゆ う こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

9 萩原
はぎわら

　正
ま さ

規
き

R6.4.1 新規 保護者

10 鈴木
す ず き

　佳子
よ し こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

11 國
くに

次
つぐ

　千絵
ちえ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

12 藤原
ふじわら

　絵里奈
え り な

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

13 青山
あおやま

　明裕
あきひろ

R6.4.1 新規 教職員

14 髙橋
たかはし

　一
かず

子
こ

R6.4.1 新規 教頭

15 石井
い し い

　友
ゆ

紀
き

R6.4.1 新規 校長

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 有鹿小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 碓井　雅巳
う す い も と み

R6.4.1 新規 学識経験者

2 鍵渡　正徳
かぎわた まさのり

R6.4.1 新規 学識経験者

3 越智　正則
お ち まさのり

R6.4.1 新規 地域住民

4 北川
きたがわ

　八重子
や え こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 大久保　敏
おおくぼ　　　　　さとし

R6.4.1 新規 地域住民

6 田中
た な か

　由
ゆ

美
み

野
の

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

7 伊藤
い と う

　恵美子
え み こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

8 新井　悦子
あ ら い え つ こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

9 鏑木
かぶらぎ

　拓
た く

R6.4.1 新規 地域住民

10 姫野
ひ め の

　珠
あけ

実
み

R6.4.1 新規 校長

11 内山
うちやま

　大輔
だいすけ

R6.4.1 新規 教頭

12 宮下
みやした

　翔太
し ょ う た

R6.4.1 新規 教職員

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 有馬小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 古
ふる

郡
こおり

　宗
むね

正
まさ

R6.4.1 新規 学識経験者

2 山口
やまぐち

　慎二
し ん じ

R6.4.1 新規 地域住民

3 二見　隆江
ふ た み た か え

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 小松
こ ま つ

　明
あきら

R6.4.1 新規 地域住民

5 村山
むらやま

　紀行
のりゆき

R6.4.1 新規 地域住民

6 奥谷
おくたに

　婦貴子
ふきこ

R6.4.1 新規 地域住民

7 小林
こばやし

　里
さと

実
み

R6.4.1 新規 保護者

8 住田
す み だ

　晶子
あ き こ

R6.4.1 新規 校長

9 前田
まえだ

　潤子
じゅんこ

R6.4.1 新規 教頭

10 德山
とくやま

　敬
ひろ

倫
みち

R6.4.1 新規 教職員

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 大谷小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 石井　正雄
い し い ま さ お

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 藤澤
ふじさわ

　ゆかり R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 今別府　淳子
い ま べ っ ぷ じ ゅ ん こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 桐生　行雄
き り ゅ う ゆ き お

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 吹越
ふっこし

　真
ま

佐
さ

美
み

R6.4.1 新規 地域住民

6 鈴木
すずき

　竜也
たつや

R6.4.1 新規 保護者

7 島仲
しまなか

　京子
きょうこ

R6.4.1 新規 校長

8 岩上
いわかみ

　克
かつ

成
なり

R6.4.1 新規 教頭

9 岩瀬
いわせ

　歩
あゆみ

R6.4.1 新規 教職員

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 上星小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 栗山
く り や ま

　明
あき

郎
お

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 樋口
ひ ぐ ち

　るり子
こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 仲村
なかむら

　ひとみ R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 小島
こ じ ま

　洋人
ひろひと

R6.4.1 新規 保護者

5 渡部
わ た べ

　洋子
よ う こ

R6.4.1 新規 その他（学童クラブ職員）

6 和
わ

田
だ

　波代
な み よ

R6.4.1 新規 校長

7 古畑
ふるはた

　恒
ひさし

R6.4.1 新規 教頭

8 石川
いしかわ

　雄
ゆ う

一郎
い ち ろ う

R6.4.1 新規 教職員

9 和田
わ だ

　夏
か

凜
り ん

R6.4.1 新規 教職員

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 中新田小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 笠原
かさはら

　祐
ゆ う

治
じ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 鍵渡
かぎわた

　香代子
か よ こ

R6.4.1 新規 学識経験者

3 渡邉
わたなべ

　富
ふ

二
じ

夫
お

R6.4.1 新規 地域住民

4 七海
ななうみ

　勝
かつ

浩
ひろ

R6.4.1 新規 学識経験者

5 林
はやし

　麻
あ

佐
さ

美
み

R6.4.1 新規 学識経験者

6 安藤
あんどう

　信
のぶ

貴
たか

R6.4.1 新規 学識経験者

7 藤井
ふじい

　寿
ひさ

生
お

R6.4.1 新規 保護者

8 大山
おおやま

　圭三
けいぞう

R6.4.1 新規 保護者

9 久保田
くぼた

　祐子
ゆうこ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

10 宮台
みやだい

　理恵
りえ

R6.4.1 新規 教職員

11 石田
い し だ

　雅樹
ま さ き

R6.4.1 新規 教頭

12 檀浦
だんのうら

　かおり R6.4.1 新規 校長

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 門沢橋小学校

202４.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 二見
ふ た み

　宏
こ う

二
じ

R6.4.1 新規 地域住民

2 清水
し み ず

　文
ふみ

夫
お

R6.4.1 新規 地域住民

3 大島
おおしま

　千佳
ち か

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 米山
よねやま

　恵
めぐみ

R6.4.1 新規 学識経験者

5 牛村
う し む ら

　忠雄
た だ お

R6.4.1 新規 学識経験者

6 鈴木
す ず き

　美由紀
み ゆ き

R6.4.1 新規 保護者

7 武井
た け い

　友勝
ともかつ

R6.4.1 新規 地域住民

8 大河原
お お か わ ら

　俊一
としかず

R6.4.1 新規 地域住民

9 青木
あ お き

　賢一
けんいち

R6.4.1 新規 地域住民

10 市川
いちかわ

　由
よ し

一
かず

R6.4.1 新規 地域住民

11 境
さかい

　景子
け い こ

R6.4.1 新規 校長

12 土谷
つ ち や

　政
ま さ

巳
み

R6.4.1 新規 教頭

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 奥田
お く だ

　五成
いつなり

R6.4.1 新規 校長

2 芳賀　敬子
は が け い こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 橋本
は し も と

 絵美里
え み り

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 植木
う え き

　由美子
ゆ み こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 海野
う み の

　望
のぞみ

R6.4.1 新規 保護者

6 佐藤
さ と う

　充明
みつあき

R6.4.1 新規 保護者

7 二見　吉男
ふ た み よ し お

R6.4.1 新規 地域住民

8 柳下　泰介
や ぎ し た た い す け

R6.4.1 新規 地域住民

9 長井　  徹
ながい　　　　　　　とおる

R6.4.1 新規 地域住民

10 逢
お う

地
ち

　和
かず

孝
たか

R6.4.1 新規 地域住民

11 瀬戸口　壮
せ と ぐ ち つ よ し

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

12 工藤
く ど う

　真
し ん

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

13 青山
あおやま

　広
ひろ

文
ふみ

R6.4.1 新規 地域住民

14 守谷　美子
も り や よ し こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

15 高橋　典嗣
た か は し の り つ ぐ

R6.4.1 新規 学識経験者

16 小池　一美
こ い け か ず み

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

17 増田
ま す だ

　英樹
ひ で き

R6.4.1 新規 地域住民

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

東柏ケ谷小学校　学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 社家小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 津々木
つ つ き

　美幸
み ゆ き

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 三田
さ ん だ

　英樹
ひ で き

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 大
おお

乘
のり

　文孝
ふみたか

R6.4.1 新規 学識経験者

4 佐々木
さ さ き

　宏文
ひろふみ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 春日井
か す が い

　美穂
み ほ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

6 米山
よねやま

 恵
めぐみ

R6.4.1 新規 学識経験者

7 曽我
そ が

　幸治
こ う じ

R6.4.1 新規 地域住民

8 金子
か ね こ

　幸
ゆき

枝
え

R6.4.1 新規 地域住民

9 朽木
く ち き

　正美
ま さ み

R6.4.1 新規 地域住民

10 中鉢
なかばち

　裕
ゆ う

季
き

R6.4.1 新規 地域住民

11 𠮷田
よ し だ

　絵
え

梨
り

香
か

R6.4.1 新規 保護者

12 淺井
あ さ い

　大輔
だいすけ

R6.4.1 新規 校長

13 尾﨑
お ざ き

　由美
ゆ み

R6.4.1 新規 教頭

14 大部
お お べ

　信介
しんすけ

R6.4.1 新規 教職員

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 杉久保小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 伊藤
い と う

　健三
けんぞう

R6.4.1 新規 学識経験者

2 岩崎
いわさき

　佐容
さよこ

子 R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 川口
かわぐち

　竜
りゅう

史
じ

R6.4.1 新規 保護者

4 山本
やまもと

　敏
と し

昭
あき

R6.4.1 新規 保護者

5 金子
か ね こ

　由美子
ゆ み こ

R6.4.1 新規 地域住民

6 前田
ま え だ

　正晴
まさはる

R6.4.1 新規 地域住民

7 山室
やまむろ

　修次
し ゅ う じ

R6.4.1 新規 学識経験者

8 坂野
さ か の

　千
ち

幸
ゆき

R6.4.1 新規 校長

9 坂田
さ か た

　美帆
み ほ

R6.4.1 新規 教頭

10 三橋
みつはし

　正人
ま さ と

R6.4.1 新規 教職員

11 東
あずま

　優
ゆ う

也
や

R6.4.1 新規 教職員

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 今泉小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 和泉
い ず み

　雅幸
まさゆき

R6.4.1 新規 学識経験者

2 中野
な か の

　隆則
たかのり

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 岩﨑
いわさき

　恵
めぐみ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 守屋
も り や

　佐千子
さ ち こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 木島
き じ ま

　智恵美
ち え み

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

6 和田
わ だ

　修二
し ゅ う じ

R6.4.1 新規 校長

7 中島
なかしま

　忠
ただ

相
すけ

R6.4.1 新規 教頭

8 金指
か な さし

　太一郎
たいいちろう

R6.4.1 新規 教職員

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 杉本小学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 瀧澤
たきざわ

　美穂子
み ほ こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 藤吉
ふ じ よ し

　ひとみ R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 河村
かわむら

　治
おさむ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 鈴木
す ず き

　亜矢
あ や

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

5 及川
おいかわ

　普二
しんじ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

6 田地川
た ち か わ

　俊行
と し ゆ き

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

7 松永
まつなが

　剛
つよし

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

8 高橋
たかはし

　裕
ひろ

之
ゆき

R6.4.1 新規 地域住民

9 小川
お が わ

　百合子
ゆ り こ

R6.4.1 新規 校長

10 奥原
お く は ら

　豪
ご う

R6.4.1 新規 教頭

11 鈴木
す ず き

　幹
みき

央
お

R6.4.1 新規 教職員

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 海老名中学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 今井
い ま い

　健一郎
けんいちろう

R6.4.1 新規 学識経験者

2 松島
まつしま

　希
のぞみ

R6.4.1 新規 その他（学童クラブ職員）

3 七海
ななうみ

　勝
かつ

浩
ひろ

R6.4.1 新規 学識経験者

4 奥泉
おくいずみ

　憲
けん

R6.4.1 新規 学識経験者

5 小田島
お だ じ ま

　恵子
け い こ

R6.4.1 新規 地域住民

6 大島
おおしま

　直子
な お こ

R6.4.1 新規 学識経験者

7 新美
にいみ

　貴
たか

久
ひさ

R6.4.1 新規 保護者

8 小坂
こ さ か

　浩久
ひろひさ

R6.4.1 新規 教職員

9 河野
かわの

　洋
ひろし

R6.4.1 新規 教頭

10 椙山
すぎやま

　博
ひろ

考
たか

R6.4.1 新規 校長

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 有馬中学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 木村
きむら　

　和雄
かずお　

R6.4.1 新規 学識経験者

2 橋本
はしもと

　瑞貴
みずき

R6.4.1 新規 保護者

3 塩井　俊勝
しおい　　　としかつ

R6.4.1 新規 地域住民

4 芝　　善孝
しば　　　　よしたか

R6.4.1 新規 地域住民

5 森下　賢人
もりした　　けんと

R6.4.1 新規 地域住民

6 三田　英樹
さんだ　　　ひでき

R6.4.1 新規 地域住民

7 武井　哲也
たけい　　　てつや

R6.4.1 新規 地域住民

8 米山 　 恵
よねやま　　めぐみ

R6.4.1 新規 学識経験者

9 大島　千佳
おおしま　   ちか

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

10 宮台　  功
みやだい　　　いさお

R6.4.1 新規 地域住民

11 久保谷
くぼたに

　由美子
ゆみこ

R6.4.1 新規 校長

12 山口
やまぐち

　篤
あつし

R6.4.1 新規 教頭

13 石田
いしだ

　裕
ゆう

R6.4.1 新規 教職員

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 海西中学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 内藤
な い と う

　奈美恵
な み え

R6.4.1 新規 地域住民

2 鍵
かぎ

渡
わた

　香代子
か よ こ

R6.4.1 新規 学識経験者

3 加来
か く

　功
いさお

R6.4.1 新規 学識経験者

4 菅原
すがわら

　肇
はじめ

R6.4.1 新規 学識経験者

5 山本
やまもと

　典
のり

男
お

R6.4.1 新規 学識経験者

6 遠藤
えん どう

　一
かず

義
よ し

R6.4.1 新規 校長

7 清水
し み ず

　匠
たくみ

R6.4.1 新規 教頭

8 盛
も り

　智
さ と

史
し

R6.4.1 新規 教職員

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 柏ケ谷中学校

202４.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 野中
の な か

　幹
みき

子
こ

R6.4.1 新規 学識経験者

2 飛
ひ

矢崎
やざき

　義
よし

基
き

R6.4.1 新規 学識経験者

3 澁谷
しぶや

　清美
きよみ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

4 橋本
はしもと

　絵美里
えみり

R6.4.1 新規 地域住民

5 森山
もりやま

　輝
てる

男
お

R6.4.1 新規 地域住民

6 二見
ふたみ

　吉男
よしお

R6.4.1 新規 地域住民

7 小野
おの

　武
たけ

弘
ひろ

R6.4.1 新規 地域住民

8 寺
てら

　和
かず

彦
ひこ

R6.4.1 新規 保護者

9 大貫
おおぬき

　直子
なおこ

R6.4.1 新規 保護者

10 小宮
こみや

　洋子
ようこ

R6.4.1 新規 校長

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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海老名市立 大谷中学校

202４.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 熊澤
くま ざ わ

　美恵子
み え こ

R6.4.1 新規 学識経験者

2 秋庭
あ き ば

　博
ひろ

行
ゆき

R6.4.1 新規 学識経験者

3 吹越
ふ っ こ し

　真
ま

佐
さ

美
み

R6.4.1 新規 地域住民

4 岩崎
いわさき

　佐
さ

容子
よ こ

R6.4.1 新規 地域住民

5 吉田
よ し だ

　守
まもる

R6.4.1 新規 地域住民

6 雅
う

樂
た

川
かわ

　知子
と も こ

R6.4.1 新規 保護者

7 小林
こばやし

　 
たけ

記
のり

R6.4.1 新規 校長

8 大矢
お お や

　貴
たか

史
し

R6.4.1 新規 教頭

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和６年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿

- 38 -



海老名市立 今泉中学校

2024.4.1

№ 氏　　名 委嘱日 継続・新規 備考

1 栗山
く り や ま

　明
あき

郎
お

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

2 樋口
ひ ぐ ち

　るり子
こ

R6.4.1 新規 学校運営に資する活動を行う者

3 碓井
う す い

　雅
も と

巳
み

R6.4.1 新規 学識経験者

4 宮下
みやした

　良雄
よしお

R6.4.1 新規 地域住民

5 平井
ひ ら い

　千恵子
ち え こ

R6.4.1 新規 地域住民

6 金田
か ね だ

　ゆかり R6.4.1 新規 保護者

7 成瀬
なるせ

　由紀子
ゆきこ

R6.4.1 新規 保護者

8 清水
し み ず

　麻子
あ さ こ

R6.4.1 新規 教職員

9 河野
か わ の

　康
こ う

R6.4.1 新規 教頭

10 山川
やまかわ

　勇
いさむ

R6.4.1 新規 校長

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（委嘱期間は原則２年間）

※新規の方を含め、任期は令和８年３月31日まで。

学校運営協議会委員名簿
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報告第 11 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児

童生徒等に係る教材費補助金交付要綱の一部改正を行ったため

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間

学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱の一部改正について

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児

童生徒等に係る教材費補助金交付要綱の一部改正について、海老名市教育委員会教育

長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第４条の規定によ

り報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級 

在学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱の一部改正について 

 
１ 趣旨 

市では、海老名市教材費支援事業において、小学校１年生・中学校１年生に対し、

教材費の公費負担を行っています。さらなる保護者負担軽減のため、全学年の児童

生徒の教材費無償化に取り組みます。 

海老名市立学校においては、現物支給を行いますが、私立学校等に通う児童生徒

につきましては、補助金で支援を行うため、所要の改正を行いましたので、報告し

ます。 

 

２ 改正内容 

・対象学年の拡大 

  対象を小学校１年生及び中学校１年生から全学年に拡大しました。 

  

≪児童生徒の一人当たりの上限額の設定≫ 

新                  旧 

小学校  小学校 

１年 10,000 円 １年 10,000 円 

２年 12,000 円   

３年 16,000 円 

４年 11,000 円 

５年 12,000 円 

６年 13,000 円 

 

中学校  中学校 

１年 19,000 円 １年 17,000 円 

２年 13,000 円   

３年 14,000 円 

 

 

３ 新旧対照表 

  別添のとおり 

 

４ 施行期日 

  令和６年４月１日 

令 和 ６ 年 ４ 月 1 9 日 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

就 学 支 援 課 就 学 支 援 係 
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   海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在

学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、小中学校で必要な教材を購入することにより生じる経済的負担

の軽減を図るため、私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間

学級に在学している児童生徒等の保護者に対して、予算の範囲内において補助金を

交付することについて、海老名市補助金等の交付に関する規則（昭和58年規則第12

号）に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 児童生徒等 学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）第４条に規定する

児童生徒等をいう。中学校夜間学級の場合は、相模原市立大野南中学校分校夜

間学級の生徒をいう。 

(２) 保護者 学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）第16条に 

規定する保護者をいう。中学校夜間学級の場合、相模原市立大野南中学校分校

夜間学級の生徒の保護者があるときは、当該保護者をいう。 

(３) 教材 次に掲げるものをいう。 

 ア 小中学校で使用するワークテスト、スキル、練習帳、問題集その他のワーク

類 

 イ 小中学校で使用すると認められる資料 

 ウ その他市長が認めた小中学校で使用するもの 

(４) 私立小中学校 法第２条第２項に規定する私立学校に該当する小中学校をい

う。 

(５) 公立小中学校 法第２条第２項に規定する公立学校に該当する小中学校をい

う。 
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(６) 特別支援学校 法第72条に規定する特別支援学校をいう。 

(７) 区域外小中学校 海老名市以外の公立小中学校をいう。 

(８) 中学校夜間学級 相模原市立大野南中学校分校夜間学級をいう。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象は、私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜

間学級に在学する児童生徒等に必要な教材の購入に係る事業とする。ただし、他の

補助制度の対象となる事業は除く。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、海老名市に住所を有し、私立小中

学校、特別支援学校又は区域外小中学校に在学している児童生徒等の保護者及び、

中学校夜間学級に在学している生徒（保護者があるときは、当該保護者）とする。

ただし、当該年度で就学援助を受けている者は除く。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該年度内に購入する

教材に係る費用で、それぞれ当該各号に定める額を上限とする。 

（１） 小学校１学年 10,000円 

(２) 小学校２学年 12,000円 

(３) 小学校３学年 16,000円 

(４) 小学校４学年 11,000円 

(５) 小学校５学年 12,000円 

(６) 小学校６学年 13,000円 

(７) 中学校１学年 19,000円 

(８) 中学校２学年 13,000円 

  (９) 中学校３学年 14,000円 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、海老名市

私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等
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に係る教材費補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付し、市長に

提出しなければならない。 

 (１) 領収書その他購入した教材の内容及び費用の確認できる書類 

 (２) 生徒手帳の写しその他児童生徒等の学校及び学年の確認できる書類 

 (３) 申請者の身分を証する書類 

２ 前項の申請は、補助金の額が第５条に規定する上限額に達するまで行うことがで

きる。 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、速やかに審査し、補

助金の交付・不交付を決定し、海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中

学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付・不交付決定通知

書（第２号様式）により、申請者に通知する。 

（事業の中止等） 

第８条 前条の規定による交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）

は、補助事業を変更又は中止しようとするときは、海老名市私立小中学校、特別支

援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金変

更・中止承認申請書（第３号様式）に必要な書類を添えて市長に申請し、市長の承

認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときはその内容を審査し、適当と認めた

ときは承認し、速やかに海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及

び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金変更・中止承認通知書（第４

号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第９条 補助事業者は、速やかに海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中

学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付請求書（第５号様

式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求書の提出を受けたときは、請求があった日から30
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日以内に、補助事業者に補助金を交付するものとする。 

 （決定の取消し等） 

第１０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若

しくは一部の返還を命ずることができる。 

 (１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (３) 補助金の交付決定の内容又は補助条件に違反したとき。 

 (４) 法令又はこの要綱に違反したとき。 

 （補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

≪平成27年４月１日・制定≫ 

 ≪平成29年４月１日・改正≫ 

≪令和３年４月１日・改正≫ 

≪令和５年４月１日・改正≫ 

≪令和５年７月１日・改正≫ 

≪令和６年４月１日・改正≫ 
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第１号様式（第６条関係） 

                              年  月  日 

 

 海老名市長 殿 

 

                申請者 住所   

                    ﾌﾘｶﾞﾅ 

                    氏名               

                    電話番号 

 

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級 

在学児童生徒等に係る教材費補助金交付申請書 

 

教材費補助金の交付を受けたいので、海老名市私立小中学校、特別支援学校、区

域外小中学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱第６

条の規定により、次のとおり申請します。 

 

１ 対象教材               

２ 交付申請額               円 

３ 累計申請額               円 

４ 対象児童生徒 

 (１) 氏名 

 (２) 学校 

 (３) 学年                年 

５ 関係文書 

 (１) 領収書その他購入した教材の内容及び費用の確認できる書類 

 (２) 生徒手帳その他児童生徒等の学校及び学年の確認できる書類 

(３) 当該児童生徒の保護者であることを証する書類 
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第２号様式（第７条関係） 

                        海就支収第   号  

                           年  月  日  

             様 

                   海老名市長         

 

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級 

在学児童生徒等に係る教材費補助金交付・不交付決定通知書 

 

年  月  日付で申請のありました教材費補助金の交付について、次の

とおり決定したので、海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中

学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱第７条の規定により通知し

ます。 

１ 交付・不交付の区分 

  □ 交付 

  □ 不交付（理由）                           

２ 対象教材 

３ 交付決定額              円 

４ 累計決定額              円 

５ 対象児童生徒 

 (１) 氏名 

 (２) 学校 

 (３) 学年               年 

６ 交付条件 

(１) 次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又

は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

ア 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。   

  イ 補助金を他の用途に使用したとき。  

  ウ 補助金の交付決定の内容又は補助条件に違反したとき。  

エ 法令又はこの要綱に違反したとき。 

(２) その他海老名市補助金等の交付に関する規則に定めるところに従うこと。 
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第３号様式（第８条関係） 

年  月  日  

 

 海老名市長 殿 

      

                申請者 住所 

                    ﾌﾘｶﾞﾅ 

                    氏名               

 

 

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級 

在学児童生徒等に係る教材費補助金（変更・中止）承認申請書 

 

 

  年  月  日付け海就支収第    号で交付決定を受けました教材費補助

金に係る事業について、次の理由により事業を（変更・中止）したいので、海老名市

私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に

係る教材費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、申請します。 

 

１ 既交付決定額               円 

２ 変更（中止）後の交付申請額        円 

３ 変更（中止）の理由 

 

 

４ 変更の内容  
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第４号様式（第８条関係） 

                        海就支収第   号  

                              年  月  日 

様 

 

                   海老名市長   

 

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級 

在学児童生徒等に係る教材費補助金（変更・中止）承認通知書 

 

    年  月  日付けで申請のありました    年教材費補助金の変更・

中止については、次のとおり承認することとしたので、海老名市私立小中学校、特別

支援学校、区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交

付要綱第８条第２項の規定により通知します。 

 

１ 既交付決定額               円 

２ 変更交付決定額              円 

３ 交付条件（変更の場合） 

(１) 次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取

り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることがで

きる。 

ア 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。   

  イ 補助金を他の用途に使用したとき。  

  ウ 補助金の交付決定の内容又は補助条件に違反したとき。  

エ 法令又はこの要綱に違反したとき。 

(２) その他海老名市補助金等の交付に関する規則に定めるところに従うこと。 
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第５号様式（第９条関係） 

                              年  月  日 

 海老名市長  殿 

                   住所 

                   ﾌﾘｶﾞﾅ 

                   氏名              印 ※ 

                   電話番号 

※自署の場合は押印の省略が可能です。 

海老名市私立小中学校、特別支援学校、区域外小中学校在学及び中学校夜間学級 

在学児童生徒等に係る教材費補助金交付請求書 

 

     年  月  日付け海就支収第   号で交付決定を受けました教材費補

助金について、補助金の交付を受けたいので、海老名市私立小中学校、特別支援学校、

区域外小中学校及び中学校夜間学級在学児童生徒等に係る教材費補助金交付要綱第９

条の規定により、次のとおり請求します。 

 

１ 交付決定額              円 

２ 請求額                円 

３ 累計請求額              円 

４ 振込先  

金融機関名 

（銀行・信金・農協・信組・金庫） 

（支店・支所・出張所） 

種  類 普通・当座 口座番号        

フリガナ  

口座名義人  

※ゆうちょ銀行を指定する場合は、振込専用の口座番号を記載してください。 
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海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
要
綱
 

 
新
旧
対
照
表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
）
 

新
（
改
正
後
）

 
旧
（
改
正
前
）

 
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在

学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
要
綱
 

  
（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
要
綱
は
、
小
中
学
校
 
 
 
で
必
要
な
教
材
を
購
入
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ

る
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中

学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
に
在
学
し
て
い
る
 
 
 
 
 
児
童
生
徒
等
の
保
護
者
に
対

し
て
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
補
助
金
を
交
付
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
海
老
名
市
補
助

金
等
の
交
付
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
58
年
規
則
第
12
号
）
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要

な
事
項
を
定
め
る
。
 

 
（
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
要
綱
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(１
) 

児
童
生
徒
等
 
学
校
教
育
法
施
行
令
（
昭
和
28
年
政
令
第
34
0号

）
第
４
条
に
規
定

す
る
児
童
生
徒
等
を
い
う
。
中
学
校
夜
間
学
級
の
場
合
は
、
相
模
原
市
立
大
野
南
中

学
校
分
校
夜
間
学
級
の
生
徒
を
い
う
。
 

(２
) 

保
護
者
 
学
校
教
育
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
26
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
1

6条
に
規
定
す
る
保
護
者
を
い
う
。
中
学
校
夜
間
学
級
の
場
合
、
相
模
原
市
立
大
野
南

中
学
校
分
校
夜
間
学
級
の
生
徒
の
保
護
者
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
保
護
者
を
い
う
。
 

(３
) 

教
材
 
次
に
掲
げ
る
も
の
を
い
う
。
 

 
ア
 
小
中
学
校
で
使
用
す
る
ワ
ー
ク
テ
ス
ト
、
ス
キ
ル
、
練
習
帳
、
問
題
集
そ
の
他
の

ワ
ー
ク
類
 

 
イ
 
小
中
学
校
で
使
用
す
る
と
認
め
ら
れ
る
資
料
 

 
ウ
 
そ
の
他
市
長
が
認
め
た
小
中
学
校
で
使
用
す
る
も
の
 

(４
) 

私
立
小
中
学
校
 
法
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
私
立
学
校
に
該
当
す
る
小
中
学

校
を
い
う
。
 

(５
) 

公
立
小
中
学
校
 
法
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
公
立
学
校
に
該
当
す
る
小
中
学

校
を
い
う
。
 

海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在

学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
要
綱
 

  
（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
要
綱
は
、
小
中
学
校
入
学
時
に
必
要
な
教
材
を
購
入
す
る
こ
と
に
よ
り
生
じ

る
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中

学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
に
在
学
し
て
い
る
第
１
学
年
の
児
童
生
徒
等
の
保
護
者
に
対

し
て
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
補
助
金
を
交
付
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
海
老
名
市
補
助

金
等
の
交
付
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
58
年
規
則
第
12
号
）
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要

な
事
項
を
定
め
る
。
 

 
（
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
要
綱
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(１
) 

児
童
生
徒
等
 
学
校
教
育
法
施
行
令
（
昭
和
28
年
政
令
第
34
0号

）
第
４
条
に
規
定

す
る
児
童
生
徒
等
を
い
う
。
中
学
校
夜
間
学
級
の
場
合
は
、
相
模
原
市
立
大
野
南
中

学
校
分
校
夜
間
学
級
の
生
徒
を
い
う
。
 

(２
) 

保
護
者
 
学
校
教
育
法
（
昭
和
22
年
法
律
第
26
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
1

6条
に
規
定
す
る
保
護
者
を
い
う
。
中
学
校
夜
間
学
級
の
場
合
、
相
模
原
市
立
大
野
南

中
学
校
分
校
夜
間
学
級
の
生
徒
の
保
護
者
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
保
護
者
を
い
う
。
 

(３
) 

教
材
 
次
に
掲
げ
る
も
の
を
い
う
。
 

 
ア
 
小
中
学
校
で
使
用
す
る
ワ
ー
ク
テ
ス
ト
、
ス
キ
ル
、
練
習
帳
、
問
題
集
そ
の
他
の

ワ
ー
ク
類
 

 
イ
 
小
中
学
校
で
使
用
す
る
と
認
め
ら
れ
る
資
料
 

 
ウ
 
そ
の
他
市
長
が
認
め
た
小
中
学
校
で
使
用
す
る
も
の
 

(４
) 

私
立
小
中
学
校
 
法
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
私
立
学
校
に
該
当
す
る
小
中
学

校
を
い
う
。
 

(５
) 

公
立
小
中
学
校
 
法
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
公
立
学
校
に
該
当
す
る
小
中
学

校
を
い
う
。
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(６
) 

特
別
支
援
学
校
 
法
第
72
条
に
規
定
す
る
特
別
支
援
学
校
を
い
う
。
 

(７
) 

区
域
外
小
中
学
校
 
海
老
名
市
以
外
の
公
立
小
中
学
校
を
い
う
。
 

(８
) 

中
学
校
夜
間
学
級
 
相
模
原
市
立
大
野
南
中
学
校
分
校
夜
間
学
級
を
い
う
。
 

 
（
補
助
対
象
事
業
）
 

第
３
条
 
補
助
の
対
象
は
、
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中

学
校
夜
間
学
級
に
在
学
す
る
 
 
 
 
 
児
童
生
徒
等
に
必
要
な
教
材
の
購
入
に
係
る
事

業
と
す
る
。
た
だ
し
、
他
の
補
助
制
度
の
対
象
と
な
る
事
業
は
除
く
。
 

（
補
助
対
象
者
）
 

第
４
条
 
補
助
金
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
は
、
海
老
名
市
に
住
所
を
有
し
、
私

立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
又
は
区
域
外
小
中
学
校
に
在
学
し
て
い
る
 
 
 
 
 
児

童
生
徒
等
の
保
護
者
及
び
、
中
学
校
夜
間
学
級
に
在
学
し
て
い
る
 
 
 
 
 
生
徒
（
保

護
者
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
保
護
者
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
当
該
年
度
で
就
学
援
助
を
受
け
て
い
る
者
は
除
く
。
 

 
（
補
助
金
の
額
）
 

第
５
条
 
補
助
金
の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
年
度
内
に
購

入
す
る
教
材
に
係
る
費
用
で
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
上
限
と
す
る
。
 

（
１
）
 小

学
校
１
学
年
 
10
,0
00
円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

(２
) 

小
学
校
２
学
年
 
12
,0
00
円
 

(３
) 

小
学
校
３
学
年
 
16
,0
00
円
 

(４
) 

小
学
校
４
学
年
 
11
,0
00
円
 

(５
) 

小
学
校
５
学
年
 
12
,0
00
円
 

(６
) 

小
学
校
６
学
年
 
13
,0
00
円
 

(７
) 

中
学
校
１
学
年
 
19
,0
00
円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

(８
) 

中
学
校
２
学
年
 
13
,0
00
円
 

  
 (
９
) 

中
学
校
３
学
年
 
14
,0
00
円
 

 
（
交
付
申
請
）
 

第
６
条
 
補
助
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
海

(６
) 

特
別
支
援
学
校
 
法
第
72
条
に
規
定
す
る
特
別
支
援
学
校
を
い
う
。
 

(７
) 

区
域
外
小
中
学
校
 
海
老
名
市
以
外
の
公
立
小
中
学
校
を
い
う
。
 

(８
) 

中
学
校
夜
間
学
級
 
相
模
原
市
立
大
野
南
中
学
校
分
校
夜
間
学
級
を
い
う
。
 

 
（
補
助
対
象
事
業
）
 

第
３
条
 
補
助
の
対
象
は
、
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中

学
校
夜
間
学
級
に
在
学
す
る
第
１
学
年
の
児
童
生
徒
等
に
必
要
な
教
材
の
購
入
に
係
る
事

業
と
す
る
。
た
だ
し
、
他
の
補
助
制
度
の
対
象
と
な
る
事
業
は
除
く
。
 

（
補
助
対
象
者
）
 

第
４
条
 
補
助
金
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
は
、
海
老
名
市
に
住
所
を
有
し
、
私

立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
又
は
区
域
外
小
中
学
校
に
在
学
し
て
い
る
第
１
学
年
の
児

童
生
徒
等
の
保
護
者
及
び
、
中
学
校
夜
間
学
級
に
在
学
し
て
い
る
第
１
学
年
の
生
徒
（
保

護
者
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
保
護
者
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
中
学
校
夜
間
学
級
の
生
徒

で
、
当
該
年
度
で
就
学
援
助
を
受
け
て
い
る
者
は
除
く
。
 

 
（
補
助
金
の
額
）
 

第
５
条
 
補
助
金
の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
 
 
 
 
 
と
す
る
。
 

(１
) 

小
学
校
１
年
生
 
当
該
年
度
内
に
購
入
す
る
教
材
に
係
る
費
用
で
、
１
人
あ
た
り

上
限
 10
,0
00
円
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２
) 

中
学
校
１
年
生
 
当
該
年
度
内
に
購
入
す
る
教
材
に
係
る
費
用
で
、
１
人
あ
た
り

上
限
 17
,0
00
円
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（
交
付
申
請
）
 

第
６
条
 
補
助
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
海

- 52 -



老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在

学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
申
請
書
（
第
１
号
様
式
）
に
次
に
掲
げ
る
書

類
を
添
付
し
、
市
長
 
 
 
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
(１

) 
領
収
書
そ
の
他
購
入
し
た
教
材
の
内
容
及
び
費
用
の
確
認
で
き
る
書
類
 

 
(２

) 
生
徒
手
帳
の
写
し
そ
の
他
児
童
生
徒
等
の
学
校
及
び
学
年
の
確
認
で
き
る
書
類
 

 
(３

) 
申
請
者
の
身
分
を
証
す
る
書
類
 

２
 
前
項
の
申
請
は
、
補
助
金
の
額
が
第
５
条
に
規
定
す
る
上
限
額
に
達
す
る
ま
で
行
う
こ

と
が
で
き
る
。
 

 
（
交
付
決
定
）
 

第
７
条
 
市
長
は
、
前
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
審
査

し
、
補
助
金
の
交
付
・
不
交
付
を
決
定
し
、
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学

校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金

交
付
・
不
交
付
決
定
通
知
書
（
第
２
号
様
式
）
に
よ
り
、
申
請
者
に
通
知
す
る
。
 

（
事
業
の
中
止
等
）
 

第
８
条
 
前
条
の
規
定
に
よ
る
交
付
決
定
を
受
け
た
申
請
者
（
以
下
「
補
助
事
業
者
」
と
い

う
。
）
は
、
補
助
事
業
を
変
更
又
は
中
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
海
老
名
市
私
立
小
中

学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に

係
る
教
材
費
補
助
金
変
更
・
中
止
承
認
申
請
書
（
第
３
号
様
式
）
に
必
要
な
書
類
を
添
え

て
市
長
に
申
請
し
、
市
長
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
市
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
そ
の
内
容
を
審
査
し
、
適
当
と

認
め
た
と
き
は
承
認
し
、
速
や
か
に
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域

外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
変
更
・
中

止
承
認
通
知
書
（
第
４
号
様
式
）
に
よ
り
補
助
事
業
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
交
付
請
求
）
 

第
９
条
 
補
助
事
業
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
は
、
速
や
か
に
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学

校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
請
求
書
（
第
５

号
様
式
）
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
市
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
書
の
提
出
を
受
け
た
と
き
は
、
請
求
が
あ
っ
た
日

か
ら
30
日
以
内
に
、
補
助
事
業
者
に
補
助
金
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
決
定
の
取
消
し
等
）
 

老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在

学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
申
請
書
（
第
１
号
様
式
）
に
次
に
掲
げ
る
書

類
を
添
付
し
、
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
(１

) 
領
収
書
そ
の
他
購
入
し
た
教
材
の
内
容
及
び
費
用
の
確
認
で
き
る
書
類
 

 
(２

) 
生
徒
手
帳
の
写
し
そ
の
他
児
童
生
徒
等
の
学
校
及
び
学
年
の
確
認
で
き
る
書
類
 

 
(３

) 
申
請
者
の
身
分
を
証
す
る
書
類
 

２
 
前
項
の
申
請
は
、
補
助
金
の
額
が
第
５
条
に
規
定
す
る
上
限
額
に
達
す
る
ま
で
行
う
こ

と
が
で
き
る
。
 

 
（
交
付
決
定
）
 

第
７
条
 
市
長
は
、
前
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
審
査

し
、
補
助
金
の
交
付
・
不
交
付
を
決
定
し
、
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学

校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金

交
付
・
不
交
付
決
定
通
知
書
（
第
２
号
様
式
）
に
よ
り
、
申
請
者
に
通
知
す
る
。
 

（
事
業
の
中
止
等
）
 

第
８
条
 
補
助
事
業
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
は
、
補
助
事
業
を
変
更
又
は
中
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
海
老
名
市
私
立
小
中

学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に

係
る
教
材
費
補
助
金
変
更
・
中
止
承
認
申
請
書
（
第
３
号
様
式
）
に
必
要
な
書
類
を
添
え

て
市
長
に
申
請
し
、
市
長
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
２
 
市
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
そ
の
内
容
を
審
査
し
、
適
当
と

認
め
た
と
き
は
承
認
し
、
速
や
か
に
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域

外
小
中
学
校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
変
更
・
中

止
承
認
通
知
書
（
第
４
号
様
式
）
に
よ
り
補
助
事
業
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。
 

（
交
付
請
求
）
 

第
９
条
 
第
６
条
の
規
定
に
よ
る
交
付
決
定
を
受
け
た
申
請
者
（
以
下
「
補
助
事
業
者
」
と

い
う
。
）
は
、
速
や
か
に
海
老
名
市
私
立
小
中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
、
区
域
外
小
中
学

校
及
び
中
学
校
夜
間
学
級
在
学
児
童
生
徒
等
に
係
る
教
材
費
補
助
金
交
付
請
求
書
（
第
５

号
様
式
）
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
市
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
書
の
提
出
を
受
け
た
と
き
は
、
請
求
が
あ
っ
た
日

か
ら
30
日
以
内
に
、
補
助
事
業
者
に
補
助
金
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
（
決
定
の
取
消
し
等
）
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第
１
０
条
 
市
長
は
、
補
助
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
認
め
た
と
き

は
、
補
助
金
の
交
付
決
定
の
全
部
若
し
く
は
一
部
を
取
り
消
し
、
又
は
既
に
交
付
し
た
補

助
金
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
返
還
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
(１

) 
偽
り
そ
の
他
不
正
な
手
段
に
よ
り
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
と
き
。
 

 
(２

) 
補
助
金
を
他
の
用
途
に
使
用
し
た
と
き
。
 

 
(３

) 
補
助
金
の
交
付
決
定
の
内
容
又
は
補
助
条
件
に
違
反
し
た
と
き
。
 

 
(４

) 
法
令
又
は
こ
の
要
綱
に
違
反
し
た
と
き
。
 

 
（
補
則
）
 

第
１
１
条
 
こ
の
要
綱
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要
な
事
項
は
、
市
長
 
 
 
が
別
に
定

め
る
。
 

  
 
 
附
 
則
 

 
こ
の
要
綱
は
、
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

≪
平
成
27
年
４
月
１
日
・
制
定
≫
 

 
≪
平
成
29
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
５
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
５
年
７
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
６
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

        

    

第
１
０
条
 
市
長
は
、
補
助
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
認
め
た
と
き

は
、
補
助
金
の
交
付
決
定
の
全
部
若
し
く
は
一
部
を
取
り
消
し
、
又
は
既
に
交
付
し
た
補

助
金
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
返
還
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
(１

) 
偽
り
そ
の
他
不
正
な
手
段
に
よ
り
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
と
き
。
 

 
(２

) 
補
助
金
を
他
の
用
途
に
使
用
し
た
と
き
。
 

 
(３

) 
補
助
金
の
交
付
決
定
の
内
容
又
は
補
助
条
件
に
違
反
し
た
と
き
。
 

 
(４

) 
法
令
又
は
こ
の
要
綱
に
違
反
し
た
と
き
。
 

 
（
補
則
）
 

第
１
１
条
 
こ
の
要
綱
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要
な
事
項
は
、
教
育
委
員
会
が
別
に
定

め
る
。
 

  
 
 
附
 
則
 

 
こ
の
要
綱
は
、
令
和
５
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

≪
平
成
27
年
４
月
１
日
・
制
定
≫
 

 
≪
平
成
29
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
５
年
４
月
１
日
・
改
正
≫
 

≪
令
和
５
年
７
月
１
日
・
改
正
≫
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報告第 12 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市スクールライフサポート実施要綱の一部改正を行ったため

海老名市スクールライフサポート実施要綱の一部改正について

海老名市スクールライフサポート実施要綱の一部改正について、海老名市教育委員

会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第４条の規

定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市スクールライフサポート実施要綱の一部改正について 

 
１ 趣旨 

令和６年度の国の要保護児童生徒援助費補助金の予算単価変更、海老名市教材費

支援事業の対象学年拡大及び市立中学校の完全給食開始に伴い、海老名市スクール

ライフサポート実施要綱（別表及び様式）の所要の改正を行うもの 

 

２ 改正内容 

（１）新入学児童生徒学用品費の改正（別表） 

令和６年度の国の要保護児童生徒援助費補助金の予算単価変更に伴い、下記のと

おり新入学児童生徒学用品費を改正する。 

新入学児童生徒学用品費（小学校）「54,060 円」→「57,060 円」 

 

（２）学用品費の改正（別表） 

令和６年度の教材費支援事業において、これまで小１・中１に対して行っていた

ものを全学年に拡大することに伴い、下表のとおり学用品費を改正しました。 

（※）学用品費…各教科の学習に必要とされる教材や文具等の購入費 

（３）中学校給食開始に伴う文言の整理（様式） 

「海老名市スクールライフサポート申請書」における援助費の直接払いに関する

誓約文のうち、「中学校のミルク給食」「給食弁当の料金」の文言を削除しました。 

 

３ 新旧対照表 

別添のとおり 

 

４ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

５ スケジュール 

令和６年４月 要綱施行 

教育委員会定例会（報告議案） 

学年 
学用品費 算出根拠 

令和 5年度 令和 6 年度 学用品費 ― 教材費支援額 

小１ 1,630 円 1,630 円 11,630 円 ― 10,000 円 ＝ 1,630 円 

小２ 11,630 円 0 円 11,630 円 ― 12,000 円 ＝ 0 円 

小３ 11,630 円 0 円 11,630 円 ― 16,000 円 ＝ 0 円 

小４ 11,630 円 630 円 11,630 円 ― 11,000 円 ＝ 630 円 

小５ 11,630 円 0 円 11,630 円 ― 12,000 円 ＝ 0 円 

小６ 11,630 円 0 円 11,630 円 ― 13,000 円 ＝ 0 円 

中１ 5,730 円 3,730 円 22,730 円 ― 19,000 円 ＝ 3,730 円 

中２ 22,730 円 9,730 円 22,730 円 ― 13,000 円 ＝ 9,730 円 

中３ 22,730 円 8,730 円 22,730 円 ― 14,000 円 ＝ 8,730 円 

令 和 ６ 年 ４ 月 1 9 日 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

就学支援課就学支援係 
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海老名市スクールライフサポート実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号。以下「法」という。）第 19 条の

規定に基づき、経済的理由によって就学することが困難と認められる児童、生徒及び就学

予定者の保護者に対し、スクールライフサポートとして就学に必要な援助費（以下「援助

費」という。）を支給することについて必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 市立小中学校児童生徒 海老名市立の小学校・中学校に在学している児童生徒（学

校教育法施行令（昭和 28 年政令第 340 号。以下「施行令」という。）第９条第１項に規定

する区域外就学を海老名市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が許可した者を含む。）

をいう。 

（２） 国公私立小中学校児童生徒 海老名市に住所を有する者で、国立の小学校・中学校、

義務教育学校、中等教育学校（前期課程に限る。）及び私立の小学校・中学校に在学する児

童生徒をいう。ただし、法第 72 条に規定する特別支援学校に在学する児童生徒を除く。 

（３） 就学予定者 施行令第５条第 1 項の規定により、翌学年の初めから海老名市立小学

校に就学する予定の児童をいう。 

（４） 保護者 法第 16 条に規定する保護者をいう。 

（対象者） 

第３条 この要綱による援助費の支給の対象者（以下「対象者」という。）は、市立小中学校

児童生徒、国公私立小中学校児童生徒及び就学予定者の保護者で、次の各号のいずれかに

該当する者とする。 

（１） 申請する年度において、次のいずれかに該当する者。ただし、申請時において、

次の事由の当該年度の決定がなされていない場合には、前年度の各事由の決定をもって

該当する者とする。 

  ア 生活保護法第 26 条に基づき保護の停止又は廃止となった者（世帯員の増加による
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保護の停止又は廃止を除く。） 

イ 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 295 条第１項に基づき市町村民税非課税の

者 

ウ 地方税法第 323 条に基づき市町村民税が減免されている者 

エ 国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）第 89 条及び第 90 条に基づき国民年金の保

険料が減免されている者 

オ 国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 77 条に基づき国民健康保険料が減

免又は徴収猶予となっている者又は地方税法第 717 条の規定により国民健康保険税

が減免されている者若しくは地方税法第 15 条第１項の規定により国民健康保険税

にかかる徴収猶予を受けている者 

カ 児童扶養手当法（昭和 36 年法律第 238 号）第４条に基づき児童扶養手当の支給を

受けている者 

キ  日雇労働被保険者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録日雇労働者 

（２） 申請する年度の前年における世帯の所得が、申請する年度の４月１日における海

老名市の生活保護法による保護の基準に基づき算定した年間の最低生活費の１．４倍

以下の者 

（３） 前号の規定にかかわらず、教育委員会は、世帯の所得が著しく減少したことによ

り、申請する年度の前年所得金額を用いて適否を決定することが適切でないと認めら

れるときは、当該世帯の申請時点における所得状況により適否を決定する。 

（援助の費目及び援助額） 

第４条 援助の費目及び援助額は別表のとおりとする。 

２ 援助の費目のうち学用品費、通学用品費及び新入学児童生徒学用品費等については、年

度当初に第６条第１項の規定により支給の認定を受けた者（以下「認定者」という。）のみ

を支給対象とする。 

３ 前項の規定に関わらず、就学予定者については教育委員会の指定する期日までに支給の

認定を受けたものを支給対象とする。 

４ 援助の費目のうち通学費については、施行令第８条に規定する指定学校変更及び区域外
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就学を教育委員会が認めた者には支給しない。ただし、教育委員会が特に必要と認めた場

合には支給することができる。 

（申請） 

第５条  援助費の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、海老名市スクール

ライフサポート申請書（第１号様式）（以下「申請書」という。）に必要な書類を添えて所

属学校長（以下「校長」という。）を経由して教育委員会に申請しなければならない。 

２ 申請者は、前項の規定に関わらず、国公私立児童生徒及び就学予定者に係る援助費の支

給を受けようとするときは、教育委員会に直接申請しなければならない。 

３ 申請者は、教育委員会が指定する日までに第５条第１項の規定による申請をしなければ

ならない。ただし、教育委員会が特に必要と認めた場合は、この限りではない。 

（支給認定） 

第６条  教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは支給認定の可否を決定する。 

２  前項の規定により支給の認定をしたときは、海老名市スクールライフサポート認定通知

書（第 2 号様式）により校長を経由して認定者に通知するものとする。 

この場合において、国公私立児童生徒及び就学予定者に係る援助費の支給を認定したと

きは、認定者に直接通知するものとする。 

３ 前項の規定により支給の認定をした者のうち、第３条第１項第２号に規定した事由に基

づき認定し、かつ、当該年度の市民税課税確定前に認定をした者は、市民税課税確定後に

再審査を行い、再度支給認定の可否を決定する。 

（支給の手続） 

第７条 教育委員会は、認定者の指定する口座への振込又は校長を経由した認定者への金銭

給付によって援助費を支給する。 

２ 教育委員会は、支給内容を認定者及び校長に対し通知する。 

３ 認定者は、校長を経由した金銭給付を希望する場合は、あらかじめ校長に対する委任状

を教育委員会に提出しなければならない。 

４ 金銭給付の場合は、校長は領収書を作成し、認定者の受領を証明しなければならない。 
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（援助費の再支給） 

第８条 援助費の再支給は行わない。ただし、災害等やむを得ない理由があると教育委員会

が認める場合は、必要の範囲内で再支給することができる。 

（変更の届出等） 

第９条 認定者は、第５条第１項の規定により申請した内容に変更が生じた場合には、速や

かにその旨を校長を経由して教育委員会に届け出なければならない。この場合において、

就学予定者に係る新入学用品費等の支給を受けた者は、教育委員会に直接届け出なければ

ならない。 

２ 教育委員会は、前項の規定による届出を受けたときは、スクールライフサポートの継続

について再審査の要否を判断するものとする。この場合において、再審査が必要と判断し

たときは、認定者に再審査に必要な書類の提出を求めることができる。 

（取消し及び返還） 

第 10 条 教育委員会は、認定者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該支給認定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 申請内容に虚偽又は不正があったとき。 

（２） 援助費を本来の目的以外に使用したとき。 

（３） 第２条第１項第２号の規定で認定をした者が、同号の規定に該当しなくなったと

き。 

２ 市長は、前項の規定により援助費の支給認定の全部又は一部を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し、既に援助費が支給されているときは、その返還を命ずるこ

とができる。 

（補則） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、援助費の支給に関し必要な事項は、教育委員会が別

に定める。 

 

   附  則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 
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≪平成29年４月１日・制定≫ 

≪平成30年１月１日・一部改正≫ 

≪平成31年１月１日・一部改正≫ 

≪平成31年２月１日・一部改正≫ 

≪令和元年10月１日・一部改正 平成31年４月１日・適用≫ 

≪令和３年４月１日・一部改正≫ 

≪令和３年７月１日・一部改正≫ 

≪令和４年１月１日・一部改正≫ 

≪令和４年４月１日・一部改正≫ 

≪令和４年 11 月１日・一部改正≫ 

≪令和５年４月１日・一部改正≫ 

≪令和５年８月１日・一部改正 令和５年４月１日・適用≫ 

≪令和６年４月１日・一部改正≫ 
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別表 

援助費目及び援助額 

備考 

別表中の用語については、次のとおりとする。 

※１ 通常必要とする学用品（児童生徒の所持に係る物品で、各教科及び特別活動の学習に

必要とされる学用品）の購入費とする。 

※２ 認定者のうち、区域外就学を教育委員会が認めた者については、当該金額に小学校１

年生は10,000円、小学校２年生・３年生・５年生・６年生は11,630円、小学校４年生は

11,000円、中学校１年生は19,000円、中学校２年生は13,000円、中学校３年生は14,000

円を加えた額とする。 

※３ 通常必要とする通学用品（通学用靴、雨靴、雨がさ、上履、帽子等）の購入費とする。 

※４ 新入学児童生徒が通常必要とする学用品及び通学用品（ランドセル、カバン、通学用

服、通学用靴、雨靴、雨がさ、上履、帽子等）の購入費とする。 

※５ 就学予定者は、新入学児童生徒学用品費等のみを支給対象とする。 

※６ 前年度において、新入学児童生徒学用品費等の支給を受けている場合には支給しない。 

※７ 当該年度の１月時点における認定者に対し支給する。 

※８ 校外活動費（宿泊なし）、校外活動費（宿泊あり）、上記金額を上限額とし、修学旅行

費及び修学旅行積立費については、その合算額として 60,910 円を上限とする。 

※９ 修学旅行費は、他の扶助費や補助金等により、当該費用が既に支給されている場合は、

費目 
援助額 

小学校 中学校 

学用品費 
※１ 

１年生※２ 1,630 円 １年生※２ 3,730 円 

２年生※２ － ２年生※２ 9,730 円 

３年生※２ － ３年生※２ 8,730 円 

４年生※２ 630 円   

５年生※２ －   

  ６年生※２ －   

通学用品費※３ ２年～６年 2,270 円 ２年・３年 2,270 円 

新入学児童生徒学用品費等 
※４ 

就学予定者※５ 
57,060 円 

１年生※６ 64,800 円 １年生※６ 

６年生※７ 64,800 円 

校外活動費（宿泊なし）※８ 1,600 円 2,310 円 

校外活動費（宿泊あり）※８ 3,690 円 6,210 円 

修学旅行費※８・９ 22,690 円 60,910 円 

修学旅行積立費※８・９ － 60,910 円 

通学費 実費額（上限 40,020 円） 実費額（上限 80,880 円） 

学校給食費※10 実費額 実費額 

オンライン学習通信費※11 11,880 円(月額 990 円) 11,880 円(月額 990 円) 
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その支給額分を除く。 

※10 市立小中学校の当該年度の年額を上限額とする。また、国公私立小中学校の学校給食費

は、学校が全児童生徒に対して一律に提供する学校給食で、保護者から一定の費用を徴

収するものを対象とする。 

※11 オンライン学習通信費は、上記金額を上限額とし、海老名市教育用Wi-Fiルーターの貸

出しを受けている児童生徒の保護者に対して、ルーター１台につき、月額に通信契約月

を乗じた額を支給する。
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校

 
中
学
校

 

学
用
品
費

 
※
１

 

１
年
生

※
２

 
1,6

30
円

 
１
年
生

※
２

 
3,7

30
円

 
２
年
生

※
２

 
－

 
２
年
生

※
２

 
9,7

30
円

 
３
年
生

※
２

 
－

 
３
年
生

※
２

 
8,7

30
円

 
４
年
生

※
２

 
63

0円
 

 
 

５
年
生

※
２

 
－

 
 

 
 
 
６
年
生

※
２

 
－

 
 

 
通
学
用
品
費

※
３

 
２
年
～
６
年

 
2,2

70
円

 
２
年
・
３
年

 
2,2

70
円

 

新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等

 
※
４

 

就
学
予
定
者

※
５

 
57

,06
0円

 
１
年
生

※
６

 
64

,80
0円

 
１
年
生

※
６

 
６
年
生

※
７

 
64

,80
0円

 
校
外
活
動
費
（
宿
泊
な
し
）

※
８

 
1,6

00
円

 
2,3

10
円

 
校
外
活
動
費
（
宿
泊
あ
り
）

※
８

 
3,6

90
円

 
6,2

10
円

 
修
学
旅
行
費

※
８

 
22

,69
0円

 
60

,91
0円

 
修
学
旅
行
積
立
費

※
８

 
－

 
60

,91
0円

 
通
学
費

 
実
費
額

 
実
費
額

 
学
校
給
食
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
実
費
額

 
実
費
額

 

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
通
信
費

※
10
 

11
,88

0円
（
月
額

99
0円

）
 

11
,88

0円
（
月
額

99
0円

）
 

備
考

 
別
表
中
の
用
語
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

 
※
１

 通
常
必
要
と
す
る
学
用
品
（
児
童
生
徒
の
所
持
に
係
る
物
品
で
、
各
教
科
及
び
特
別
活
動
の
学
習
に
必

要
と
さ
れ
る
学
用
品
）
の
購
入
費
と
す
る
。

 
※
２

 認
定
者
の
う
ち
、
区
域
外
就
学
を
教
育
委
員
会
が
認
め
た
者
に
つ
い
て
は
、
当
該
金
額
に
小
学
校
１
年

生
は

10
,00

0円
、
小
学
校
２
年
生
・
３
年
生
・
５
年
生
・
６
年
生
は

11
,63

0円
、
小
学
校
４
年
生
は

11
,00

0円
、
中
学
校
１
年
生
は

19
,00

0円
、
中
学
校
２
年
生
は

13
,00

0円
、
中
学
校
３
年
生
は

14
,00

0
円
を
加
え
た
額
と
す
る
。

 
※
３

 通
常
必
要
と
す
る
通
学
用
品

(通
学
用
靴
、
雨
靴
、
雨
が
さ
、
上
履
、
帽
子
等

)の
購
入
費
と
す
る
。

 
※
４

 新
入
学
児
童
生
徒
が
通
常
必
要
と
す
る
学
用
品
及
び
通
学
用
品
（
ラ
ン
ド
セ
ル
、
カ
バ
ン
、
通
学
用

服
、
通
学
用
靴
、
雨
靴
、
雨
が
さ
、
上
履
、
帽
子
等
）
の
購
入
費
と
す
る
。

 
※
５

 就
学
予
定
者
は
、
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
の
み
を
支
給
対
象
と
す
る
。

 
※
６

 前
年
度
に
お
い
て
、
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
の
支
給
を
受
け
て
い
る
場
合
に
は
支
給
し
な
い
。

 
※
７

 当
該
年
度
の
１
月
時
点
に
お
け
る
認
定
者
に
対
し
支
給
す
る
。

 
※
８

 校
外
活
動
費
（
宿
泊
な
し
）
、
校
外
活
動
費
（
宿
泊
あ
り
）
は
、
上
記
金
額
を
上
限
額
と
し
、
修
学
旅

行
費
及
び
修
学
旅
行
積
立
費
に
つ
い
て
は
、
そ
の
合
算
額
と
し
て

60
,91

0円
を
上
限
と
す
る
。

 

別
表

 
援
助
費
目
及
び
援
助
額

 

費
目

 
援
助
額

 
小
学
校

 
中
学
校

 

学
用
品
費

 
※
１

 

１
年
生

※
２

 
1,6

30
円

 
１
年
生

※
２

 
5,7

30
円

 
 
 
 
 

 
 

 
２
年
・
３
年

 
22

,73
0円

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
２
年
～
６
年
 

 
11

,63
0円

 
 

 
通
学
用
品
費

※
３

 
２
年
～
６
年

 
2,2

70
円

 
２
年
・
３
年

 
2,2

70
円

 

新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等

 
※
４

 

就
学
予
定
者

※
５

 
54

,06
0円

 
１
年
生

※
６

 
64

,80
0円

 
１
年
生

※
６

 
６
年
生

※
７

 
64

,80
0円

 
校
外
活
動
費
（
宿
泊
な
し
）

※
８

 
1,6

00
円

 
2,3

10
円

 
校
外
活
動
費
（
宿
泊
あ
り
）

※
８

 
3,6

90
円

 
6,2

10
円

 
修
学
旅
行
費

※
８

 
22

,69
0円

 
60

,91
0円

 
修
学
旅
行
積
立
費

※
８

 
－

 
60

,91
0円

 
通
学
費

 
実
費
額

 
実
費
額

 
学
校
給
食
費

 
※
中
学
校
給
食
弁
当
代
含
む

 
実
費
額

 
実
費
額

 
オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
通
信
費

※
10
 

11
,88

0円
（
月
額

99
0円

）
 

11
,88

0円
（
月
額

99
0円

）
 

備
考

 
別
表
中
の
用
語
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

 
※
１

 通
常
必
要
と
す
る
学
用
品
（
児
童
生
徒
の
所
持
に
係
る
物
品
で
、
各
教
科
及
び
特
別
活
動
の
学
習
に
必

要
と
さ
れ
る
学
用
品
）
の
購
入
費
と
す
る
。

 
※
２

 認
定
者
の
う
ち
、
区
域
外
就
学
を
教
育
委
員
会
が
認
め
た
者
に
つ
い
て
は
、
当
該
金
額
に
小
学
校
１
年

生
は

10
,00

0円
、
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
中
学
校
１
年
生
は

17
,00

0円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
加
え
た
額
と
す
る
。

 
※
３

 通
常
必
要
と
す
る
通
学
用
品

(通
学
用
靴
、
雨
靴
、
雨
が
さ
、
上
履
、
帽
子
等

)の
購
入
費
と
す
る
。

 
※
４

 新
入
学
児
童
生
徒
が
通
常
必
要
と
す
る
学
用
品
及
び
通
学
用
品
（
ラ
ン
ド
セ
ル
、
カ
バ
ン
、
通
学
用

服
、
通
学
用
靴
、
雨
靴
、
雨
が
さ
、
上
履
、
帽
子
等
）
の
購
入
費
と
す
る
。

 
※
５

 就
学
予
定
者
は
、
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
の
み
を
支
給
対
象
と
す
る
。

 
※
６

 前
年
度
に
お
い
て
、
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
の
支
給
を
受
け
て
い
る
場
合
に
は
支
給
し
な
い
。

 
※
７

 当
該
年
度
の
１
月
時
点
に
お
け
る
認
定
者
に
対
し
支
給
す
る
。

 
※
８

 校
外
活
動
費
（
宿
泊
な
し
）
、
校
外
活
動
費
（
宿
泊
あ
り
）
は
、
上
記
金
額
を
上
限
額
と
し
、
修
学
旅

行
費
及
び
修
学
旅
行
積
立
費
に
つ
い
て
は
、
そ
の
合
算
額
と
し
て

60
,91

0円
を
上
限
と
す
る
。

 

- 73 -



※
９

 修
学
旅
行
費
は
、
他
の
扶
助
費
や
補
助
金
等
に
よ
り
、
当
該
費
用
が
既
に
支
給
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

そ
の
支
給
額
分
を
除
く
。

 
※

10
 オ

ン
ラ

イ
ン

学
習

通
信

費
は

、
上

記
金

額
を

上
限

額
と

し
、
海

老
名

市
教

育
用

W
i-

F
iル

ー
タ

ー
の

貸
出

し

を
受

け
て

い
る

児
童

生
徒

の
保

護
者

に
対

し
て

、
ル

ー
タ

ー
１
台

に
つ

き
、

月
額

に
通

信
契

約
月

を
乗

じ
た

額
を

支
給

す
る

。
 

                             

※
９

 修
学
旅
行
費
は
、
他
の
扶
助
費
や
補
助
金
等
に
よ
り
、
当
該
費
用
が
既
に
支
給
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

そ
の
支
給
額
分
を
除
く
。

 
※

10
 オ

ン
ラ

イ
ン

学
習

通
信

費
は

、
上

記
金

額
を

上
限

額
と

し
、
海

老
名

市
教

育
用

W
i-

F
i
ル

ー
タ

ー
の

貸
出

し

を
受

け
て

い
る

児
童

生
徒

の
保

護
者

に
対

し
て

、
ル

ー
タ

ー
１
台

に
つ

き
、

月
額

に
通

信
契

約
月

を
乗

じ
た

額
を

支
給

す
る

。
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式
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様
式
 
以
下
略
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様
式
 
以
下
略

 
様
式
 
以
下
略
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報告第 13 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市立小中学校教職員等の学校給食費に関する要綱の一部改正を行ったため

海老名市立小中学校教職員等の学校給食費に関する要綱の一部改正につ

いて

海老名市立小中学校教職員等の学校給食費に関する要綱の一部改正について、海老

名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２

号）第４条の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市立小中学校教職員等の学校給食費に関する要綱の一部改正について 

 

１ 趣旨 

  次のとおり海老名市立小中学校教職員等の学校給食費に関する要綱の一部改正を行った

ため、報告する。 

(１) 近年の食材費及び光熱水費高騰に伴う小学校教職員の学校給食費の増額と、中学校

の完全給食開始に伴い中学校教職員の学校給食費を変更するため、所要の改正を行った。 

(２) 保護者等が中学校給食の試食を行う際の給食費を定めるため、所要の改正を行った。 

 

２ 改正概要 

(１) 小学校は年額 54,500 円から年額 58,400 円とした。 

中学校は年額 5,400 円（牛乳代）から年額 68,200 円とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 小学校給食の試食代を１食あたり320円とし、中学校給食の試食代を380円とした。 

小学校給食の試食代は食材費に光熱水費を加算して１食 320 円と規定し、中学校給

食の試食代についても同様に食材費、光熱水費の一部を加算して１食 380 円とした。 

【試食代について】 

小学校 58,400 円÷185 食＝315.7 円、中学校 68,200 円÷180 食＝378.9 円 

 

３ 新旧対照表 

   別添「新旧対象表」のとおり 

 

４ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

 

令 和 ６ 年 ４ 月 1 9 日 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

就学支援課健康給食係 

保護者負担額
物価高騰分

※保護者には公費で負担

54,500円 49,500円 0円 5,000円

58,400円 49,500円 3,700円 5,200円

保護者負担額
物価高騰分

※保護者には公費で負担

5,400円 5,200円 0円 200円

68,200円 59,400円 3,600円 5,200円改正後

中学校 年額

内訳

食材費
提供にかかる費用

（光熱水費）

改正前

改正前

改正後

年額
食材費

内訳

提供にかかる費用
（光熱水費）

○教職員等の学校給食費（内訳）

小学校
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海
老
名
市
立
小
中
学
校
教
職
員
等
の
学
校
給
食
費
に
関
す
る
要
綱
 
新
旧
対
照
表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
）
 
 

新
 

旧
 

海
老
名
市
立
小
中
学
校
教
職
員
等
の
学
校
給
食
費
に
関
す
る
要
綱
 

 

（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
要
綱
は
、
市
が
実
施
す
る
学
校
給
食
に
伴
い
食
育
指
導
等
に
よ
り
学
校
給
食
の
提
供
 

を
受
け
る
海
老
名
市
立
学
校
の
教
職
員
及
び
学
校
給
食
の
調
理
等
に
従
事
す
る
者
（
以
下
「
教
職
員

等
」
と
い
う
。
）
か
ら
、
学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
を
徴
収
す
る
こ
と
に
関
し
必
要
な
事
項
 
 

を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
の
徴
収
）
 

第
２
条
 
市
長
は
、
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
教
職
員
等
 
 
 
 
 
 
か
ら
学
校
給
食
の
提
供
に
係
る
費
用
を
勘
案
し
、
 

学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
と
し
て
、
小
学
校
 
は
年
額

58
,4
00

円
、
 
中
学
校
 
は
 

年
額

68
,2
00

円
を
徴
収
す
る
。
 

２
 
前
項
に
規
定
す
る
教
職
員
等
か
ら
徴
収
す
る
額
に
つ
い
て
は
、
代
表
者
を
定
め
て
徴
収
す
る
こ
 

と
が
で
き
る
。
 

３
 
前
２
項
に
規
定
す
る
額
の
徴
収
に
つ
い
て
は
、
海
老
名
市
学
校
給
食
費
に
関
す
る
条
例
施
行
規
 
 
 
 

則
（
平
成
23
年
規
則
第
26
号
）
第
２
条
か
ら
第
10
条
ま
で
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
 

い
て
「
納
入
義
務
者
」
及
び
「
児
童
又
は
生
徒
」
を
「
教
職
員
等
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

（
学
校
給
食
の
試
食
）
 

第
３
条
 
市
長
は
、
保
護
者
及
び
学
校
給
食
の
普
及
充
実
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
個
人
又
は
団
 
 
 
 
 
 
 
 
 

体
か
ら
学
校
給
食
の
試
食
の
申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
申
出
を
し
た
者
に
対
し
、
学
校
給
食
 

の
試
食
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
市
長
は
、
学
校
給
食
の
試
食
を
受
け
た
者
か
ら
学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
と
し
て
１
食
当
た
 

海
老
名
市
立
小
中
学
校
教
職
員
等
の
学
校
給
食
費
に
関
す
る
要
綱
 

 

（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
要
綱
は
、
市
が
実
施
す
る
学
校
給
食
に
伴
い
食
育
指
導
等
に
よ
り
学
校
給
食
の
提
供
 

を
受
け
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
教
職
員

等
 
 
 
 
 
 
か
ら
、
学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
を
徴
収
す
る
こ
と
に
関
し
必
要
な
事
項
 
 

を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
の
徴
収
）
 

第
２
条
 
市
長
は
、
学
校
給
食
を
受
け
る
海
老
名
市
立
学
校
の
教
職
員
及
び
学
校
給
食
の
調
理
等
に
 

従
事
す
る
者
（
以
下
「
教
職
員
等
」
と
い
う
。
）
か
ら
学
校
給
食
の
提
供
に
係
る
費
用
を
勘
案
し
、
 

学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
と
し
て
、
完
全
給
食
は
年
額

54
,5
00

円
、
ミ
ル
ク
給
食
は
 

 
 
 
5,
40
0
円
を
徴
収
す
る
。
 

２
 
前
項
に
規
定
す
る
教
職
員
等
か
ら
徴
収
す
る
額
に
つ
い
て
は
、
代
表
者
を
定
め
て
徴
収
す
る
こ
 

と
が
で
き
る
。
 

３
 
前
２
項
に
規
定
す
る
額
の
徴
収
に
つ
い
て
は
、
海
老
名
市
学
校
給
食
費
に
関
す
る
条
例
施
行
規
 
 
 
 

則
（
平
成
23
年
規
則
第
26
号
）
第
２
条
か
ら
第
10
条
ま
で
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
 

い
て
「
納
入
義
務
者
」
及
び
「
児
童
又
は
生
徒
」
を
「
教
職
員
等
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

（
学
校
給
食
の
試
食
）
 

第
３
条
 
市
長
は
、
保
護
者
及
び
学
校
給
食
の
普
及
充
実
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
個
人
又
は
団
 
 
 
 
 
 
 
 
 

体
か
ら
学
校
給
食
の
試
食
の
申
出
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
申
出
を
し
た
者
に
対
し
、
学
校
給
食
 

の
試
食
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
市
長
は
、
学
校
給
食
の
試
食
を
受
け
た
者
か
ら
学
校
給
食
費
に
相
当
す
る
額
と
し
て
１
食
当
た
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り
小
学
校
は
32
0円

、
中
学
校
は
38
0円

を
徴
収
す
る
。
た
だ
し
、
市
長
が
特
に
必
要
と
認
め
た
と
き

は
、
徴
収
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 
前
項
に
掲
げ
る
額
は
、
そ
の
都
度
、
こ
れ
を
徴
収
す
る
。
 

（
委
任
）
 

第
４
条
 
こ
の
要
綱
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
。
 

  

り
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
38
0円

を
徴
収
す
る
。
た
だ
し
、
市
長
が
特
に
必
要
と
認
め
た
と
き

は
、
徴
収
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。
 

３
 
前
項
に
掲
げ
る
額
は
、
そ
の
都
度
、
こ
れ
を
徴
収
す
る
。
 

（
委
任
）
 

第
４
条
 
こ
の
要
綱
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
。
 

  

 
 
 
 
 

 
 
附
 
則
 

（
施
行
期
日
）
 

１
 
こ
の
要
綱
は
、
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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報告第 14 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱の一部改正を行ったため

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱の一部改正について

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱の一部改正について、海老名市教育

委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第４条

の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱の一部改正について 

 

１ 改正概要 

中学校部活動の部費として交付している表記の交付金について、物価高騰を鑑みて交付

金額を増額しました。また、リコーダー部が廃部となったため、加算分の区分を削除し、

要綱別表上の金額を改正しました。 

 

２ 改正内容 

別表（第３条関係） 

≪改正前≫ 

区  分 対 象 経 費 交付限度額 

一般分  部活動の充実及び大会出場のための参加費、消耗品

費等の部活動の推進に必要な経費 

7,290,000円 

特別加算分 

（吹奏楽部） 

楽器購入等、部活動を充実させるために必要な経費 

 

1,500,000円 

 

特別加算分 

（リコーダー部） 

楽器購入等、部活動を充実させるために必要な経費 

 

100,000円 

≪改正後≫               ↓ 

区  分 対 象 経 費 交付限度額 

一般分  部活動の充実及び大会出場のための参加費、消耗品

費等の部活動の推進に必要な経費 

7,654,000円 

特別加算分 

（吹奏楽部） 

楽器購入等、部活動を充実させるために必要な経費 

 

1,575,000円 

 

 

３ 新旧対照表及び要綱 

  別紙のとおり 

 

４ 施行日     

令和６年４月１日 

 

５ スケジュール 

 令和６年２月５日 政策会議    了承済み 

２月14日 最高経営会議  了承済み 

２月16日 要綱改正起案  決裁済み 

４月１日 施行 

４月19日 定例教育委員会 報告 

令和６年４月 19 日 

定例教育委員会資料 

教育支援課指導係 

- 82 -



海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱 
 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の中学校の部活動（以下「部活動｣という。）におけ

る実践的な活動を支援し、中学校部活動の特性を生かした教育及び生徒の個

性を伸ばす教育に係る支援事業に対し、海老名市補助金等の交付に関する規

則（昭和58年規則第12号）（以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定める。 

（交付対象事業） 

第２条 交付金の対象となる事業は、海老名市中学校部活動充実支援事業とす

る。 

（交付対象等） 

第３条 交付対象は、海老名市立中学校の学校部活動運営委員会とする。 

２ 交付対象とする区分、対象経費及び交付限度額は、別表のとおりとし、交

付金の額は、予算の範囲内とする。 

（交付の申請） 

第４条 交付金の交付を受けようとする者は、海老名市中学校部活動充実支援

交付金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による交付の申請があったときは、申請に係る書

類等を審査し、審査等の結果、交付金を交付することが妥当と認めたときは、

速やかに交付金の交付を決定するものとする。 

（決定の通知） 

第６条 市長は、交付金の交付を決定したときは、速やかに海老名市中学校部

活動充実支援交付金交付決定通知書（第２号様式）により通知するものとす

る。 

（交付事業の中止又は廃止） 

第７条 交付対象事業者は、交付事業を中止し、又は廃止しようとするときは、

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付決定事業（中止・廃止）承認申請

書（第３号様式）に中止若しくは廃止の理由等を記載し、関係資料を添えて

市長に提出し、市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、海老名市中学校部活動充実支援交付金交付決定事業（中止・廃止）
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承認申請書が提出され、審査等の結果、中止若しくは廃止すべきものと決定

したときは、海老名市中学校部活動充実支援交付金（中止・廃止）承認決定

通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

（交付金の交付） 

第８条 交付金は、全額を概算払いとする。 

２ 前項の規定により交付金の交付を受けようとするときは、海老名市中学校

部活動充実支援交付金交付請求書（第５号様式）に海老名市中学校部活動充

実支援交付金交付決定通知書の写しを添えて市長に提出しなければならない。 

（実績の報告） 

第９条 規則第１３条に規定による実績報告は、海老名市中学校部活動充実支

援交付金実績報告書（第６号様式）に次に掲げる書類を添えて、交付決定事

業の完了の日から20日以内又は当該年度の３月31日のいずれかの早い日まで

に市長に報告しなければならない。 

(１) 事業報告書 

(⒉) 収支決算書 

（交付金の額の決定） 

第10条 市長は、前条の規定により報告を受けた場合においては、報告書等の

審査により、交付すべき交付金の額を確定し、当該交付事業者に対し海老名

市中学校部活動充実支援交付金交付確定通知書（第７号様式）その旨を通知

するものをする。 

 

附則 

この要綱の規定は、令和６年４月１日から施行する。 

 

《平成26年４月１日・制定》 

 《平成28年４月１日・一部改正》 

《平成29年４月１日・一部改正》 

《令和５年４月１日・一部改正》 

《令和５年７月１日・一部改正》 
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別表（第３条関係） 

 

区  分 対 象 経 費 交付限度額 

一般分  部活動の充実及び大会出場のための参加費、消耗品費

等の部活動の推進に必要な経費 

 

7,654,000円 

特別加算分 

（吹奏楽部） 

楽器購入等、部活動を充実させるために必要な経費 

 

1,575,000円 
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第１号様式（第４条関係） 

                          年  月  日 

 

 

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付申請書 
 
 

海老名市長 殿 
 
             住所   
                               
 
             申請者名称及び 
             代表者氏名 
                                
 
  

年度の海老名市中学校部活動充実支援交付金の交付を受けたいので、

関係書類を添えて申請します。 
 
 
 

１  交 付 申 請 額                   円   
 
 
 

２  交付対象事業名    海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
 
 
（※）事業計画書及び収支予算書を添付してください。 
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第２号様式（第６条関係） 

第    号 

年  月  日 

 

 
         殿 
 
                海老名市長 
 
 
 
海老名市中学校部活動充実支援交付金交付決定通知書 

 
  

年  月  日付けで申請のありました海老名市中学校部活動充実支

援交付金について、海老名市中学校部活動充実支援交付金交付要綱第５条の規

定に基づいて、次のとおり決定したので通知します。 
 
 
 

１ 交付金交付決定額                   円  
 
 
 

２ 交付対象事業名    海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
 
 
３ 条      件   特別加算分の交付を受ける場合は、地域活動

への積極的な参加に努めること。 
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第３号様式（第７条関係） 

                          年  月  日 

 

 

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付決定事業（中止・廃止）承認申請書 
 
 

海老名市長 殿 
 
             住所   
                               
 
             申請者名称及び 
             代表者氏名 
                                
 
  

次のとおりの海老名市中学校部活動充実支援交付金交付決定事業の（中止・

廃止）について承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 
 
 

１ 交付対象事業名    海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
２（中止・廃止）の内容 
  （変更前） 
 
 
 
  （変更後） 
 
 
 
３（中止・廃止）の理由 
 
 

- 88 -



第４号様式（第７条関係） 

第   号 

年  月  日 

 

 
         殿 
 
                海老名市長 
 
 
 

海老名市中学校部活動充実支援交付金（中止・廃止）承認決定通知書 
 
  

年  月  日付けで提出されました海老名市中学校部活動充実支援

交付金（中止・廃止）申請書の内容について審査しました結果、次のとおり決

定したので通知します。 
 
 
 

１ 交付対象事業名     海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
２（中止・廃止）の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

- 89 -



第５号様式（第８条関係） 

                          年  月  日 

 

海老名市中学校部活動充実支援交付金交付請求書 
 

海老名市長 殿 
 
             住所   
                               
 
             申請者名称及び 
             代表者氏名 
                                
             ※自署の場合は押印の省略が可能です。 
 
  

交付決定のありました海老名市中学校部活動充実支援交付金の交付を受けた

いので、関係書類を添えて申請します。 
 
 

１ 交付対象事業名    海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
２ 交付決定通知額                   円  
 
３ 添付書類 
       ・海老名市中学校部活動充実支援交付金交付決定通知書 

 
４ 振込先    金融機関名   
 
         口座番号 
 
         口座名義（ｶﾀｶﾅ） 
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第６号様式（第９条関係） 

                          年  月  日 

 

 

海老名市中学校部活動充実支援交付金実績報告書 
 
 

海老名市長 殿 
 
             住所   
                               
 
             申請者名称及び 
             代表者氏名 
                                
 

年度の海老名市中学校部活動充実支援交付金に係る実績を次のとおり、

関係書類を添えて報告します。 
 

１ 交 付 申 請 額                   円  
 
 

２ 交付対象事業名    海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
 
３ 実 績 額                   円   

（内 訳） 別添のとおり 
        
 

４ 不  用  額                   円   
 
 

※ 事業報告書、収支決算書、決算額が確認できる書類（領収書等）を添付し

てください。 
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第７号様式（第10条関係） 

年  月  日 

 

 
         殿 
 
                海老名市長 
 
 
 
海老名市中学校部活動充実支援交付金交付確定通知書 

 
  

年  月  日付けで提出されました海老名市中学校部活動充実支援

交付金実績報告書を審査した結果、次のとおり確定したので通知します。 
 
 
 

１ 交付対象事業名    海老名市中学校部活動充実支援事業  
 
 
 
２ 交付金交付決定額                   円   
 
 
 
３ 交付金交付確定額                   円   
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〇
海
老
名
市
中
学
校
部
活
動
充
実
支
援
交
付
金
交
付
要
綱
 
新
旧
対
照
表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
）
 

新
 

旧
 

海
老
名
市
中
学
校
部
活
動
充
実
支
援
交
付
金
交
付
要
綱
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 本
則
 
（
略
）
 

 

附
 
則
 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

《
平
成
26
年
４
月
１
日
・
制
定
》
 

《
平
成
28
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
29
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
５
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
５
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

 別
表
（
第
３
条
関
係
）
 

 

区
 
 
分
 

対
 
象
 
経
 
費
 

交
付
限
度
額
 

一
般
分
 
 

部
活
動
の
充
実
及
び
大
会
出
場
の
た
め
の
参
加

費
、
消
耗
品
費
等
の
部
活
動
の
推
進
に
必
要
な
経

費
 

7,
65
4,
00
0円

 

特
別
加
算
分
 

（
吹
奏
楽
部
）
 

楽
器
購
入
等
、
部
活
動
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
必

要
な
経
費
 

1,
57
5,
00
0円

  

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＿
＿
＿
＿
 

  
  
  
  
 

 以
下
 
（
略
）
 

海
老
名
市
中
学
校
部
活
動
充
実
支
援
交
付
金
交
付
要
綱
 

 本
則
 
（
略
）
 

 

附
 
則
 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
５
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

《
平
成
26
年
４
月
１
日
・
制
定
》
 

《
平
成
28
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
29
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
５
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 別
表
（
第
３
条
関
係
）
 

 

区
 
 
分
 

対
 
象
 
経
 
費
 

交
付
限
度
額
 

一
般
分
 
 

部
活
動
の
充
実
及
び
大
会
出
場
の
た
め
の
参
加

費
、
消
耗
品
費
等
の
部
活
動
の
推
進
に
必
要
な
経

費
 

7,
29
0,
00
0円

 

特
別
加
算
分
 

（
吹
奏
楽
部
）
 

楽
器
購
入
等
、
部
活
動
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
必

要
な
経
費
 

1,
50
0,
00
0円

  

特
別
加
算
分
 

（
リ
コ

ー
ダ
ー
部
）
 

楽
器
購
入
等
、
部
活
動
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
必

要
な
経
費
 

10
0,
00
0円

 

 
以
下
 
（
略
）
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報告第 15 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱の一部改正を行ったため

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱の一部改正について

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱の一部改正について、海老名市

教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第

４条の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱の一部改正について 

 

１ 概要 

 現在、「海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱」に基づき、市内中学校

の部活動団体が関東大会以上の大会に参加する際には、上限を設定して補助金を交付

しています。 

 近年では、物価の高騰等により、旅費や宿泊費がかさみ、参加者の負担が大きい状

況となっています。特に団体競技においては、１団体の上限額の設定があるため、大

人数の部活動ほど自己負担額が高くなっています。 

保護者負担を軽減し、海老名市立中学校の部活動団体の活動を支援するため、補助

金上限額を増額しました。 

 

２ 改正内容 

 現行では、全国大会以外の関東大会以上への参加１件につき、１人20,000円以内又

は１団体250,000円以内のいずれか少ない方の額を交付することとなっているところ

を、団体についての上限を１団体500,000円以内としました。 

 

１件当たり補助額上限 

改正前 

全国大会以外の

関東大会以上 

１人当たり２万円と１団体25万円のどちらか少ない額 

↓ 

改正後 

全国大会以外の

関東大会以上 

１人当たり２万円と１団体50万円のどちらか少ない額 

  

３ 新旧対照表及び要綱 

  別紙のとおり 

 

４ 施行日     

令和６年４月１日 

 

５ スケジュール 

  令和６年２月５日 政策会議    了承済み 

２月14日 最高経営会議  了承済み 

２月16日 要綱改正起案  決裁済み 

４月１日 施行 

４月19日 定例教育委員会 報告 

令和６年４月 19 日 

定例教育委員会資料 

教育支援課指導係 
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海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の中学校の部活動（以下「部活動」という。）における実践

的な活動を支援し、関東大会等に部活動の選手を派遣する海老名市中学校部活動大

会派遣事業に係る保護者の負担の軽減を図るため、予算の範囲内において補助金を

交付することについて、海老名市補助金等の交付に関する規則（昭和58年規則第12

号）に定めるもののほか、必要な事項を定める。 

 （補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業は、関東大会以上の大会（以下「関東大会等」という。）

に出場登録された部活動の選手（以下「登録選手」という。）及び参加するために

必要と認められる補助を行う同部活動の登録選手外の選手（以下「登録外選手」と

いう。）が参加する事業であって、次に掲げる要件を満たすものをいう。 

 (１) 出場させる関東大会等が地区大会（県央大会、北相地区大会等）、県大会又は

関東大会の予選会を経ていること。 

 (２) 関東大会等が市外で開催されること。ただし、第４条第２号に規定する運搬

費についてはこの限りではない。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、前条の要件を満たす事業を実施する海老名市中学校の部活動

団体（以下「部活動団体」という。）とし、代表者は各中学校の顧問とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる経費の合計額とし、関東大会等のうち全国

大会の場合は、１事業につき１人50,000円以内又は１事業につき１団体1,000,000

円以内のいずれか少ない方の額、そのほかの場合は、１事業につき１人20,000円以

内又は１事業につき１団体500,000円以内のいずれか少ない方の額とする。ただし、

特に市長が認めた場合は、この限りではない。 

 (１) 交通費 登録選手及び登録外選手の移動に係る経費であって、登録選手が所

属する中学校から関東大会等の開催地までの公共交通機関の往復運賃とする。

ただし、借上げバス等による移動の場合は、当該借上げバス等の借上げ料とす

る。 

 (２) 運搬費 登録選手及び登録外選手が関東大会等に使用する物品等の運搬に係
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る経費であって、登録選手が所属する中学校から関東大会等の開催地までの往

復運搬費とする。 

 (３) 宿泊費 登録選手及び登録外選手の宿泊に係る経費であって、関東大会等に

参加するために必要な食費を含めた宿泊費とする。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、感染症対策等により大会参加に特別な配慮が必

要となる場合にかかる追加費用 

 （交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする部活動団体の代表者（以下「申請者」という。）

は、海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付申請書（第１号様式）に、次に

掲げる書類を添付して、事業開始の３日前までに市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第６条 市長は、前条の申請書の提出があったときはその内容を審査し、適当と認め

るときは補助金の交付を決定し、速やかに海老名市中学校部活動大会派遣事業補助

金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知する。 

 （交付請求等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、前条の通知 

書を受けたときは、海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付請求書（第３号

様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、補助事業者に速やかに補助金を交

付する。 

（事業の変更等） 

第８条 補助事業者は、交付決定を受けた事業内容を変更し、又は補助事業を中止し

ようとするときは、市長の承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、海老名市中学校部活動大会

派遣事業補助金交付（変更・中止）申請書（第４号様式）に必要な書類を添付して、

市長に提出するものとする。ただし、交付決定額の 10％以内の変更で市長が認めた

ものは、変更交付申請は不要とする。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは承
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認し、速やかに海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付（変更・中止）決定

通知書（第５号様式）により、補助事業者に通知する。 

（報告及び指示） 

第８条 補助事業者は、補助事業が予定の期間に完了する見込みがない場合又は補助事 

業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、指示を受けなければなら

ない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を完了したときは、海老名市中学校部活動大会派

遣事業補助金交付実績報告書（第６号様式）に、次に掲げる書類を添えて、20日以

内に市長に提出しなければならない。 

(１) 事業報告書 

(２) 収支決算書 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告書の提出があったときはその内容を審査し、適当と認

めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、速やかに海老名市中学校部活動大会

派遣事業補助金交付額確定通知書（第７号様式）により補助事業者に通知する。 

（書類の整備等） 

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、 

かつ、当該事業の収入及び支出についての証拠書類を整備保存しておかなければな

らない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の

翌年度から起算して５年間保存するのものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受

けたとき又は補助金の交付決定の内容若しくは補助条件に違反したときは、補助金

の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しく

は一部の返還を命ずることができる。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

≪平成29年７月１日・制定≫ 

≪令和元年９月６日・一部改正≫ 

≪令和２年10月１日・一部改正≫ 

≪令和３年７月１日・一部改正≫ 

≪令和３年７月16日・一部改正≫ 

≪令和３年10月１日・一部改正≫ 

≪令和５年７月１日・一部改正≫ 
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第１号様式（第５条関係） 

年  月  日 

海老名市長 殿 

 

申請者 所 在 地             

名   称             

代表者氏名             

 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付申請書 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業について、補助金の交付を受けたいので、海老

名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添

えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助金申請額             円 

 

 

２ 事業目的 

 

 

３ 事業期間         年  月  日から   年  月  日まで 

 

 

４ 添付書類 

 (１) 事業計画書 

 (２) 収支予算書 
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第２号様式（第６条関係） 

海○○○第 号 

年  月  日 

 

             様 

               

                        海老名市長  

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました海老名市中学校部活動大会派遣事

業補助金の交付について、海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱第６条

の規定に基づき、下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額                    円 

 

 

２ 交付条件 

(１) 補助事業者が、偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき、

当該補助金を他の用途に使用したとき又は補助金交付条件等に違反したとき

は、この補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した

補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることがある。  

(２) その他海老名市補助金等の交付に関する規則（昭和58年規則第12号）に定め

るところに従うものとする。 
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 第３号様式（第７条関係） 

                           年  月  日 

 

海老名市長 殿 

 

申請者 所 在 地           

名   称           

代表者氏名         印 

※自署の場合は押印の省略が可能です。 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付請求書 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金として、海老名市中学校部活動大会派遣

事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり請求いたします。 

 

                記 

 

 

１ 請求額                 円 

 

 

 

２ 振込先  金融機関名     （銀行・金庫・組合）     （支店・支所）           

 

口座番号  普・当  №                 

      

口座名義（ｶﾀｶﾅ）                     
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第４号様式（第８条関係）                          

                               年  月  日 

 

 

 海老名市長         殿 

 

 

                 申 請 者 所在地 

 

団体名  

                        

代表者                 

 

 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付（変更・中止）申請書 

 

 

    年  月  日付けで交付決定を受けた海老名市中学校部活動大会派遣事業

補助金について、次のとおり（変更・中止）したいので、海老名市中学校部活動

大会派遣事業補助金交付要綱第８条の規定に基づき、申請します。 

                  

 

 １ （変更・中止）の内容 

 

事 業 名 （変更・中止）前 （変更・中止）後 

 

 

 

 

 

 

  

 

 ２ （変更・中止）の理由 

 

 

 

 

 

３ 既交付決定額                       円 

 

 

４ （変更・中止）後の交付申請額               円 
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第５号様式（第８条関係）                          

海○○○第 号 

 

年  月  日           

   

 

             様 

 

                         海老名市長               

 

 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付（変更・中止）決定通知書 

 

 

  年  月  日付けで補助金の交付決定した海老名市中学校部活動大会派遣事業

補助金について、海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱第８条の規定に基

づき、次のとおり（変更・中止）決定したので通知します。 

 

                         

 

 

 １ 補助金（変更・中止）となった理由 

 

  

 

 

 

２ 補助金交付変更決定額            円 

 

 

３ 補助条件 

 

 (１) 補助事業者が、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき又  

   は補助金の交付決定の内容若しくは補助条件に違反したときは、補助金の交  

   付決定の全部若しくは一部を取消し、又は既に交付した補助金の全部若しく  

   は一部の返還を命ずることがある。 

 

(２) その他海老名市補助金等の交付に関する規則（昭和58年規則第12号）に定   

  めるところに従うものとする。 
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第６号様式（第10条関係） 

年  月  日 

 

海老名市長 殿 

 

申請者 所 在 地             

名   称             

代表者氏名             

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付実績報告書 

 

     年  月  日付けで海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金の交付を

受けた事業が完了したので、海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱第10

条の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 事業名    海老名市中学校部活動大会派遣事業 

 

２ 事業期間       年  月  日から     年  月  日まで 

 

３ 添付書類 

 (１) 事業報告書 

 (２) 収支決算書 
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第７号様式（第11条関係） 

 

年  月  日 

 

          様 

        

海老名市長 

 

海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付額確定通知書 

 

     年  月  日付けで報告のあった海老名市中学校部活動大会派遣事業に

ついて、海老名市中学校部活動大会派遣事業補助金交付要綱第11条の規定に基づき、

下記のとおり交付すべき額が確定したので通知します。 

 

 

記 

 

１ 補助対象事業費            円 

 

２ 交 付 決 定 額            円 

 

３ 交 付 確 定 額            円 

 

４ 精  算  額            円 
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日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

≪
平
成
29
年
７
月
１
日
・
制
定
≫
 

≪
令
和
元
年
９
月
６
日
・
一
部
改
正
≫
 

海
老
名
市
中
学
校
部
活
動
大
会
派
遣
事
業
補
助
金
交
付
要
綱
 

 第
１
条
－
第
３
条
 
略
 

 第
４
条
 
補
助
金
の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
経
費
の
合
計
額
と
し
、
関
東
大
会
等
の
う
ち
全
国

大
会
の
場
合
は
、
１
事
業
に
つ
き
１
人
50
,0
00
円
以
内
又
は
１
事
業
に
つ
き
１
団
体
1,
00
0,
00
0円

以
内
の
い
ず
れ
か
少
な
い
方
の
額
、
そ
の
ほ
か
の
場
合
は
、
１
事
業
に
つ
き
１
人
20
,0
00
円
以
内

又
は
１
事
業
に
つ
き
１
団
体
25
0,
00
0円

以
内
の
い
ず
れ
か
少
な
い
方
の
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
特

に
市
長
が
認
め
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。
 

(１
) 

交
通
費
 
登
録
選
手
及
び
登
録
外
選
手
の
移
動
に
係
る
経
費
で
あ
っ
て
、
登
録
選
手
が
所

属
す
る
中
学
校
か
ら
関
東
大
会
等
の
開
催
地
ま
で
の
公
共
交
通
機
関
の
往
復
運
賃
と
す
る
。

た
だ
し
、
借
上
げ
バ
ス
等
に
よ
る
移
動
の
場
合
は
、
当
該
借
上
げ
バ
ス
等
の
借
上
げ
料
と
す

る
。
 

(２
) 

運
搬
費
 
登
録
選
手
及
び
登
録
外
選
手
が
関
東
大
会
等
に
使
用
す
る
物
品
等
の
運
搬
に
係

る
経
費
で
あ
っ
て
、
登
録
選
手
が
所
属
す
る
中
学
校
か
ら
関
東
大
会
等
の
開
催
地
ま
で
の
往

復
運
搬
費
と
す
る
。
 

(３
) 

宿
泊
費
 
登
録
選
手
及
び
登
録
外
選
手
の
宿
泊
に
係
る
経
費
で
あ
っ
て
、
関
東
大
会
等
に

参
加
す
る
た
め
に
必
要
な
食
費
を
含
め
た
宿
泊
費
と
す
る
。
 

(４
) 

前
３
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
感
染
症
対
策
等
に
よ
り
大
会
参
加
に
特
別
な
配
慮
が
必

要
と
な
る
場
合
に
か
か
る
追
加
費
用
 

 第
５
条
－
第
１
２
条
 
略
 

 

附
 
則
 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
５
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

≪
平
成
29
年
７
月
１
日
・
制
定
≫
 

≪
令
和
元
年
９
月
６
日
・
一
部
改
正
≫
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≪
令
和
２
年
10
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
７
月
16
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
10
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
５
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

 以
下
 
略
 

≪
令
和
２
年
10
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
７
月
16
日
・
一
部
改
正
≫
 

≪
令
和
３
年
10
月
１
日
・
一
部
改
正
≫
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 以
下
 
略
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報告第 16 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱の一部改正を行ったため

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱の一部改正について

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱の一部改正について、海老名市教育

委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第４条

の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱の一部改正について 

 

１ 概要 

  野外教育活動の費用については、表記負担金を交付して保護者負担なく実施してい

ます。令和６年度は、学年に必要なバスの台数の差により、１人当たりの負担額に差

が生じ、一部の学校でのみ参加児童 1人当たりの負担金額上限を超える見込みがある

ため、上限額を増額しましたので、報告します。 

 

２ 改正内容 

 別表の１泊２日の場合１人当たり負担金上限額を 14,000 円から 15,000 円に改める。 
  ≪改正前≫ 

 

 

 

 

 

 

 

≪改正後≫          ↓ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新旧対照表及び要綱 

別紙のとおり 

 

４ 施行日     

令和６年４月１日 

 

５ スケジュール 

令和６年２月５日 政策会議    了承済み 

２月14日 最高経営会議  了承済み 

２月16日 要綱改正起案  決裁済み 

４月１日 施行 

４月19日 定例教育委員会 報告 

交付基準 負担金額の上限 
（参加児童１人当たり） 

宿泊を伴わない場合 ８，０００円 
１泊２日の場合 １４，０００円 

２泊３日の場合 ２１，０００円 
３泊４日以上の場合 ２７，０００円 

交付基準 負担金額の上限 
（参加児童１人当たり） 

宿泊を伴わない場合 ８，０００円 
１泊２日の場合 １５，０００円 

２泊３日の場合 ２１，０００円 
３泊４日以上の場合 ２７，０００円 

令和６年４月 19 日 

定例教育委員会資料 

教育支援課指導係 
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海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、海老名市立小学校が実施する野外教育活動（以下「野外教育活

動」という。）に参加する児童の保護者の負担軽減を図るため、児童の野外教育活

動に要する経費に対し、負担金を交付することについて、海老名市補助金等の交

付に関する規則（昭和 58 年規則第 12 号）に定めるもののほか、必要な事項を定

める。 

（交付対象者） 

第２条 交付対象者は、野外教育活動に参加する海老名市在住の児童の保護者及び特

に市長が必要と認めた市外在住の児童の保護者とする。 

（交付の対象） 

第３条 交付の対象は、野外教育活動に要する経費とする。ただし、年度ごとに１校

あたり１回の野外教育活動に要する経費のみとする。 

（負担金の額） 

第４条 負担金の額は、野外教育活動に実際にかかった金額とし、予算の範囲内にお

いて別表に定める額を上限とする。 

（交付の申請） 

第５条 交付の申請は、負担金の交付を受けようとする者が、児童が参加する野外教

育活動の実施代表者（学校長等）に委任するものとし、委任を受けた者（以下

「申請者」という。）は、負担金の交付を受けようとする事業（以下「負担事業」

という。）について、海老名市野外教育活動推進事業負担金交付申請書（第１号様

式）に、次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

 (１) 事業計画書 

 (２)  収支予算書 

（３） 参加予定者名簿 

（４） 保護者からの委任状 
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（５） その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の申請書の提出があったときはその内容を審査し、適当と認め

るときは負担金の交付を決定し、速やかに海老名市野外教育活動推進事業負担金

交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知する。 

（交付請求等） 

第７条 負担金の交付決定を受けた者（以下「負担事業者」という。）は、速やかに 

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付請求書（第３号様式）を市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、海老名市予算決算会計規則（平成

10 年規則第 21 号）第 95 条第４号の規定に基づき負担事業者へ概算払いにて速や

かに負担金を交付する。 

（事業の変更等） 

第８条 負担事業者は、交付決定を受けた負担事業の内容を変更し、又は負担事業を

中止しようとするときは、市長の承認を受けなければならない。 

２ 負担事業者は、前項の承認を受けようとするときは、海老名市野外教育活動推進

事業負担金交付（変更・中止）申請書（第４号様式）に必要な書類を添付して、

市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは承

認し、速やかに海老名市野外教育活動推進事業負担金交付（変更・中止）決定通

知書（第５号様式）により、負担事業者に通知する。 

（報告及び指示） 

第９条 負担事業者は、負担事業が予定の期間に完了する見込みがない場合又は負担

事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、指示を受けなければ

ならない。 

（実績報告） 

第１０条 負担事業者は、負担事業を完了したときは、海老名市野外教育活動推進事
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業負担金実績報告書（第６号様式）に、次に掲げる書類を添付し、20 日以内に市

長に報告しなければならない。ただし、第３号及び第４号に掲げる書類は、第５

条に定める交付申請において提出したものから変更があった場合のみ添付するこ

ととする。 

 (１) 事業実績内訳書 

 (２) 収支決算書及び証拠書類の写し 

（３） 参加者名簿 

（４） 保護者からの委任状 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（負担金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と  

 認めるときは、交付すべき負担金の額を確定し、速やかに海老名市野外教育活動推

進事業負担金確定通知書（第７号様式）により、負担事業者に通知する。 

（書類の整備等） 

第１２条 負担事業者は、負担事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、 

かつ、当該事業の収入及び支出についての証拠書類を整備保存して置かなければ

ならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該負担事業の完了の日の属する市の会計年度の翌

年度から起算して、５年間保存するのものとする。 

（決定の取消し等） 

第１３条 市長は、負担事業者が偽りその他不正な手段により負担金の交付を受けた

とき又は負担金の交付決定の内容若しくは負担条件に違反したときは、負担金の

交付決定の全部若しくは一部を取消し、又は既に交付した負担金の全部若しくは

一部の返還を命ずることができる。 
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附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

《平成26年４月１日・制定》 

《平成26年４月18日・一部改正》 

《平成27年４月１日・一部改正》 

《平成28年４月１日・一部改正》 

《平成29年４月１日・一部改正》 

《令和元年５月21日・一部改正》 

《令和３年４月１日・一部改正》 

《令和３年７月１日・一部改正》 

《令和５年７月１日・一部改正》 

 

別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付基準 
負担金額の上限 

（参加児童１人当たり） 

宿泊を伴わない場合 ８，０００円 

１泊２日の場合 １５，０００円 

２泊３日の場合 ２１，０００円 

３泊４日以上の場合 ２７，０００円 
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第１号様式（第５条関係）                          

                              年  月  日 

 

 

 海老名市長         殿 

 

 

 

                申 請 者  所在地  

 

団体名  

                        

代表者                   

 

 

  海老名市野外教育活動推進事業負担金交付申請書 

 

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金の交付を受けたいので、海老名市野外教育

活動推進事業負担金交付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添えて、次のとおり

申請いたします。 

 

                         

 

１ 交付申請額   金            円 

 

  

２ 事業期間      年 月  日 から    年 月 日まで 

   

３ 添付書類 

 

(１) 事業計画書 

 

(２) 収支予算書 

 

(３) 参加予定者名簿 

 

(４) 保護者からの委任状 

 

４ その他参考となる資料 
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第２号様式（第６条関係）                          

 

年  月  日                              

 

   

 

          様 

 

                        海老名市長            

  

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付決定通知書 

 

 年 月 日付で申請のありました、海老名市野外教育活動推進事業負担金の

交付について、海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱第６条の規定に基づき、

次のとおり決定しましたので通知します。 

 

 

  

１ 負担金交付決定額                円 

 

 

２ 補助条件 

 

 （１) 負担事業の内容を変更し、又は負担事業を中止しようとするときは、市長の  

   承認を受けなければならない。 

  

 （２) 負担事業が予定の期間に完了する見込みがない場合又は負担事業の遂行が困  

   難となった場合は、速やかに市長に報告し、指示を受けなければならない。 
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第３号様式（第７条関係） 

 

                           年  月  日 

 

 

 海老名市長         殿 

 

 

 

                      所在地  

 

団体名  

                        

代表者            印 

※自署の場合は押印の省略が可能です。 

 

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付請求書 

 

 海老名市野外教育活動推進事業負担金として、海老名市野外教育活動推進事業負担

金交付要綱第７条の規定に基づき、次のとおり、請求いたします。 

 

 

 

                 

 

 

 

１ 請求額                 円 

 

 

 

 

２ 振込先  金融機関名         （銀行・金庫・組合）      （支店・支所）           

 

口座番号  普・当  №                 

      

口座名義（ｶﾀｶﾅ） 
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第４号様式（第８条関係）                          

                                年  月  日 

 

 

 海老名市長         殿 

 

 

                 申 請 者 所在地 

 

団体名  

                        

代表者                

 

 

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付（変更・中止）申請書 

 

 

  年  月  日付交付決定を受けた海老名市野外教育活動推進事業負担金につい

て、次のとおり（変更・中止）したいので、海老名市野外教育活動推進事業負担金交

付要綱第８条の規定に基づき、申請します。 

                  

 

 １ （変更・中止）の内容 

 

事 業 名 （変更・中止）前 （変更・中止）後 

 

 

 

 

 

  

 

 ２ （変更・中止）の理由 

 

 

 

３ 既交付決定額                       円 

 

 

４ （変更・中止）後の交付申請額               円 
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第５号様式（第８条関係）                          

 

 

年  月  日                

   

 

          様 

 

                         海老名市長               

 

 

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金交付（変更・中止）決定通知書 

 

 

  年 月 日付で負担金の交付を決定した海老名市野外教育活動推進事業負担金に

ついて、海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱第８条の規定に基づき、次の

とおり（変更・中止）決定したので、通知します。 

 

                         

 

 

 １ 負担金（変更・中止）となった理由 

 

  

 

 

２ 負担金交付変更決定額            円 
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第６号様式（第 10 条関係）                          

                                年  月  日 

 

 

 海老名市長         殿 

 

 

 

                      所在地 

 

団体名  

                        

代表者                

 

 

 

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金実績報告書 

 

 

年  月  日付で交付決定を受けた海老名市野外教育活動推進事業負担金に係

る事業が完了したので、海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱第 10 条の規

定に基づき、関係書類を添えて次のとおり報告いたします。 

 

                         

 

 

 １ 負担金名  海老名市野外教育活動推進事業負担金  

 

 

２ 事業期間      年  月  日 から   年  月  日まで 

 

 ３ 添付書類 

 

(１) 事業実績報告 

 

(２) 収支決算書及び証拠書類の写し 

 

(３) 参加者名簿（変更分） 

 

(４) 保護者からの委任状（追加分） 
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第７号様式（第11条関係） 

 

年  月  日 

 

 

         

   

          様 

        

 

海老名市長 

 

 

 

海老名市野外教育活動推進事業負担金確定通知書 

 

   年  月  日付で報告のあった海老名市野外教育活動推進事業負担金につい

て、海老名市野外教育活動推進事業負担金交付要綱第11条の規定に基づき、次のとお

り交付すべき額が確定したので、通知します。 

 

 

 

 

  １ 負担対象事業費           円 

 

 

  ２ 交 付 決 定 額           円 

 

 

  ３ 交 付 確 定 額           円 

 

 

４ 精   算   額           円 
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〇
海
老
名
市
野
外
教
育
活
動
推
進
事
業
負
担
金
交
付
要
綱
 
新
旧
対
照
表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
）
 

新
 

旧
 

海
老
名
市
野
外
教
育
活
動
推
進
事
業
負
担
金
交
付
要
綱
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 本
則
 
（
略
）
 

 

附
 
則
 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

《
平
成
26
年
４
月
１
日
・
制
定
》
 

《
平
成
26
年
４
月
18
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
27
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
28
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
29
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
元
年
５
月
21
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
３
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
３
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
５
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

 別
表
 

         以
下
 
（
略
）
 

交
付
基
準
 

負
担
金
額
の
上
限
 

（
参
加
児
童
１
人
当
た
り
）
 

宿
泊
を
伴
わ
な
い
場
合
 

８
，
０
０
０
円
 

１
泊
２
日
の
場
合
 

１
５
，
０
０
０
円
 

２
泊
３
日
の
場
合
 

２
１
，
０
０
０
円
 

３
泊
４
日
以
上
の
場
合
 

２
７
，
０
０
０
円
 

海
老
名
市
野
外
教
育
活
動
推
進
事
業
負
担
金
交
付
要
綱
 

 本
則
 
（
略
）
 

 

附
 
則
 

こ
の
要
綱
は
、
令
和
５
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 

《
平
成
26
年
４
月
１
日
・
制
定
》
 

《
平
成
26
年
４
月
18
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
27
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
28
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
平
成
29
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
元
年
５
月
21
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
３
年
４
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

《
令
和
３
年
７
月
１
日
・
一
部
改
正
》
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 別
表
 

         以
下
 
（
略
）
 

交
付
基
準
 

負
担
金
額
の
上
限
 

（
参
加
児
童
１
人
当
た
り
）
 

宿
泊
を
伴
わ
な
い
場
合
 

８
，
０
０
０
円
 

１
泊
２
日
の
場
合
 

１
４
，
０
０
０
円
 

２
泊
３
日
の
場
合
 

２
１
，
０
０
０
円
 

３
泊
４
日
以
上
の
場
合
 

２
７
，
０
０
０
円
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報告第 17 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金要綱の一部改正を行っ

たため

海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金要綱の一部

改正について

海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金要綱の一部改正につい

て、海老名市教育委員会教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規

則第２号）第４条の規定により報告する。

令和６年４月19日提出

　報告理由
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海老名市児童健全育成対策（放課後児童クラブ）事業補助金交付 

要綱の一部改正について 

 

１ 概要 

当補助金は、学童保育事業の経営の安定化と保育の質向上を目指すため「子ども・子

育て支援交付金」を財源の一部として実施している。 

令和６年度から以下のとおり補助メニューの新設、修正及び廃止を行うため、補助金

交付要綱を改正する。併せて軽微な字句修正を行う。 

 

２ 改正内容 

(１) 新規導入メニュー 

ア キャリアアップ処遇改善事業（補助率 国・県・市 １／３） 

    放課後児童認定支援員（有資格者）の賃金改善に必要な経費を補助し、人材確

保及び保育の質の向上を目指す。 

   ※ 経験年数と神奈川県の実施する研修の受講実績に応じて、補助金額が変動 

イ 性被害防止対策に係る設備等支援事業（補助率 国１／２・市・事業者１／４） 

児童のプライバシー保護のためのパーテーションの設置や保育内容の記録のた

めのカメラの設置に係る経費を補助する。 

   

(２) 補助条件修正メニュー  

ア 家賃補助基準額の引き上げ（補助率 国・県・市 １／３（一部市単独）） 

    平成 27 年度から据え置きであった家賃補助の金額を国基準に合わせるように

引き上げる。 

イ ＩＣＴ推進事業の補助対象クラブの制限（補助率 国・県・市 １／３） 

    令和３年度から導入したが、既存のクラブは一定の効果を得たと判断し、新規

開設クラブのみを対象とする。 

 

(３) 廃止メニュー 

ア 感染症対策の消耗品購入および施設改修に係る経費の補助 

    こども家庭庁の方針に従い廃止する。 

イ 送迎用車両安全装置に係る補助 

    令和５年度末までの時限措置のため廃止する。 

 

３ スケジュール 

(１) 令和６年３月26日 最高経営会議（決定事項） 

(２)     ４月１日 施行 

(３)     ４月19日 定例教育委員会 報告 

令和６年４月 1 9 日 

定例教育委員会資料 

教 育 部 学 び 支 援 課 
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新
 
旧
 
対
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
新

）
 

海
老
名
市

児
童
健

全
育
成

対
策

（
放
課
後

児
童
ク

ラ
ブ
）

事
業

補
助
金
交

付
要
綱

 

 第
１
条
～

第
３
条

 
（
略

）
 

 （
補

助
金

の
額

）
 

第
４

条
 

補
助

金
の

額
は

、
支

援
の
単

位
（

放
課

後
児

童
健

全
育
成

事
業

の
設

備
及

び
運

営
に
関

す

る
基

準
（

平
成

26
年

厚
生

労
働

省
令
第

63
号

）
第

10
第
４
項

に
規
定

す
る

支
援

の
単

位
を

い

う
。

）
ご

と
に

、
別

表
第

１
か

ら
別

表
第

７
ま

で
に
定
め
る

補
助
メ

ニ
ュ

ー
の

基
準

よ
り

算
定

す
る

も
の

と
す

る
。

 

２
 

年
度

の
途

中
に

お
い

て
事

業
の
開

始
又

は
終

了
を

す
る

場
合
の

補
助

金
の

額
は

、
別

表
２
に

定
め

る
基

準
に

よ
り

算
定

す
る

も
の
を

除
き

、
事

業
開

始
月

又
は
終

了
月

を
含

む
月

割
り

と

し
、

10
0円

未
満
の

端
数

が
生
じ

た
場
合

は
こ

れ
を

切
り

捨
て

る
。

 
 第
５
条
～

第
１
５

条
 
（

略
）

 

 

 
 
 
 
附
 
則

 

 
 

 
 
 
 

こ
の
要
綱

は
、
令

和
６
年

４
月

１
日
か
ら

施
行
す

る
。

 

 

《
昭

和
5
5
年
1
0
月
1
5
日
・

制
定

》
 

 
 

 
 

 
 

 
（

略
）

 
 

《
令

和
３

年
７

月
１

日
・

改
正

》
 

《
令

和
４

年
２

月
１

日
・

改
正

》
 

《
令

和
４

年
４

月
2
7
日
・

改
正

》
 

《
令

和
５

年
７

月
１

日
・

改
正

》
 

《
令

和
５

年
８

月
1
6
日
・

改
正

》
 

《
令

和
５

年
９

月
2
8
日
・

改
正

》
 

  

照
 
表
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
（

旧
）

 

 
海
老
名

市
児
童

健
全
育

成
対

策
（
放
課

後
児
童

ク
ラ
ブ

）
事

業
補
助
金

交
付
要

綱
 

 第
１
条
～

第
３
条

 
（
略

）
 

 （
補

助
金

の
額

）
 

第
４

条
 

補
助

金
の

額
は

、
支

援
の
単

位
（

放
課

後
児

童
健

全
育
成

事
業

の
設

備
及

び
運

営
に
関

す

る
基

準
（

平
成

26
年

厚
生

労
働

省
令
第

63
号

）
第

10
第
４
項

に
規
定

す
る

支
援

の
単

位
を

い

う
。

）
ご

と
に

、
別

表
１

か
ら

別
表

７
ま

で
 

 
に
定
め
る

補
助
メ

ニ
ュ

ー
の

基
準

よ
り

算
定

す
る

も
の

と
す

る
。

 

２
 

年
度

の
途

中
に

お
い

て
事

業
の
開

始
又

は
終

了
を

す
る

場
合
の

補
助

金
の

額
は

、
別

表
２
に

定
め

る
基

準
に

よ
り

算
定

す
る

も
の
を

除
き

、
事

業
開

始
月

又
は
終

了
月

を
含

む
月

割
り

と

し
、

10
0円

未
満
の

端
数

が
生
じ

た
場
合

は
こ

れ
を

切
り

捨
て

る
。

 
 第
５
条
～

第
１
５

条
 
（

略
）

 

  
 

 
附

 
則

 

（
施

行
期
日

）
 

こ
の
要
綱

は
、
令

和
５
年

９
月

2
8
日
か
ら
施
行
す

る
。

 

 

 
 
 
 《

昭
和

5
5年

1
0月

1
5日

・
制

定
》
 

 
 

 
 

 
 

 
（

略
）

 
 

《
令

和
３

年
７

月
１

日
・

改
正

》
 

《
令

和
４

年
２

月
１

日
・

改
正

》
 

《
令

和
４

年
４

月
2
7
日
・

改
正

》
 

《
令

和
５

年
７

月
１

日
・

改
正

》
 

 
 

 
 
《

令
和

５
年
８

月
16

日
・
改

正
》
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別
表

第
１

（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内
容

 
補
助
金
額

 

基
礎
運

営
補
助

 

事
業
運
営

に
要
す

る
経
費

（
人

件

費
、
光
熱

水
費
、

教
材
費

等
（

食

費
及
び
そ

れ
に
準

ず
る
費

用
を

除

く
。
））

に
対
す
る

補
助

 

別
表
４
「

基
礎
運

営
補
助

金
金

額
表
」
に

よ

る
 

家
賃
補

助
 

事
業
運
営

の
た
め

に
建
物

等
の

賃

借
に
要
す

る
経
費

に
対
す

る
補

助
 

家
賃
相
当

額
（

上
限

2
5
5
,
5
0
0
円

／
月

）
 

開
設
日

数
加
算

 

年
間
2
5
0
日
以
上
の
開

設
に
対

す
る

加
算

 

1
9
,
00
0
円
／
日
（
2
5
0
日
を
超
え
る
開
設

日
、
5
0
日
ま
で
）

 

開
設
時

間
加
算

 

長
時
間
の

開
設
に

対
す
る

加
算

 
①

 
平
日

 

4
0
9
,0
0
0
円
／
時
間
（
１
日
の

開
設
時
間

の

う
ち
６
時

間
以
上

か
つ
1
8
時
を

超
え
る
時

間

の
年
間
平

均
）

 

②
 
平
日
以
外

の
学
校

休
業
日

等
 

1
8
4
,0
0
0
円
／
時
間
（
１
日
の

開
設
時
間

の

う
ち
８
時

間
以
上

の
時
間

の
年

間
平
均
）

 

た
だ
し
、

年
間
開

設
日
2
0
0
日
以
上
2
5
0
日
未

満
（
登
録

児
童
数
2
0
人
以

上
）

の
場
合
は

①

の
み
適
用

可
と
す

る
。

 

短
期
登

録
児
童

加
算

 

長
期
休
暇

期
間
等

の
短
期

間
の

み

登
録
す
る

児
童
の

受
け
入

れ
に

対

す
る
加
算

 

児
童
１
人

当
た
り
8
,
0
0
0
円
／
年
 

別
表

１
（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内
容

 
補
助
金
額

 

基
礎
運

営
補
助

 

事
業
運
営

に
要
す

る
経
費

（
人

件

費
、
光
熱

水
費
、

教
材
費

等
（

食

費
及
び
そ

れ
に
準

ず
る
費

用
を

除

く
。
））

に
対
す
る

補
助

 

別
表
４
「

基
礎
運

営
補
助

金
金

額
表
」
に

よ

る
 

家
賃
補

助
 

事
業
運
営

の
た
め

に
建
物

等
の

賃

借
に
要
す

る
経
費

に
対
す

る
補

助
 

家
賃
相
当

額
（

た
だ

し
上
限
1
0
0
,
0
0
0
円
／

月
）
 

開
設
日

数
加
算

 

年
間
2
5
0
日
以
上
の
開

設
に
対

す
る

加
算

 

1
9
,
00
0
円
／
日
（
2
5
0
日
を
超
え
る
開
設

日
、
5
0
日
ま
で
）

 

開
設
時

間
加
算

 

長
時
間
の

開
設
に

対
す
る

加
算

 
①

 
平
日

 

4
0
9
,0
0
0
円
／
時
間
（
１
日
の

開
設
時
間

の

う
ち
６
時

間
以
上

か
つ
1
8
時
を

超
え
る
時

間

の
年
間
平

均
）

 

②
 
平
日
以
外

の
学
校

休
業
日

等
 

1
8
4
,0
0
0
円
／
時
間
（
１
日
の

開
設
時
間

の

う
ち
８
時

間
以
上

の
時
間

の
年

間
平
均
）

 

た
だ
し
、

年
間
開

設
日
2
0
0
日
以
上
2
5
0
日
未

満
（
登
録

児
童
数
2
0
人
以

上
）

の
場
合
は

①

の
み
適
用

可
と
す

る
。

 

短
期
登

録
児
童

加
算

 

長
期
休
暇

期
間
等

の
短
期

間
の

み

登
録
す
る

児
童
の

受
け
入

れ
に

対

す
る
加
算

 

児
童
１
人

当
た
り
8
,
0
0
0
円
／
年
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障
が
い

児
受
け

入
れ
加

算
 

障
が
い
児

の
受
け

入
れ
に

対
す

る

加
算

 

基
礎
加
算

：
1
,
0
0
9
,0
0
0
円
／
年
 

複
数
受
入

加
算
：

２
人
以

上
受

け
入
れ
る

場

合
1
,
0
0
0,
0
00
円
／
年
 

小
規
模

ク
ラ
ブ

加
算

 

平
均
利
用

児
童
数

が
1
9
人
以
下

の

ク
ラ
ブ
に

２
人
以

上
の
支

援
員

等

を
配
置
す

る
場
合

 

２
人
目
以

降
の
支

援
員
等

に
係

る
人
件
費

相

当
額
（
上

限
6
2
5
,
0
00
円
／
年
）
 

育
成
支

援
体
制

強
化
補

助
 

遊
び
及
び

生
活
の

場
の
清

掃
等

の

運
営
に
関

わ
る
業

務
や
児

童
が

学

習
活
動
を

自
主
的

に
行
え

る
環

境

整
備
の
補

助
等
、

育
成
支

援
の

周

辺
業
務
を

行
う
職

員
の
配

置
等

に

必
要
と
な

る
費
用

に
対
す

る
補

助
 

職
員
の
配

置
等
に

必
要
と

な
る

額
（
１
事

業

者
当
た
り

上
限
7
2
5
,
5
0
0
円
／
年
）

 

   別
表

第
２
（

第
４

条
関

係
）

 
項

目
 

内
容

 
補

助
金
額

 
環

境
改

善
補

助
 

施
設

の
環

境
改

善
に

要
す

る
経

費

に
対

す
る

補
助

（
１

事
業

者
１

回

限
り

）
 

①
現

在
の

施
設

環
境

の
改

善
や

向
上
を

目

的
と

し
た

施
設

移
転

に
要

す
る

経
費

（
上

限
50

,00
0円

）
 

②
現

在
の

施
設

環
境

の
改

善
や

向
上
を

目
的

と
し

た
別

表
３

の
い

ず
れ

か
の
工

事
等

に
要

す
る

経
費

の
１

／
２
（

上
限

15
0,0

00
円
。

10
0円

未
満

切
捨

て
）

 
   

障
が
い

児
受
け

入
れ
加

算
 

障
が
い
児

の
受
け

入
れ
に

対
す

る

加
算

 

基
礎
加
算

：
1
,
0
0
9
,0
0
0
円
／
年
 

複
数
受
入

加
算
：

２
人
以

上
受

け
入
れ
る

場

合
1
,
0
0
0,
0
00
円
／
年
 

小
規
模

ク
ラ
ブ

加
算

 

平
均
利
用

児
童
数

が
1
9
人
以
下

の

ク
ラ
ブ
に

２
人
以

上
の
支

援
員

等

を
配
置
す

る
場
合

 

２
人
目
以

降
の
支

援
員
等

に
係

る
人
件
費

相

当
額
（
上

限
6
2
5
,
0
00
円
／
年
）
 

育
成
支

援
体
制

強
化
補

助
 

遊
び
及
び

生
活
の

場
の
清

掃
等

の

運
営
に
関

わ
る
業

務
や
児

童
が

学

習
活
動
を

自
主
的

に
行
え

る
環

境

整
備
の
補

助
等
、

育
成
支

援
の

周

辺
業
務
を

行
う
職

員
の
配

置
等

に

必
要
と
な

る
費
用

に
対
す

る
補

助
 

職
員
の
配

置
等
に

必
要
と

な
る

額
（
１
事

業

者
当
た
り

上
限
7
2
5
,
5
0
0
円
／
年
）

 

   別
表

２
（
第

４
条

関
係

）
 

項
目

 
内

容
 

補
助

金
額

 
環

境
改

善
補

助
 

施
設

の
環

境
改

善
に

要
す

る
経

費

に
対

す
る

補
助

（
１

事
業

者
１

回

限
り

）
 

①
現

在
の

施
設

環
境

の
改

善
や

向
上
を

目

的
と

し
た

施
設

移
転

に
要

す
る

経
費

 
（

た
だ

し
、

上
限

50
,00

0円
）

 
②

現
在
の

施
設

環
境

の
改

善
や

向
上
を

目
的

と
し

た
別

表
３

の
い

ず
れ

か
の
工

事
等

に
要

す
る

経
費

の
１

／
２

 
（

た
だ

し
、

上
限

15
0,0

00
円
。

10
0円

未
満

切
捨

て
）
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別
表

第
３

（
第

４
条

関
係

）
 

環
境
改

善
等
を

目
的

と
し
た

工
事

等
の
内

容
例
 

１
 
キ

ッ
チ
ン

、
洗

面
所
、

ト
イ

レ
の
リ

フ
ォ

ー
ム
 

２
 
機

械
設
備

工
事

（
給
排

水
衛

生
・
給

湯
・

換
気
・

ガ
ス

設
備
）
、
電
気

設
備

工

事
（
リ

フ
ォ
ー

ム
対

象
工
事

に
よ

る
撤
去

・
移

設
・
取

替
・

新
設
）
 

３
 
部

屋
の
間

仕
切

り
の
変

更
工

事
 

４
 
床

材
、
内

壁
材

及
び
天

井
材

の
張
替

や
塗

装
等
の

内
装

工
事
（

床
は

フ
ロ
ー

リ
ン
グ

、
カ
ー

ペ
ッ

ト
等
。

床
暖

房
（
ガ

ス
や

電
気
式

）
工

事
も
対

象
。

内
装

工
事
と

併
せ
て

行
う

室
内
カ

ー
テ

ン
・
ブ

ラ
イ

ン
ド
の

設
置

は
対
象

）
 

５
 
ふ

す
ま
紙

、
障

子
紙
の

張
替

え
や
畳

の
取

替
え
（

表
替

え
を
含

む
。
）

 

     別
表

第
４

（
第

４
条

関
係

）
 

施
設
運

営
補

助
金

金
額

表
 

年
間

平
均

利
用

児
童

数
（

人
／

年
）

 
補

助
額

（
円

）
 

開
設
日

2
5
0
日

以
上

の
場

合
 

1 
2
,
0
3
6
,0
0
0 

 
（
２
以

下
略
）

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   別
表

第
５

（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内
容

 
補
助
金
額

 

（
削

除
）
 

 
      

別
表

３
（

第
４

条
関

係
）
 

 
N
o
 
環
境
改
善
等
を
目
的
と
し
た
工
事
等
の
内
容
例
 

対 象
 

１
 

２
 

  ３
 

４
 

   ５
 

キ
ッ
チ
ン
、
洗
面
所
、
ト
イ
レ
の
リ
フ
ォ
ー
ム
 

機
械
設
備
工
事
（
給
排
水
衛
生
・
給
湯
・
換
気
・
ガ
ス
設
備
）
、
電
気

設
備
工
事
 

（
リ
フ
ォ
ー
ム
対
象
工
事
に
よ
る
撤
去
・
移
設
・
取
替
・
新
設
）
 

部
屋
の
間
仕
切
り
の
変
更
工
事
 

床
材
、
内
壁
材
及
び
天
井
材
の
張
替
や
塗
装
等
の
内
装
工
事
 

（
床
は
フ
ロ
ー
リ
ン
グ
、
カ
ー
ペ
ッ
ト
等
。
床
暖
房
（
ガ
ス
や
電
気

式
）
工
事
も
対
象
。
内
装
工
事
と
併
せ
て
行
う
室
内
カ
ー
テ
ン
・
ブ
ラ

イ
ン
ド
の
設
置
は
対
象
）
 

ふ
す
ま
紙
、
障
子
紙
の
張
替
え
や
畳
の
取
替
え
（
表
替

え
含

む
。
）
 

   別
表

４
（

第
４

条
関

係
）

 
施

設
運
営

補
助

金
金

額
表

 
年

間
平
均

利
用

児
童

数
（

人
／

年
）

 
補

助
額

 
開

設
日

2
5
0
日

以
上

の
場

合
 

1 
2
,
0
3
6
,
0
0
0
 

 
（
２
以

下
略
）

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   別
表

５
（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内
容

 
補
助
金
額

 

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
係

る
事

業
継

続
支

援
事

業
 

（
１

）
 
事

業
所
の

職
員
や

利
用

者

に
つ

い
て
、

新
型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル

ス
の

感
染
者

や
感
染

者
と
接

触
が

あ
っ

た
者
（

感
染
者

と
同
居

し
て

い
る

場
合
に

限
る
）

が
発
生

し
た

場
合

（
令
和

５
年
４

月
１
日

か
ら

当
該

事
業
の

対
象
経

費
 

た
だ

し
、
１

支
援
の

単
位
当

た
り

の
上

限
額

は
以

下
の
と

お
り
と

す
る
。
 

（
１

）
 

利
用

定
員
1
9
人

以
下
 

 
 

 
 

3
0
0
,
0
0
0

円
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Ｉ
Ｃ
Ｔ
化

推
進
事
業

 

連
絡
帳
の

電
子
化

や
オ
ン

ラ
イ

ン

会
議
や
オ

ン
ラ
イ

ン
を
活

用
し

た

相
談
支
援

に
必
要

な
Ｉ
Ｃ

Ｔ
機

器

の
導
入
等

の
環
境

整
備
に

係
る

経

費
及
び
都

道
府
県

等
が
実

施
す

る

研
修
を
オ

ン
ラ
イ

ン
で
受

講
で

き

る
よ
う
、

必
要
な

シ
ス
テ

ム
基

盤

の
導
入
等

に
係
る

経
費
に

対
す

る

補
助

 

当
該
事
業

の
対
象

経
費
（

１
支

援
の

単
位
当

た
り

上
限
2
5
0
,
0
0
0
円

）
 

 

備
考

 
令
和

６
年
３

月
3
1
日
以
前

に
開

設
し

た
支
援

の
単
位

は
補

助
対

象
外

と
す
る

。
 

 

５
月

７
日
ま

で
の
間

に
お
い

て

は
、

新
型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス

の
感

染
者

や
濃
厚

接
触
者

等
が
発

生
し

た
場

合
。）

に
、
職

員
が
感

染
症

対

策
の

徹
底
を

図
り
な

が
ら
業

務
を

継
続

的
に
実

施
し
て

い
く
た

め
に

必
要

な
、
以

下
の
経

費
に
対

す
る

補
助
 

ア
 

職
員
の

感
染
等

に
よ
る

人

員
不

足
に
伴

う
職
員

の
確
保

等

の
費

用
 

イ
 

職
場
環

境
の
復

旧
・
環

境

整
備

等
に
係

る
消
毒

掃
除
等

の

費
用
 

（
２

）
新
型

コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル

ス
感

染
症

等
の
感

染
症
対

策
の
た

め
に

必
要

と
な
る

改
修
や

設
備
の

整
備

等
に

係
る
経

費
に
対

す
る
補

助
 

利
用

定
員
2
0
人

以
上
5
9
人

以
下
 

4
0
0
,
0
0
0

円
 

利
用

定
員
6
0
人

以
上
 

 
 

 
 

5
0
0
,
0
0
0

円
 

         （
２

）
 

1
,
0
0
0
,
0
0
0
円
（

１
支
援

の
単
位

当
た

り
１

回
ま

で
）
 

な
お

、
（
２

）
に
つ

い
て
は

、
令

和
５

年
３

月
3
1
日

以
前
に

開
設
し

た
支
援
の

単
位

は
補

助
対

象
外
と

す
る
。
 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化

推
進
事
業

 

連
絡
帳
の

電
子
化

や
オ
ン

ラ
イ

ン

会
議
や
オ

ン
ラ
イ

ン
を
活

用
し

た

相
談
支
援

に
必
要

な
Ｉ
Ｃ

Ｔ
機

器

の
導
入
等

の
環
境

整
備
に

係
る

経

費
及
び
都

道
府
県

等
が
実

施
す

る

研
修
を
オ

ン
ラ
イ

ン
で
受

講
で

き

る
よ
う
、

必
要
な

シ
ス
テ

ム
基

盤

の
導
入
等

に
係
る

経
費
に

対
す

る

補
助

 

当
該
事
業

の
対
象

経
費

 

た
だ

し
、
１

支
援
の

単
位
当

た
り

2
5
0
,
0
0
0

円
を

上
限
と

す
る
。
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別
表

第
６

（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内

容
 

補
助

金
額

 

放
課

後
児

童
支

援
員

等
処

遇
改

善
臨

時
特

例
事

業
 

放
課

後
児

童
支

援
員

等
処

遇
改

善

臨
時

特
例

事
業

の
実

施
に

必
要

な

経
費

に
対

す
る

補
助

 

１
支

援
の

単
位

ご
と

に
次

式
に

よ
り
算

出

し
た

額
の

合
計

額
 

1
1
,
0
0
0円

×
賃

金
改

善
対

象
者

数
（
※

）

×
事

業
実

施
月

数
 

※
「

賃
金

改
善

対
象

者
数

」
と

は
、
賃

金

改
善

を
行

う
常

勤
職

員
数

に
、

１
箇
月

当

た
り

の
勤

務
時

間
数

を
就

業
規

則
等
で

定

め
た

常
勤

の
１

箇
月

当
た

り
の

勤
務
時

間

数
で

除
し

た
非

常
勤

職
員

数
（

常
勤
換

算
）

を
加

え
た

も
の

を
い

う
。

な
お
、
「
賃

金
改

善
対

象
者

数
」

に
つ

い
て

は
毎
年

４

月
１

日
現

在
で

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ
に

勤

務
し

て
い

る
職

員
（

経
営

に
携

わ
る
法

人

の
役

員
で

あ
る

職
員

を
除

く
。）

に
よ
り

算

出
す

る
。

た
だ

し
、

毎
年

４
月

２
日
以

降

に
新

規
採

用
等

に
よ

り
、

賃
金

改
善
対

象

者
数

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
場

合
に
は

、

適
宜

賃
金

対
象

者
数

に
反

映
し

、
算
出

す

る
。

 

放
課

後
児

童
支

援
員

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
処

遇
改

善
事

業
 

放
課

後
児

童
支

援
員

キ
ャ

リ
ア

ア

ッ
プ

処
遇

改
善

事
業

の
実

施
に

必

要
な

経
費

に
対

す
る

補
助
 

１
支

援
の

単
位

当
た

り
年

額
（

１
）

～

（
３

）
の

合
計

額
（

１
支

援
の

単
位

当
た

り
上

限
9
1
9
,
0
0
0
円

）
 

(
１

)
 

放
課

後
児

童
支

援
員
を

配
置

 

 
対

象
職

員
１

人
当

た
り

 
13
1
,
0
0
0
円
 

(
２

)
 

概
ね

経
験

年
数

５
年
以

上
の

放
課

後
児

童
支

援
員

で
、

一
定

の
研

修
を

受
講

し
た

者
を

配
置
 

 
対

象
職

員
１

人
当

た
り

 
26
3
,
0
0
0
円
 

(
３

)
 

(
２

)
の

条
件

を
満

た
す

概
ね

経
験

別
表

６
（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内

容
 

補
助

金
額

 

放
課

後
児

童
支

援
員

等
処

遇
改

善
臨

時
特

例
事

業
 

放
課

後
児

童
支

援
員

等
処

遇
改

善

臨
時

特
例

事
業

の
実

施
に

必
要

な

経
費

に
対

す
る

補
助

 

１
支

援
の

単
位

ご
と

に
次

式
に

よ
り
算

出

し
た

額
の

合
計

額
 

1
1
,
0
0
0円

×
賃

金
改

善
対

象
者

数
（
※

）

×
事

業
実

施
月

数
 

※
「

賃
金

改
善

対
象

者
数

」
と

は
、
賃

金

改
善

を
行

う
常

勤
職

員
数

に
、

１
箇
月

当

た
り

の
勤

務
時

間
数

を
就

業
規

則
等
で

定

め
た

常
勤

の
１

箇
月

当
た

り
の

勤
務
時

間

数
で

除
し

た
非

常
勤

職
員

数
（

常
勤
換

算
）

を
加

え
た

も
の

を
い

う
。

な
お
、
「
賃

金
改

善
対

象
者

数
」

に
つ

い
て

は
毎
年

４

月
１

日
現

在
で

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ
に

勤

務
し

て
い

る
職

員
（

経
営

に
携

わ
る
法

人

の
役

員
で

あ
る

職
員

を
除

く
。）

に
よ
り

算

出
す

る
。

た
だ

し
、

毎
年

４
月

２
日
以

降

に
新

規
採

用
等

に
よ

り
、

賃
金

改
善
対

象

者
数

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
場

合
に
は

、

適
宜

賃
金

対
象

者
数

に
反

映
し

、
算
出

す

る
。

 

（
新

規
）
 

          

 

- 130 -



年
数

1
0
年

以
上

の
放

課
後

児
童

支
援

員

で
、

事
業

所
長

（
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
）

的
立

場
に

あ
る

者
を

配
置
 

 別
表

第
７

（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内
容

 
補
助
金
額

 

（
削

除
）
 

 
     

性
被

害

防
止

対

策
に

係

る
設

備

等
支

援

事
業

 

 

性
被

害
防

止
対

策
に

係
る

設
備

等
支

援
事

業
を

実
施

す
る

た
め

に
必

要
な

経
費

に
対

す
る

補
助

 

 

経
費

の
４

分
の

３
を

補
助

す
る

。
（

１
支

援
の

単
位

当
た

り
上

限
7
5
,
0
00
円

）
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

   

 別
表

７
（
第
４
条
関
係
）

 

項
目

 
内
容

 
補
助
金
額

 

送
迎

用
車

両
安

全
装

置
設

置
補

助
 

安
全

装
置

等
の

購
入

費
（

運
搬

費
、

設
置

・
据

え
付

け
費

、
工

事

費
を

含
む

）
、

リ
ー

ス
料
、

導
入

費
用

に
対

す
る

補
助

 

当
該

事
業

の
対

象
経

費
 

た
だ

し
、

送
迎

用
車

両
一

台
当

た
り

8
8
,
0
0
0
円

を
上

限
と

す
る
。

 
 

（
新

規
）

 
       

 

 
備

考
 

令
和
６

年
３
月
3
1
日
ま

で
に

完
了

し
た
事

業
の
み

を
補

助
対

象
と

す
る
。
 

  

 
 

 
附

 
則

 
 

こ
の
要

綱
は

、
令

和
６

年
４

月
１
日

か
ら

施
行

す
る

。
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議案第 11 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価を実施するにあたり、

実施方針及び評価対象を定めたいため

令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価実施方針及

び評価対象について

令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価実施方針及び評価対象

について、議決を求める。

令和６年４月19日提出

　提案理由
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令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価実施方針 

及び評価対象について 

 

 

１ 趣旨 

  令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価を実施するに

あたり、実施方針及び評価対象を決定したい。 

 

 

２ 実施方針案 

  別紙のとおり 

 

 

３ 評価対象事業 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３の規定により策定し

た「海老名市教育大綱」に掲げられている、教育施策の５つの柱として位置

付けた２１事業を点検・評価対象としたい。 

  なお、点検・評価を行う事業の目的及び内容については、その進捗状況等

に応じて適宜見直しを図ることとする。 

   

海老名市教育大綱 

  海老名市の教育、学術及び文化芸術に関する総合的な施策の大綱 

 
 
４ 点検・評価の方法 

評価対象となる取組を担当課が自己評価し、外部評価者による評価（知見

の活用）を経て、教育委員会が総合的に点検・評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 ４ 月 1 9 日 
定 例 教 育 委 員 会 資 料 
教 育 総 務 課 総 務 係 
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５ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（大綱の策定等） 

第１条の３ 地方公共団体の長は、教育基本法第17条第一項に規定する基本的

な方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及

び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（以下単に「大綱」という。）を

定めるものとする。 

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、

あらかじめ、次条第一項の総合教育会議において協議するものとする。 

３ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

４ 第１項の規定は、地方公共団体の長に対し、第21条に規定する事務を管理

し、又は執行する権限を与えるものと解釈してはならない。 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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令和６年度（令和５年度対象）教育委員会事務の点検・評価実施方針 

 

 令和６年度（令和５年度対象）の点検・評価を行うにあたり、下記のとおり実施するも

のとする。 

 

１ 目的 

  教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、

その結果に関する報告書を議会に提出し、公表することにより、効果的な教育行政の推

進に資するとともに、住民への説明責任を果たしていく。 

 

２ 評価対象とする施策・事業について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３の規定により策定した「海老名

市教育大綱」に掲げられている、教育施策の５つの柱として位置付けた２１事業を点

検・評価対象としたい。 

なお、点検・評価を行う事業の目的及び内容については、その進捗状況等に応じて適

宜見直しを図ることとする。 
 

３ 点検・評価方法について 

  ＰＤＣＡサイクルに則り、評価対象の事業についての目的・計画（＝ＰＬＡＮ）に対

する実績（＝ＤＯ）を比較し、担当課評価を行う。 

外部評価者から施策及び主な事業に対する意見を聴取し、これを取りまとめる。 

教育委員会は、担当課評価と外部評価者の意見を踏まえ、総合的に点検・評価を行う。

（＝ＣＨＥＣＫ） 

教育委員会による総合的な評価を踏まえ、改善事項を記載し、次年度の取組に反映さ

せる。（＝ＡＣＴ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事業の評価について 

各事業について、「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」の３段階での評価を行い、あわせて、課題や今

後の方向性を踏まえた上で、コメントを記載します。 

更に、進捗状況についても評価を行い、次年度への取組について拡大・継続・縮小

等により方向性を示します。 

また、それらを踏まえた上で、教育委員会としての総合的な評価を記載します。 

 

なお、３段階の評価の目安は以下のとおりです。 

  Ａ ・・・ 目的・計画を上回る成果が表れている。 

  Ｂ ・・・ 目的・計画どおりの成果が表れている。 

  Ｃ ・・・ 目的・計画した成果が表れていない。 

（案） 
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４ 外部知見の活用 

  「えびなっ子しあわせ懇談会委員」に依頼する。 

  委 員 備   考 

高村 恵  元海老名市立中学校長 

小田島 恵子  元海老名市立中学校ＰＴＡ会長 

掛川 忠良  学識経験者 

横田 淳子  元海老名市立小学校教頭 

三田 英樹  元海老名市立中学校ＰＴＡ会長 

 

５ 議会への提出及び市民への公表 

  ９月下旬ごろ市議会への提出を予定。その後、市ホームページにて公表する。 

 

６ スケジュール（予定） 

  ４月19日       方針及び対象事業の決定（教育委員会定例会） 

４月下旬～５月下旬  担当課評価の作成・取りまとめ 

６月上旬～７月上旬  外部知見の活用（えびなっ子しあわせ懇談会） 

７月中旬～８月中旬  教育委員会の評価 

８月26日       報告書の決定（教育委員会定例会） 

  ９月18日       政策会議 報告 

９月27日       最高経営会議 報告 

９月27日以降     市議会へ提出 

 

 

 

 ※参考 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 （抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）  

第２６条  教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとと

もに、公表しなければならない。  

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 
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各種教育計画（イメージ図） 

 

 

- 137 -



教育施策の
５つの柱

事業名 事業概要 担当課
えびな未来創造プラン2020
での位置付け（めざす姿）

①新たな学校の枠組みづくりの推進

学校経営の在り方と
主体的な予算編成の
検討

　学校教育目標を軸に、地域に根差した特色ある学
校づくりを目指し、海老名の子どもの豊かな「学
び」と「育ち」を保障するために、各校の校長の裁
量権を拡大し、効果的な学校予算編成を行うととも
に、持続可能な枠組みの在り方を研究します。

教育支援課

⑦　「小学校・中学校のつなが
り」「地域・学校のつながり」
が充実し、子どもの豊かな「学
び」「育ち」が図られていま
す。

学校のＤＸ化の促進

　校務のIT化をさらに進めるとともに、子どもひと
りひとりに合った教育や指導を行うために、学校教
育活動のあらゆる場面で１人１台端末の活用を進め
ます。授業ではデジタル教材やMEXCBTを使い、個人
に合わせた学習や協働的な学びに活用します。ま
た、保護者へのメールサービス「SumaMachi」を活
用し、学校の様々な連絡事項や不審者情報などを即
時提供します。

就学支援課
教育支援課

⑦　「小学校・中学校のつなが
り」「地域・学校のつながり」
が充実し、子どもの豊かな「学
び」「育ち」が図られていま
す。

「幼保小の架け橋プ
ログラム」の導入

　小学校、幼稚園、保育園等が連携し、架け橋期
（５歳児から小学校１年生の２年間）のひとりひと
りの多様性に配慮した上で全ての子どもに学びや生
活の基盤を育むことを目指し、スタートカリキュラ
ムを全小学校で研究・推進していきます。

教育支援課

⑦　「小学校・中学校のつなが
り」「地域・学校のつながり」
が充実し、子どもの豊かな「学
び」「育ち」が図られていま
す。

新たな部活動の在り
方の検討

　持続可能な部活動のあり方と生徒の部活動の充実
の観点から、学校や地域の実態に応じて、各団体・
保護者・民間事業者等の協力のもと、学校と地域が
協働・融合した形での地域における部活動環境整備
を進めます。

教育支援課

⑦　「小学校・中学校のつなが
り」「地域・学校のつながり」
が充実し、子どもの豊かな「学
び」「育ち」が図られていま
す。

②包摂性の高い教育的・社会的支援の推進

インクルーシブ教育
の推進

　個別の教育支援計画の作成等を通じた教育的ニー
ズの適切な把握をもとに、すべての子どもたちひと
りひとりの多様性に対応した、学びやすい環境、わ
かりやすい授業、安全で安心できる居場所を目指し
ます。

教育支援課

⑧　支援を必要とする児童生徒
が、安心して、充実した学校生
活が送れるよう、支援体制の整
備・充実が図られています。

不登校支援体制の充
実

　スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーの活用推進や、校内別室支援体制の充実等によ
る不登校の未然防止を図ります。また、不登校の子
どもたちが安心して過ごすことができる多様な学び
の場の拡充を官民協働で進めていきます。

教育支援課

⑧　支援を必要とする児童生徒
が、安心して、充実した学校生
活が送れるよう、支援体制の整
備・充実が図られています。

スクールライフサ
ポートの充実

　経済的な理由で就学困難な家庭に対し、学用品費
や給食費、校外活動費、修学旅行費など、学校生活
に必要な費用の一部を援助し、保護者の経済的負担
の軽減を図ります。

就学支援課

⑧　支援を必要とする児童生徒
が、安心して、充実した学校生
活が送れるよう、支援体制の整
備・充実が図られています。

ライフ・スタディサ
ポートの推進

　生活困窮世帯に属する中学生に対し、学習支援や
生活支援、進学に関する支援を実施することで、子
どもの高等学校等への進学や社会的自立を促し、貧
困の連鎖を防止します。

学び支援課

２－３　地域福祉の充実
⑤　生活困窮者自立支援の取り
組みにより、セーフティネット
の充実が図られています。

③「えびなっ子しあわせプラン」の推進

授業改善の実践

「主体的・対話的で深い学び」を追求するため
に、市内教員がその視点からの学習過程を見直し、
小中接続の観点からも、ともに授業を工夫・改善し
ていく取組を推進します。また、個別最適な学びと
協働的な学びを実現するために、１人１台端末の各
教科等の指導における効果的な活用方法等について
研究します。

教育支援課

⑤　教職員の主体的な研究活動
を支援するとともに、教職員に
対する効果的な研修を実施する
ことにより、教育指導・支援の
充実が図れています。

教育支援体制の充実

すべての子どもを対象とした教育支援体制の構築
についての研究・協議を進めてまいります。また、
個別の教育支援計画シートの有効活用、不登校の子
どもたちへの多様な学習支援、いじめ問題への具体
的な対応策の拡充等について研究してまいります。

教育支援課

⑧　支援を必要とする児童生徒
が、安心して、充実した学校生
活が送れるよう、支援体制の整
備・充実が図られています。

特色ある学校づくり
の推進

　「特色ある教育活動」実践に向けたカリキュラム
マネジメントを展開できるようにするため、「教育
課程編成」「地域との連携協働」等について研究
し、具体的な取組につなげてまいります。

教育支援課

⑦　「小学校・中学校のつなが
り」「地域・学校のつながり」
が充実し、子どもの豊かな「学
び」「育ち」が図られていま
す。

海老名市教育大綱　５つの柱に掲げる21事業
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教育施策の
５つの柱

事業名 事業概要 担当課
えびな未来創造プラン2020
での位置付け（めざす姿）

④子どもと大人がともに学ぶ機会の充実

子ども・学校支援事
業の実践

えびなっ子スクールやあそびっ子クラブ等の実施
を通して、学校と地域の連携を図り、地域ぐるみで
子どもたちのしあわせを育みます。また、学校応援
団が地域の力を引き出すことで、子どもたちと地域
が共に成長できる社会を目指します。

学び支援課

⑦　「小学校・中学校のつなが
り」「地域・学校のつながり」
が充実し、子どもの豊かな「学
び」「育ち」が図られていま
す。

若者の活躍と市民活
動への参加促進

次世代の担い手である中・高校生や大学生を中心
に自分たちがやりたいこと、住みたいまちの実現に
向けた探究活動の場の提供や、地域及び学校の事業
に次世代のメンターとして関わりを持つことで、若
者の活躍と市民活動への参加促進を目指します。

学び支援課

⑪　子どもたちの社会教育活動
の充実を図るため、補助支援を
継続しつつ、自発的な活動を支
援しています。

社会教育計画の再構
築

社会教育関係団体の連携や地域での社会教育活動
の充実、学習機会の充実を図ることにより、地域の
大人が子どもたちへの関わりを通してより強いつな
がりをもち、子どもと大人がともに育つ社会の構築
を目指します。

学び支援課

⑪　子どもたちの社会教育活動
の充実を図るため、補助支援を
継続しつつ、自発的な活動を支
援しています。

特色ある図書館運営
の推進

中央図書館は「新しい学びが見つかる空間」とし
て、有馬図書館及び門沢橋コミュニティセンターは
「学びとコミュニティの空間」として、それぞれの
立地条件や地域の特性を生かした運営を行うこと
で、様々な人々が集う知の拠点を目指します。

学び支援課

⑩　図書館は、子どもから大人
まで、多くの市民が集う「学
び」と「育ち」が図られていま
す。

文化財の保護と積極
的な活用

市内に存する文化財のうち重要なものについて、
市指定重要文化財や市登録文化財として保存を進
め、次世代に引き継ぎます。また、国史跡相模国分
寺跡・尼寺跡の公有地化を行い、保存活用を進めま
す。歴史資料等のデジタル化や「相模国分寺跡あそ
びのひろば」の開催など、積極的に文化財を活用
し、市内外に海老名の歴史文化財を伝えます。

教育総務課

⑮　温故館や相模国分寺跡など
は、海老名駅北口などからのア
クセス向上や、内容の充実によ
り、海老名の歴史・文化財の情
報発信拠点となっています。
⑯　誰もがいつでも必要な資料
を閲覧できるように、歴史資料
のデジタル化や積極的な公開を
継続しています。

⑤新たな学校施設への取組と子育て環境の充実

積極的な学校再編計
画の推進

「持続可能」で子どもたちにとって「夢」のある
学校の実現に向けた施設整備を進めるため、児童生
徒の人口推計を的確にとらえながら、新築、統合及
び一貫校化を含めた積極的な学校再編の方向性を、
海老名市学校施設再整備計画の見直しにあわせて、
再整備計画に反映します。

教育総務課

①　学校施設の再整備などを通
じ、子どもたちが安全で快適な
学校で学習できるような教育環
境の維持向上が図られていま
す。

健康・安全安心のた
めの環境整備

老朽化した樹木の伐採及び剪定、校舎及び屋内運
動場のＬＥＤ化、庁内他課との連携による健康管理
データの活用、青色パトロール車による巡回パト
ロール等を通して、子どもがいきいきと学べる学習
環境・のびのびと生活できる生活環境を整備しま
す。

教育総務課
就学支援課

①　学校施設の再整備などを通
じ、子どもたちが安全で快適な
学校で学習できるような教育環
境の維持向上が図られていま
す。
⑧　支援を必要とする児童生徒
が、安心して、充実した学校生
活が送れるよう、支援体制の整
備・充実が図られています。

魅力ある学校給食の
実現

学校給食献立コンテストの優秀作品の献立化等、
子どもたちが食べたいと思う、魅力的かつ安全安心
な給食の提供に努め、海老名の子どもたち一人ひと
りの「おいしい笑顔」の実現を目指します。

就学支援課
③　地産地消で安全安心かつ、
栄養バランスのとれた美味しい
給食が提供されています。

保護者負担経費軽減
策の充実

　使用頻度の低い彫刻刀や柔道着の購入費や小学校
１年生及び中学校１年生の教材費の公費負担、中学
校ジャージのコンペティション等を行うなど、「海
老名市保護者負担経費の在り方についての方針」に
基づく、保護者負担経費の更なる適正化を図りま
す。

就学支援課
教育支援課

⑧　支援を必要とする児童生徒
が、安心して、充実した学校生
活が送れるよう、支援体制の整
備・充実が図られています。

放課後児童クラブの
充実

学童保育クラブの「質」及び「定員」の充実を図
るための支援を行うことで、子どもたちが安全に放
課後を過ごすことができる場を提供します。

学び支援課

⑬　学童保育のニーズは、今後
も増加が見込まれるため、受け
入れ先の確保ができるよう支援
を行っています。

- 139 -



議案第 12 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　市長部局における個別施設計画の改定に合わせ、教育委員会所管施設の個別施設計

画の改定を行いたいため

教育委員会所管施設の個別施設計画の改定について

教育委員会所管施設の個別施設計画の改定にあたり、素案を定めたため、議決を求

める。

令和６年４月19日提出

　提案理由
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教育委員会所管施設の個別施設計画の改定について 
 
「海老名市公共施設再編（適正化）計画」が令和６年２月に改定されたことに

伴い、その下位計画である、各施設の状況や再整備の方針など示した「個別施設

計画」の改定を行います。 
 
 
１ 教育委員会が所管する施設の個別施設計画 

計画名 対象施設 所管課 

海老名市学校施設再整備計画 小中学校 
食の創造館 

教育総務課 
就学支援課 

海老名市個別施設計画 
（教育施設（文化財施設）） 

歴史資料収蔵館 
旧今福家住宅 
温故館 
文化財収蔵庫 

教育総務課 

海老名市個別施設計画 
（教育施設（その他）） 教育支援センター 教育支援課 

海老名市個別施設計画 
（教育施設（図書館）） 

中央図書館 
有馬図書館 学び支援課 

 
 
２ 改定の趣旨 

計画策定後、現在までの人口動態や施設の改修状況や老朽化状況などを踏

まえ、所要の改定を行いたいものです。 

 

 

３ 改定の要点 

(１) 学校施設再整備計画 

   ・再整備計画策定後に建築された今泉小学校西棟や食の創造館別館を対

象施設として追加 

   ・他公共施設の個別施設計画と合わせ、概ね５年ごとに見直し 

   ・海老名市人口推計が修正されたため、児童生徒推計についても見直し 

・学校施設再整備方針の見直し 

・その他、劣化状況を示した学校施設建物情報一覧や施設整備の短期計

画などを現状にあわせて修正・追加 

 

令和６年４月 1 9 日 

定例教育委員会資料 

教育総務課施設係ほか 
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(２) 教育施設の個別施設計画 

建物の施設改修状況や劣化状況にあわせた時点修正 

 

 

４ 改定案 

別紙のとおり 

 

 

５ スケジュール（予定） 

  令和６年４月 19 日  定例教育委員会（素案の決定） 

            23 日  最高経営会議（報告） 

         24 日  個別施設計画のパブリックコメント開始 

５月 31 日まで 

      ８月頃    改定最終案決定 

 

 

【参考：計画の位置付け】 
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協議事項３

海老名市学校施設再整備計画の
改定について

学校施設再整備計画の改定

●学校教育施設の整備方針や将来のあり方、方向性を示した「海老名
市学校施設再整備計画」を平成30年９月に策定
●上位計画である「海老名市公共施設再編（適正化）計画」が今年２
月に改定されたため「海老名市学校施設再整備計画」についても見直
しを図ります。

10- 143 -- 143 -



現行の「学校施設再整備計画」

「持続可能」な「夢」のある計画
本計画は、学校施設の再整備を行うことで、本市の「持続可能」な行政運営を可

能とするとともに、現在及び未来のえびなの子どもたちに「夢」を与えることがで
きる計画としています。

●計画期間は、平成31年度（2019）〜令和40年（2058）年度までの
40年間

●市立学校19校（小学校13校、中学校６校）及び食の創造館を対象と
しています。

対象棟数は77棟、延床面積合計約11.5万㎡です。

●児童生徒数の推移などを踏まえ、概ね10年ごとに見直しを図ります。

●学校施設再整備計画策定後に建築された今泉小学校西棟や
食の創造館別館を計画対象施設として追加します。

学校施設再整備計画改定のポイント

●他公共施設の個別施設計画とあわせ、概ね５年ごとに見直しを
図ります。

●海老名市人口推計が上方修正（目標人口令和２０年をピー
クに１５万人）されたことに伴い、児童生徒推計についても見直
します。

●その他、劣化状況を示した学校施設建物情報一覧や施設整備の短期
計画などを現状にあわせて時点修正を行います。

●学校施設再整備方針を見直します。

11- 144 -- 144 -
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柏ケ谷
エリア

今泉
エリア

海西
エリア

海老名
エリア

大谷
エリア

有馬
エリア

学校施設再整備方針（現行）

新校舎

20年後 40年後10年後
40年後

児童生徒
増減

移転
統合

施設一体型
小中一貫校

長寿命化改修

外部・内部改修・重点整備
（LED化、木質化、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ化）

校舎新築による
機能向上

改築時に
減築・複合化

外部・内部改修・重点整備
（LED化、木質化、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ化）

長寿命化改修

近隣公共施設との連携

増加対応（増築）

改築時に
減築・複合化

みんなの学校

外部・内部改修・重点整備
（LED化、木質化、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ化）長寿命化改修

施設一体型
小中一貫校

エリア

●児童生徒の推計により、将来の学校施設のあり方の方向性を示して
います。

柏ケ谷
エリア

今泉
エリア

海西
エリア

海老名
エリア

大谷
エリア

有馬
エリア

学校施設再整備方針（見直し案）

20年後 40年後10年後40年後
児童生徒

増減

移転
統合

施設一体型
小中一貫校

校舎新築による
機能向上

増加対応（プレハブ校舎）

外部・内部改修・重点整備
（木質化、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ化）長寿命化改修

施設一体型
小中一貫校

エリア

施設一体型
小中一貫校

●地域の実情に応じて、「小中一貫校」「長寿命化」「新設」などの
方向性を示しています。

近隣公共施設との連携

幼稚園保育園との連携

柔軟な学区設定

既存の枠組みにとらわれ
ない他市町村との連携

の検討を進めます！

全体的な方向性
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４月２４日（水）から５月３１日まで
パブリックコメントを実施

今後のスケジュール

８月ころ

よりよい学習環境整備のため、今後も定期的に学校施設
再整備計画の見直しを図ってまいります。

改定最終案の決定︕︕

皆様からのご意見を踏まえ。。。
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海老名市個別施設計画（市民利用施設）―概要版― 令和６年８月改定 
 

1 
 

 海老名市個別施設計画（市民利用施設）―概要版― 
１ 計画の位置づ け（背景・目的）及び内容 

本市では、平成 28 年度に「海老名市公共施設再編（適

正化）計画」（以下「再編計画」とする。）を策定し、

各施設の方向性を踏まえた個別施設計画の策定や、必要

な方策を検討し、具体化を進めることとしています。 

今回、再編計画を令和６年２月に改定したことに合わ

せて、下位計画である個別施設計画においても、現状の

把握・分析を行い、施設のあり方について再検討しまし

た。 

 

２ 対象施設及び 計画期間  

 
２-１ 対象施設  
 

№ 施設類型 施設数 棟数 延床面積 全体に占める床面積割合 

１ 行政系施設 ３ ４ 19,831 ㎡ 7.9% 

２ 消防施設 19 22 9,346 ㎡ 3.7% 

３ 学校教育施設 21 80 123,569 ㎡ 49.3% 

４ 地域コミュニティ施設 15 16 22,502 ㎡ 9.0% 

５ 教育施設 ７ ７ 6,475 ㎡ 2.6% 

６ 文化スポーツ施設 11 12 32,753 ㎡ 13.1% 

７ 保健医療福祉施設 12 17 13,111 ㎡ 5.2% 

８ 産業振興施設 ２ 3 657 ㎡ 0.3% 

９ 環境施設 ２ 8 3,884 ㎡ 1.5% 

10 市営住宅※ ７ 11 8,037 ㎡ 3.2% 

11 その他施設 16 16 10,699 ㎡ 4.3% 

計 115 196 250,864 ㎡ 100％ 

※借上げ住宅４施設を含む。 
 
２-２ 計画期間 

上位計画である再編計画の対象期間と同様に概ね 40 年間を見据えた内容で、概ね５年ごとに検討・見直しをします。 
 

３ 施設の状況 

№ 項目 内容 

３－１ 位置づけ・活用状況等 対象施設の「位置づけ」、「概要や活用状況」、「役割」の内容を整理し掲載しています。 

３－２ 配置 海老名市域全体図に対象施設の位置を落とし込むとともに、敷地分析を掲載しています。 

３－３ 劣化状況等 対象施設の各部位毎に「点検結果」、「改修履歴」及び「劣化状況評価」を掲載しています。 

３－４ 点検による維持管理 対象施設の維持管理のために必要な点検を実施し、施設の状態把握に努めます。 

■個別施設計画の体系図 
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海老名市個別施設計画（市民利用施設）―概要版― 令和６年８月改定 

2 
 

2023
（R5）

2024
（R6)

2025
（R7)

2026
（R8)

2027
（R9)

2028
（R10)

2029
（R11)

2030
（R12)

2031
（R13)

2032
（R14）

北部大型防災備蓄倉庫 - 9

中部大型防災備蓄倉庫 - 9

南部大型防災備蓄倉庫 - 9

通常維持費（小規模修繕費等）

施設名 建物名
【1期】2023（R5)～2032（R14)

44

13

単純
集計 40

消費
税込

複数部位を同時に
実施する場合

大規模改修

新築・建替え 解体

設計 工 事・監 理

設計

２年目１年目 ３年目

工 事・監 理 解体工事

※４ 既存敷地に建替えスペース

が確保できる場合

（新築・解体）

※３ 既存敷地に建替えスペース

が確保できない場合

設計
工事・監理解体工事

（新築・解体）

種 類 構 成

外部改修

空調改修

設備改修

リース

（例：外部・空調を同時実施）

凡例

設計 仮設建 物 工 事・監 理

※２ 仮設の建物が必要な工事
の場合

２年目１年目 ３年目

２年目１年目 ３年目

２年目１年目

初年度設計、次年度工事を基本構成とする

工事

１年目

※１ 設計を含まず、工事のみ

の場合

廃止

４ 施設に係る基 本的な方針等  

対象施設について、異なるニつの指標を組み合わせた分析結果を踏まえ、再編・再整備の方針内容を掲載しています。 
■再編の検討方針に係る「評価視点・評価・評価基準」         ■再編の方針と評価イメージ 

 

 

５ 対策内容と実 施時期等  

 
５-１ 対策内容と実施時期 

各施設の目標耐用年数に基づいて設定した 10 年間における目安の工事時期及び概算金額を掲載しています。 

 ※事業化の際は時点の実情に応じた再検討が必要となります。 

 

 

 

 
 
 
 
５-２ 建物情報一覧表 
 

 

                                  

                                   

 
  

評価視点 評価 評価基準 

建築物性能 

A 
定期的なメンテナンスや改修等により、適切に維持
管理されている。 

B 
部分改修、大規模改修工事の時期に到達しているが
未改修、または 5 年以内に改修時期に到達する。 

C 目標耐用年数の残り年数が 10 年を切っている。 

行政 
サービスの 
義務レベル 

A 
民間参入の見込みがない、あるいは少なく、今後も
継続して行政サービスを行う必要がある。 

B 
民間参入の見込みはあるが、今後も継続して行政サ
ービスを行う必要がある。 

C 
行政サービスの提供は必要ではあるが、民間活用や
広域連携といった運用見直しが可能である。 

Ｄ 
民間活用等や広域連携による代替が有益と判断でき
る。 

Ｅ 
利用の低迷や設置当初の目的を果たしたと見なせ
る。 

旧々耐震基準（1971年以前）

旧耐震基準（1981年以前）

凡例

耐震基準 避難所施設等
避難：避難所予定施設
福祉：福祉避難所予定施設
一時：一時滞在所予定施設
医療：災害時医療救護関連施設

借地の有無
〇：当該建物の運営に関連する土地に

借地がある場合
（敷地から離れた駐車場等含む）

－：借地無し
※  建物ごとに敷地が分かれていない

施設に借地がある場合は全ての建
物に〇を付ける

構造
ＲＣ造：鉄筋コンクリート造
Ｓ造：鉄骨造
ＳＲＣ造：鉄骨鉄筋コンクリート造
ＲＣ+Ｓ造：鉄筋コンクリート造、

一部鉄骨造
ＬＧＳ造：軽量鉄骨造
ＣＢ造：コンクリートブロック造
Ｗ造：木造

整備水準
評 価視 点及び

評 価

有
無

指

定
期

間

末
の

年

度
地
上

地
下

西
暦

和
暦

耐

震
基

準

診
断

補
強

北部大型防災備蓄倉庫 - - - - S造 1 - 280 2011 H23 新 不要 不要 B A A A B B B - ○ B A 見直し

中部大型防災備蓄倉庫 - - - - S造 1 - 288 2012 H24 新 不要 不要 B A A A B B B - ○ B A 見直し

南部大型防災備蓄倉庫 - - - - S造 1 - 286 2013 H25 新 不要 不要 B A A A B B B - ○ A A 存続

建
築

物

性

能

指定管理

借
地

の
有

無

昇

降

機

そ

の

他

設

備

屋
根

・

屋
上

外
壁

屋

上
・

壁

面
緑

化

省

エ
ネ

ガ

ラ
ス

・

サ

ッ
シ

内

部
仕

上

電

気
設

備

給

排
水

衛
生

設

備

再編方針

行
政

サ
ー

ビ
ス
の

義

務

レ
ベ
ル

冷

暖
房

換
気

設

備

太
陽

光
発

電

ス

ロ
ー

プ

L

E

D

外
部

開
口

部

自

家
発

電

主

要
諸

室
空

調

化

多

目

的
ト

イ

レ

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

点

字

ブ
ロ

ッ
ク

避

難

所
施
設
等

施設名

建物基本情報

建物名

耐震安全性

延床

面積

（㎡）

構造躯体の

健全性

構造

建設年度階数

劣化状況評価

建築物性能と行政サービスの義務レベルは
「４－１ 再編・再整備等に係る分析手法」による。

整備水準
〇：該当設備がある

：該当設備なし
※ 省エネガラス・サッシ及びＬＥＤは対象物の概ね過半以上が整備されていれば〇を付ける。

劣化状況評価は
「３－３ ■劣化状況評価の基準」による。

建築物性能
高

低

行政サービスの
義務レベル

高低

ABCDE

A

C

B

存続移譲

廃止

見直し

改築

民間事業者または
地域社会に機能を
移転すること

解体撤去して機能
を廃止すること

機能維持のため現
況施設を維持する
こと

機能維持のため公
共建築物を建て替
えること

（集約・複合化）
他の公共施設を集
約し、機能を見直
すこと
（用途変更）
用途変更により機
能を見直すこと

- 150 -



海老名市個別施設計画（市民利用施設）―概要版― 令和６年８月改定 
 

3 
 

■個別施設計画一覧 
№ 計画名 施設所管課 策定年度 備考 

１ 海老名市個別施設計画（大型防災備蓄倉庫） 危機管理課 Ｒ３  

２ 海老名市個別施設計画（行政系施設） 財産・車両課 Ｒ１  

３ 海老名市個別施設計画（地域コミュニティ施設（えびな市民活
動センター）) 市民活動推進課 Ｒ４  

４ 海老名市個別施設計画（地域コミュニティ施設（コミュニティ
施設等）） 地域づくり課 Ｒ４  

５ 海老名市個別施設計画（その他施設（えびな安全安心ステーシ
ョン）） 地域づくり課 Ｒ４  

６ 海老名市個別施設計画（文化スポーツ施設（文化施設）） 文化スポーツ課 Ｒ３  

７ 海老名市個別施設計画（文化スポーツ施設（スポーツ施設）） 文化スポーツ課 Ｒ３  

８ 海老名市個別施設計画（保健医療福祉施設（海老名市医療セン
ター）） 健康推進課 Ｒ４  

９ 海老名市個別施設計画（保健医療福祉施設（高齢者福祉施設）） 地域包括ケア推進課 Ｒ３  

10 海老名市個別施設計画（保健医療福祉施設（障がい者福祉施
設）） 障がい福祉課 Ｒ３  

11 海老名市個別施設計画（行政系施設（えびなこどもセンター）） こども育成課 Ｒ３  

12 海老名市個別施設計画（保健医療福祉施設（保育園）） 保育・幼稚園課 Ｒ３  

13 海老名市個別施設計画（産業振興施設） 農政課 Ｒ４  

14 海老名市個別施設計画（環境施設） 資源対策課 Ｒ４  

15 海老名市市営住宅等長寿命化計画 住宅まちづくり課 Ｈ21 令和 6 年 3 月改定 

16 海老名市個別施設計画（その他施設（海老名中央公園地下駐車
場）） 都市施設公園課 Ｒ３  

17 海老名市個別施設計画（その他施設（自転車等駐車場）） 都市施設公園課 Ｒ３  

18 海老名市個別施設計画（その他施設（海老名駅西口公衆トイ
レ）） 都市施設公園課 Ｒ３  

19 海老名市個別施設計画（消防施設） 消防総務課 Ｒ１  

20 海老名市学校施設再整備計画 教育総務課・就学支援課 Ｈ30  

21 海老名市個別施設計画（教育施設（文化財施設）） 教育総務課 Ｒ４  

22 海老名市個別施設計画（教育施設（教育支援センター）） 教育支援課 Ｒ４  

23 海老名市個別施設計画（教育施設（図書館）） 学び支援課 Ｒ４  

― 海老名市個別施設計画（海老名駅自由通路） 都市施設公園課 Ｒ４ インフラ施設 
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■施設別対策概要（10 年間） 
※本概要版では、各施設の主な実施内容を抜粋し掲載しています。 
①行政系施設（３施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

本庁舎 Ａ Ａ 存続      大規模改修    

えびなこどもセンタ
ー 

Ｂ Ａ 見直し  空調改修      大規模改修 

今里給油所 Ａ Ａ 存続 設備 
改修 

         

 

 

②消防施設（19 施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

消防庁舎 Ａ Ａ 存続      大規模改修    

消防署北分署 Ｂ Ａ 見直し  空調 
改修 

      外部 
改修 

 

消防署南分署 Ｂ Ａ 見直し     外部 
改修      

消防署南分署（新） － － － 建設         

消防署西分署 Ａ Ａ 存続           

第 1 分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し   外部 
改修        

第 2 分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し    外部 
改修       

第 3 分団器具置場 Ａ Ａ 存続          外部 
改修 

第４分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し   外部 
改修        

第５分団器具置場 Ａ Ａ 存続           

第６分団器具置場 Ａ Ａ 存続        外部 
改修   

第７分団器具置場 Ａ Ａ 存続           

第８分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し     外部 
改修      

第９分団器具置場 Ａ Ｃ 見直し        外部 
改修   

第 10 分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し       外部 
改修    

第 11 分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し      外部 
改修     

第 12 分団器具置場 Ａ Ａ 存続          外部 
改修 

第 13 分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し    外部 
改修 

      

第 14 分団器具置場 Ａ Ａ 存続       外部 
改修    

第 15 分団器具置場 Ｂ Ａ 見直し      外部 
改修     
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③学校教育施設（21 施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

海老名小学校 B Ｃ 見直し    外部 
改修   設備 

改修   空調 
改修 

柏ケ谷小学校 Ｃ Ｃ 見直し 外部 
改修    空調 

改修  設備 
改修    

東柏ケ谷小学校 B Ｃ 見直し   大規模 
(屋体) 

空調 
改修 

 外部 
改修 

   設備 
改修 

上星小学校 B Ｃ 見直し      空調 
改修  設備 

改修   

有鹿小学校 Ｃ Ｃ 見直し  
大規模 
(屋体)  

外部 
空調   

設備 
改修    

中新田小学校 B Ｃ 見直し  外部 
改修     空調 

改修  設備 
改修  

大谷小学校 B Ｃ 見直し  大規模 
(屋体)     外部 

空調   設備 
改修 

有馬小学校 B Ｃ 見直し    
外部 

(屋体) 
(検討中) 

   集約・複合化 
（検討中） 

解体 

社家小学校 B Ｃ 見直し 空調 
改修 

大規模 
(屋体)     外部 

改修  設備 
改修  

門沢橋小学校 B Ｃ 見直し 空調 
改修    設備 

改修   外部 
改修   

杉久保小学校 B Ｃ 見直し  大規模 
(屋体)    外部 

空調    設備 
改修 

今泉小学校 B Ｃ 見直し  大規模 
(屋体) 

    外部 
空調 

  設備 
改修 

杉本小学校 B Ｃ 見直し  大規模 
(屋体)      外部 

空調  設備 
改修 

海老名中学校 B Ｃ 見直し        
建替え 

（検討中） 解体 

有馬中学校 B Ｃ 見直し   
外部 
改修 

(検討中) 

外部 
(屋体) 
(検討中) 

   集約・複合化 
（検討中） 解体 

海西中学校 B Ｃ 見直し   大規模 
(屋体) 

外部 
空調    設備 

改修   

柏ケ谷中学校 B Ｃ 見直し 外部 
改修   外部 

(屋体)       

大谷中学校 B Ｃ 見直し   大規模 
(屋体)    外部 

改修   空調 
改修 

今泉中学校 B Ｃ 見直し   大規模 
(屋体)  大規模改修     

食の創造館 Ｂ Ａ 見直し  設備改修    外部 
空調    

食の創造館別館 A Ａ 存続 建設          
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④地域コミュニティ施設（15 施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

えびな市民活動セン
ター（ビナレッジ） Ｂ Ｂ 見直し      外部 

空調 
    

えびな市民活動セン
ター（ビナスポ） Ａ Ｂ 存続       

外部 
空調 

   

柏ケ谷コミュニティ
センター 

Ｂ Ｃ 見直し       
外部 
空調 

   

上今泉コミュニティ
センター Ａ Ｃ 見直し           

中新田コミュニティ
センター Ｂ Ｃ 見直し         

外部 
空調 

 

下今泉コミュニティ
センター Ｂ Ｃ 見直し 空調 

改修   外部 
改修       

国分コミュニティセ
ンター Ａ Ｃ 見直し           

大谷コミュニティセ
ンター Ｂ Ｃ 見直し        

外部 
空調 

  

杉久保コミュニティ
センター Ａ Ｃ 見直し           

本郷コミュニティセ
ンター Ｂ Ｃ 見直し 空調 

改修     外部 
改修     

門沢橋コミュニティ
センター 

Ａ Ｃ 見直し           

社家コミュニティセ
ンター Ｂ Ｃ 見直し  空調 

改修   外部 
改修      

勝瀬文化センター Ｂ Ｃ 見直し          
外部 
空調 

国分寺台文化センタ
ー Ａ Ｃ 見直し           

柏ふれあい釣り堀 Ｂ Ｄ 見直し           

 
 

⑤教育施設（７施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル 

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

歴史資料収蔵館 B B 見直し           

今福薬医門公園 
文庫蔵 － A 存続           

海老名市温故館 Ｂ A 見直し     空調 
改修      

文化財収蔵庫 B B 見直し           

教育支援センター A A 存続       外部 
空調 

   

中央図書館 A A 存続        
外部 
空調 

  

有馬図書館 A A 存続           
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⑥文化スポーツ施設（11 施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

北部公園 
（体育館） Ｂ Ｂ 見直し      外部 

空調     

海老名運動公園（総
合体育館） Ｂ Ｂ 見直し     空調 

改修    大規模
改修  

海老名運動公園（屋
内プール） Ｂ Ｂ 見直し   大規模

改修        

海老名運動公園 
（野球場） Ｂ Ｂ 見直し    大規模

改修       

海老名運動公園 
（陸上競技場） Ａ Ｂ 存続           

海老名運動公園・庭
球場（クラブハウス） Ｂ Ｂ 見直し      外部 

空調     

中野公園 
（管理棟） Ａ Ｂ 存続         外部 

空調  

下今泉庭球場 
（クラブハウス） Ｃ Ｄ 廃止 

検討       解体    

今里庭球場 
（クラブハウス） Ｂ Ｃ 見直し        外部 

空調   

文化会館 Ｂ Ｂ 見直し     外部 
空調     設備 

改修 

市民ギャラリー Ｂ Ｅ 移譲           

 

 

⑦保健医療福祉施設（12 施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

海老名市医療センタ
ー Ｂ Ｂ 見直し    外部 

改修   空調 
改修    

柏ケ谷保育園 Ｂ Ｂ 見直し   空調 
改修       大規模

改修 

門沢橋保育園 Ｃ Ｄ 廃止       解体    

中新田保育園 Ｂ Ｂ 見直し   
外部 
改修        

上河内保育園 Ｂ Ｂ 見直し       大規模改修   

わかば会館 Ａ Ｂ 存続    内装 
改修     外部 

空調  

（仮称）障がい者ケ
アセンター － － －  建設        

障害者第一デイサー
ビスセンター Ｂ Ｂ 見直し       外部 

空調    

障害者第ニデイサー
ビスセンター Ｂ Ｂ 見直し        外部 

空調   

障害者支援センター
あきば Ａ Ｂ 存続           

総合福祉会館 Ｂ Ａ 見直し      外部 
空調 

    

第一高齢者生きがい
会館 Ｂ Ａ 見直し    

外部 
空調     

大規模
改修  

第ニ高齢者生きがい
会館 Ａ Ａ 存続           
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⑧産業振興施設（２施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

ライスセンター Ｂ Ａ 存続   外部 
改修        

南部農業拠点施設 Ａ Ａ 存続      外部 
改修     

 

 

⑨環境施設（２施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

美化センター Ｂ Ａ 見直し    外部 
空調 

      

資源化センター Ａ Ａ 存続     
外部 
改修 

     

 

 

⑩市営住宅（３施設） 

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

国分北三丁目住宅 Ａ Ａ 存続   設備 
改修 

 塗装 
外構 

   設備 
改修 

 

中新田住宅 Ａ Ａ 存続   
塗装 
改修      

塗装 
改修 

設備 
改修 

上河内住宅 Ａ Ａ 存続    塗装 
改修      塗装 

改修 
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⑪その他施設（16 施設）  

施設名 
ポートフォリオ分析結果 

方針 
実施内容 

建築物性能 行政サービスの
義務レベル Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

海老名中央公園地下
駐車場 Ｂ Ｃ 見直し  

空調 
改修    

防水 
改修     

海老名駅東口第２有
料自転車駐車場 Ａ Ａ 存続 設備 

改修 
設備 
改修 

設備 
改修 

設備 
改修 

設備 
改修      

海老名駅東口第３有
料自転車駐車場 

Ａ Ａ 存続   設備 
改修 

設備 
改修 

設備 
改修 

     

海老名駅西口第１有
料自転車駐車場 Ａ Ａ 存続    設備 

改修 
設備 
改修 

設備 
改修     

海老名駅西口第２有
料自転車・原動機付
自転車駐車場 

Ａ Ａ 存続     設備 
改修 

設備 
改修     

海老名駅西口第３有
料自転車・原動機付
自転車駐車場 

Ａ Ａ 存続      設備 
改修 

設備 
改修 

   

海老名駅西口第４有
料自転車・原動機付
自転車駐車場 

Ａ Ａ 存続           

かしわ台駅自転車等
置場 Ａ Ａ 存続           

社家駅自転車等置場 Ａ Ａ 存続           

門沢橋駅東側自転車
等置場 Ａ Ａ 存続           

門沢橋駅西側自転車
等置場 Ａ Ａ 存続           

海老名駅西口公衆ト
イレ Ａ Ａ 存続        外部 

改修   

北部大型防災備蓄倉
庫 Ｂ Ａ 見直し      外部 

改修     

中部大型防災備蓄倉
庫 Ｂ Ａ 見直し       外部 

改修    

南部大型防災備蓄倉
庫 Ａ Ａ 存続        外部 

改修   

えびな安全安心ステ
ーション Ａ Ｄ 見直し           

 

 

 

海老名市個別施設計画―概要版― 
令和６年８月 発行︓神奈川県海老名市  編集︓海老名市財務部営繕課 

本概要版は、施設類型ごとに改正した個別施設計画を集約し、その概要について示したものです。 
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議案第 13 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　海老名市文化財保護審議会からの答申に基づき、海老名市登録文化財の登録を行い

たいため

海老名市登録文化財の登録について

　海老名市登録文化財の登録について、議決を求める。

令和６年４月19日提出

　提案理由
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海老名市登録文化財の登録について 

 
１ 趣旨 

海老名市文化財保護条例（平成31年３月28日海老名市条例第８号）第７条の規

定により、次の文化財を海老名市登録史跡に登録したいため、議決を求める。 
 
２ 対象文化財 

(１) 三日月井戸（みかづきいど） 

(２) 独鈷井戸 （どうこいど・どっこいど） 

 

３ 経過 

  令和６年２月９日付け海教総発第101号の２で、海老名市文化財保護審議会へ

海老名市登録文化財の登録について諮問を行った。 
  令和６年３月18日付けで、海老名市文化財保護審議会より、海老名市登録文

化財に登録し、保存活用を図るべき旨、登録理由を付して答申を得た。 
 
４ 文化財保護審議会の答申 

  別添のとおり 
 
５ 今後の予定 

【議決後】 

・告示 
  ・登録文化財登録書の発行 

・プレスリリース、広報えびなへの掲載、ホームページへの掲載 

令和６年４月 19 日 

定例教育委員会資料 

教育総務課文化財係 
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報告第 18 号

海老名市教育委員会

教育長 伊 藤 文 康

　いじめ等に関する「重大事態事案」の調査結果について報告したいため

いじめ等に関する「重大事態事案」の調査結果の報告について

いじめ等に関する「重大事態事案」の調査結果について、海老名市教育委員会教育

長に対する事務の委任等に関する規則（昭和49年教委規則第２号）第４条の規定によ

り報告する。

令和６年４月19日提出

　提案理由
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